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 日系部品サプライヤーによる海外自動車メーカーの先行開発に対する
関与：デンソーを事例とした取引統治の分析 
I 自動車部品メーカーのグローバル展開に伴う諸問題と分析枠組み 
１ 研究背景 
(1) 日本の自動車産業の成長を支える開発1 
社会の発展につれて，今日の自動車は多くの機能を集約した複合体となっており，それ
を支えているのは巨大な開発投資と継続的な開発である。完成車メーカーはもちろん，部
品メーカーもあらゆる領域の開発に関与している。開発をめぐる完成車メーカーと部品メ
ーカー間の取引関係は，ますます緊密化しつつある。それは，車づくりのパフォーマンス
を左右する一大要因となっている。 
一方，開発という行為は既に国境を越え，グローバルに行われている。日系自動車メー
カーのみならず日系部品メーカーもグローバルに展開している。国際展開につれて必然的
に日系部品メーカーと海外完成車メーカーとの取引が広がっている。開発環境と，開発を
めぐる取引関係は多様にならざるを得ない。日系部品メーカーが，海外において，とくに
海外の完成車メーカーを主体とする製品開発に関与していくにあたっては，取引関係は日
本国内での，日系完成車メーカーを相手にしたものからは変化せざるを得ない。 
1) 日本の自動車産業の概観 
日本の自動車産業は日本の経済を支える重要な基幹産業としての位置を占めている。日
本の自動車産業の強みは「もの作り」であり，その強みの源泉の一つは優れた開発力であ
る。常に新しい技術を開発することで自動車産業の持続的成長を支えている。2015 年の自
動車製造業（二輪，車体・付随車，部分品・付属品を含む）の製造品出荷額等は前年より
7.0%増の 57 兆 524 億円であり，全製造業の出荷額等の 18.2%を占めた。また，機械工業出
荷額に占める自動車製造業の割合は 40.3%であった（日本自動車工業会出版，2018a）。 
自動車は 2 万～3 万点の部品から構成されているが，完成車メーカーはそれらの部品を
すべて自社で開発・設計・製造・生産しているわけではなく，多数の部品メーカーから調
達している。それ故に，自動車産業は自動車部品産業と実質的に一体である。 
                                               
1 本稿は「開発」を用いる場合，基礎研究・開発から量産開発まで含まれる広義の「開発」とす
る。それ以外の狭義の「開発」を指す場合は，一つずつその「開発」の内容を特定する。 
 3 
自動車産業は総合産業と呼ばれ，製品出荷高のみならず，研究開発費及び設備投資額が
巨大なため，その動向は経済のバロメーターとして重視されている。日本の主要製造業に
おける研究費の産業別構成を見ると，自動車産業が投入している研究費は最も多く，全体
の約 25%を占めている（図 1－1）。 
 
図 1－1 日本主要製造業の研究費（単位：億円） 
出所：日本自動車工業会出版（2018a）により筆者作成。 
 
2) 研究開発の状況 
自動車産業においては，完成車メーカーはもちろん，部品メーカーも高水準で研究開発
への投資を実施している。「2016 年度の日本主要自動車部品メーカーの売上高 R&D 費比率
（一部想定値を含む）平均値は 4.2%となった。総合部品メーカーはその売上規模や対応し
なければならない技術分野の多様さから，R&D 費用の額が大きい」（フォーイン，2017a）。
表 1－1 に示す世界自動車部品メーカーの売上高上位 Top10 2にランクされている日系 1 位
（世界 2 位）のデンソーと日系 2 位（世界 7 位）のアイシン精機の研究開発費投資額を下
の表 1－2 に示す。総合部品メーカーとしてのデンソーは R&D 費対売上高比率が 9％で日
                                               
2 フォーイン（2017b，p.66），売上高は 2015/2016 年度実績により，表１にまとめ。 
 4 
系サプライヤーとしてはトップである。専門分野系の部品メーカーであるアイシン精機の
R&D 費対売上高比率が 5%であり，世界自動車産業の平均を上回っている（フォーイン，
2017a）。 
表 1－1：世界自動車部品メーカーランキングと Top10 に占める日系部品メーカー 
世界自動車部品メーカー売上高上位（2015/2016 年度実績）（単位：億円） 
順
位 
メーカー 分野 国籍 2015年度 2016 年度 
1 Bosch 総合 ドイツ 46,199 48,818 
2 デンソー 総合 日本 37,139 41,169 
3 ZF 総合 ドイツ 30,070 36,329 
4 Magna International 総合 カナダ 29,777 34,255 
5 Continental 総合 ドイツ 32,098 33,170 
6 現代 Mobis 総合 韓国 31,845 32,977 
7 アイシン精機 総合 日本 26,145 31,747 
8 ブリヂストン タイヤ 日本 26,174 25,363 
9 Michelin タイヤ フランス 23,513 23,127 
10 Faurecia シート フランス 20,817 20,970 
出所：フォーイン（2017b，p.66），売上高は 2015/2016 年度実績より筆者作成。 
 
表 1－2：デンソーとアイシン精機の売上と研究開発費の対照表（2013 年～2017 年）（単位：
百万円） 
社名 デンソー アイシン精機 
会計年度 売上高 研究開発費 売上高 研究開発費 
2013.3 3,580,923 335,460 2,529,964 135,067 
2014.3 4,095,925 368,732 2,822,215 144,300 
2015.3 4,308,754 396,440 2,963,971 149,100 
2016.3 4,524,522 399,238 3,245,985 162,600 
2017.3 4,527,148 409,223 3,562,622 167,700 
注）2017 年 3 月期より会計基準が IFRS に変更され 2016 年 3 月期まで IFRS に遡って修正したが，それ以前とは連続性が
無い。 
出所：フォーイン（2017a）より筆者作成。 
3) 研究開発を占める重要な位置づけ 
研究開発へ高水準な注力は日本の自動車産業の持続的な成長を支え，日本車がグローバ
ルにおける競争優位性を保つための要素である。なお，近年の研究開発は企業単独に留ま
らず，企業間共同開発が増えている。例えば，マツダ，デンソー，トヨタが電気自動車の
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共同技術開発契約を締結した3 。トヨタとデンソーは電子部品事業をデンソーへ集約する
ことで基本的に合意している 4。自動車各社は，電動化や自動運転技術などの分野に集中
的に開発資源を引当てるため，開発の効率化に力を入れており，調達面では，開発期間の
短縮や部品共通化に繋がるサプライヤーからの提案を促進する体制づくりに，ここ数年注
力してきた。システム開発力のあるメガサプライヤーとの関係強化の背景もそこにある
（フォーイン，2018）。 
これらのような完成車メーカーと部品メーカーの提携は，研究開発資源の有効配分を示
唆する一方，部品メーカーが完成車メーカーの設計開発より上流ないし源流に関与してい
る事情も示している。日系部品メーカーは，従来「系列」の完成車メーカーへ部品供給す
る役割を果たす一方，一部中核部品メーカーは設計開発まで貢献していることは一般的に
認識されている。現今，部品メーカーは設計開発に貢献する以上の役割を果たし，研究開
発段階の初期へ遡って関与しつつある。それらの変化をどう捉えるか，その中で部品メー
カーが果たしている役割をどう評価するかは注目すべき点である。 
(2) 日系部品メーカーの海外進出状況 
1) 日系部品メーカーの海外進出経緯と現状 
日系部品メーカーの海外進出は，はじめは日系完成車メーカーの海外進出の随伴進出と
いう形が多いと言われている。図 1－2 を見ると，90 年代以降世界の自動車生産台数が大
きく伸びる一方，日本国内市場はほぼ飽和状態となったことが分かる。事業拡大するため
に完成車メーカーが海外進出し，新規市場を開拓する。日系完成車メーカーの海外生産の
要請で，日系部品メーカーも海外で生産体制を構築し，その後日本車の海外生産拡大に対
応して，日系部品メーカーも海外での生産拡大に取り組んできた。日本車の世界販売台数
は 2000 年代前半から海外を中心に右肩上がりに拡大し，途中リーマンショックによる落
ち込みを挟んだものの，2012 年以降は再び成長曲線を描いている（図 1－3）。2016 年に日
本車の海外生産台数は，国内生産の 2 倍を超える規模となった（フォーイン，2017a）。
その一方，部品企業の海外進出も増加の傾向である。日本自動車部品工業会が 2017 年 8 月
に部品メーカーの海外事業概況調査を全会員に実施した結果によれば5，15 年度に比べ海
外に進出した法人数が 41 社増加した。部品メーカーの海外法人拠点の概況は，12 年にて
                                               
3 「マツダ株式会社・株式会社デンソー・トヨタ自動車株式会社が電気自動車の共同技術開発契約
を締結」（2017 年 9 月 28 日），トヨタ自動車ウェブサイト
https://newsroom.toyota.co.jp/jp/detail/18839949 （2018 年 10 月 19 日閲覧）。 
4 「トヨタ自動車株式会社と株式会社デンソーは電子部品事業をデンソーへ集約することに基本合
意」（2018 年 06 月 01 日）トヨタ自動車ウェブサイト
https://newsroom.toyota.co.jp/jp/corporate/22763980.html （2018 年 10 月 19 日閲覧）。 
5 調査会計年度は 16 年。 
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16 年の売上高が 84.2%増の 16.4 兆円にまで拡大したとされている（日本自動車工業会出
版，2018b）。 
 
図 1－2 世界・日本の自動車生産推移 
出所：Ward's Automotive Group（2018）と日本自動車工業会出版（2018b）より筆者作成。 
 
 
図 1－3 日本自動車メーカーの国内及び海外生産の推移 
出所：日本自動車工業会出版（2018a）と日本自動車工業会出版（2018b）より筆者作成。 
 
2) 海外で日系以外の完成車メーカーに供給する原因 
日本自動車部品工業会の調査によれば（図 1－4），日系部品メーカー海外法人の 2017 年
度の地域別売り先別比率は，欧州を除く他地域では日系自動車メーカーに対する販売の比
率が 50%以上と，日系自動車メーカーに対する依存度が高いという特徴を持っている。欧
州のような日本車のシェアが低い地域においては，工場の操業を安定させるために，日系
以外の完成車メーカーとの取引拡大が必要となるのが理由である。日系部品メーカーが現
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地の完成車メーカーに対する拡販については，欧州，南米，インド，中国の順に活発なの
が現状である（日本自動車工業会出版，2018a，p.99）。実例というと，曙ブレーキ工業は
Audi など複数の欧州メーカーからのブレーキキャリパーの受注に対応して，2015 年にチ
ェコで工場を稼働させた。欧州での更なる受注拡大を目指して 2020 年までに現地の営業・
開発人員を 3 倍に増やす方針も出している。また，ニフコは BMW からの受注増に対応し
て 2017 年 4 月に米国で新工場を稼働させた。ハイレックスコーポレーションもハンガリ
ー工場を増強した他，チェコ工場を新設した。 
 
図 1－4 2017 年度日系部品メーカー海外法人の地域別売り先別比率（％） 
出所：日本自動車部品工業会国際部編（2018）より筆者作成。 
 
3) 技術進歩と環境規制に応じた技術開発の必要性 
技術が進歩するにつれて，自動車産業も急激な変化に迎えている。完成車メーカーの求
めるニーズも従来は，軽量化や HEV などの内燃機関を補助するための電動化が主であっ
たが，先進運転支援技術（ADAS）や自動運転への対応，コネクティッド化へのニーズが
2010 年代に入って拡大している。特に，各国とも環境規制を厳しくする方向となっており，
規制を達成するために新技術を導入せざるを得ない状況でもある。完成車メーカーにとっ
ては，進出先の規制を達成するために先進技術が必要となる一方，必要な先進技術を全て
自社開発することは困難であるため，それを持つ部品メーカーとの提携の方が効率的であ
る。これは先進国の完成車メーカーにおいてすら言えることであり，中国を含む新興国の
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完成車メーカーではなおさらである。元々技術力が優れている日系部品メーカーにとって
は，このような需要が大きい市場は魅力的である。 
このため，日系部品メーカーは近年日系以外の完成車メーカーとの取引拡大に向けて，
開発・技術拠点の新設や拡充などを通して，海外での顧客対応力強化を目指している。そ
して，進出現地の完成車メーカーに対して，従来の部品供給だけではなく，先行開発をめ
ぐる取引の必要性も増え，今まで以上に複雑な取引関係になっている。本研究はその取引
関係の変化に注目したものである。 
4) 海外における取引関係の変容 
日本市場の規模と需要の飽和状態のため，日系メーカーは今まで以上に成長を求める場
合，海外に進出する必然性が生じてくる。ただし，海外を目指す場合，日本で蓄積されて
きた経験をそのまま移転することが難しい。取引内容をはじめ，取引相手，取引慣行が本
国と異なることは当然である。 
取引内容について，本国の取引双方である完成車メーカーと部品メーカーが既存車のモ
デルを海外にフォローソーシングする場合，現地ではモデル開発の必要性がなくなる。し
かしながら，本国のモデルをそのまま海外生産できたとしても，現地の規制や道路状況に
適応するために，車と部品の機能調整が必須である。その調整にかかわる部品メーカーで
あれば，本国と同程度の取引の他，その調整の部分に対するプラスの取引内容が生じるた
め，それに関する新たな取引契約を加える必要が生じてくる。 
次に，海外市場では日系部品メーカーが事業拡大するために，日系に限らず他の完成車
メーカーにも積極的にアプローチする必要がある。日系以外の海外完成車メーカーと取引
する機会が増加するにつれて新規の関係作りが必要となる。ただし，日本においては，部
品メーカーが特定の完成車メーカーを主要な得意先として長期継続的に部品供給するとい
う取引関係が一般的であり，それに支える契約のあり方も独特なものになっている。海外
で新規取引の場合，長期の取引を前提とするのは難しく，新規取引関係の構築も難しい課
題になる。 
取引慣行も国内と同様ではない。日本において慣行として行われている行為の中には，
日本の開発・製造環境，企業間関係の中で合理的とされて来たものが含まれており，それ
らが海外でも合理的とは限らない。とくに，日本国内では契約上の明確な表現を持ってい
ない慣行については，海外に持ち込もうとして，初めて内外の条件の違いからそのまま適
用できないことが判明することもある。これらの状況に関する先行研究については後述す
る。 
 9 
２ 問題意識 
自動車産業の発展と技術の進歩につれて，部品メーカーは部品を供給するだけではなく，
完成車メーカーに最新技術の提案，専門分野の研究開発の引率など，自動車産業の発展に
貢献している。部品メーカーと完成車メーカーとの協業は開発の上流にのぼり，高度かつ
戦略的な提携が行われている。一方，自動車市場における競争は白熱化している。生き残
るために，完成車メーカー間の合併買収，再編と提携は日常茶飯事のように行われている。
もちろん，部品メーカーもシビアな競争に立ち向かわざるを得なくなる。特に日本のよう
な飽和市場において，日系部品メーカーが今まで以上の成長を求めるのであれば，今まで
の供給を越え，日本以外の市場や顧客に積極的にアプローチする必要がある。日系部品メ
ーカーは従来から誇る高品質高技術の優位性を生かして，先行開発分野において活躍し，
いかに競争で勝ち残るのかに関心を持っている。 
３ 先行研究の検討 
(1) 自動車の開発システムにおける先行開発の位置づけ 
開発は自動車産業の成長を支える重要な要素の一つである。「開発」という言葉が日常的
に使われているが，実際上は開発を包括する内容も多岐である。もっとも広い意味での開
発は，研究と開発を含み，「研究開発」などと呼ばれる。一般的に企業の研究開発は，新た
な科学的知識を生み出す基礎研究，それを利用可能な技術の原型にまで翻訳する応用研究，
市場で販売される製品及びその工程を準備する開発などに分かれている（藤本，2006）。
市場で販売される製品の開発は，その過程の中に工程開発を含むものの，大きくは「製品
開発」と呼ばれる。製品開発プロジェクトは，コンセプト作成，製品基本計画，製品エン
ジニアリングと工程エンジニアリングで構成されている（藤本 2001，pp.168-171）。これと
は別に，車を構成する新しい「要素技術」（製品の構成要素である部品や素材などに体化さ
れた技術）を予め開発しておくことが必要な場合があり，こうした活動は「先行開発」と
呼ばれると藤本（2001，p.171）が提示している。本稿は製品開発プロジェクトと並行進行
する先行開発に注目し，自動車開発システムにおける先行開発の位置づけを示したい。 
先行開発という用語は，用語も実態も多様である。車のコンセプト創出以前，つまりあ
るモデルの製品開発以前から行う研究開発を先行開発と呼ぶ場合もあれば，コンセプト創
出の後，製品計画確定までに行う開発を先行開発，または先行技術開発と呼ぶ場合もある。
そのため，はじめから本稿を検討する「先行開発」の定義及び先行開発を指す期間を確定
する必要がある。先行開発とは，ある新設計の製品を開発することを念頭に置きつつ技術
 10 
知識を創出することと藤本（2007，p.116）に定義された。本稿は藤本（2001，2007）に規
定された「先行開発」の定義を用いる。 
次に，先行開発期間は全開発期間のどの部分に位置しているかを確認する。藤本（2001，
pp.192-194）は，開発期間を議論する場合，製品開発と技術開発とを区別必要があると指摘
している。その理由は，市場で販売される製品の開発と，その製品に織り込まれる技術の
開発とはしばしば分離しているからである。考察する際は，先行開発プロジェクトとして
外に出しているのか，或いは製品開発の中に含まれているかを明確にすることが一つの方
法だと考えられるが，自動車の場合，コンポーネントの先行開発は製品開発プロジェクト
の中に組み込まれていることが多いことは指摘されている。つまり自動車の場合，製品開
発と技術開発が平行に進行しており，かつ先行開発が開発の一環として製品開発プロジェ
クトの期間の中に位置していることを言える。また，自動車の場合は，コンセプト作成と
製品基本計画の策定（プランニングと呼ばれる）と「エンジニアリング」（詳細設計・試作・
実験，及び生産準備）の期間は，あまり重複していないと藤本（2001，p.195）が示してい
る。言い換えれば，プランニング期間と並走する先行開発は，エンジニアリングには含ま
れず，エンジニアリングより前に位置していることが分かる。プランニング期間とエンジ
ニアリング期間の関係は藤本（2001，p.194，図 14.3 の部分図）を引用して図 1－5 で示す。
本稿はここで定義された「先行開発」に注目し，その理由を後述する。 
 
図 1－5 自動車の先行開発期間の位置 
出所：藤本（2001，p.194，図 14.3 の部分図）を引用。 
 
一方，開発の一部にはサプライヤーが関与し，重要な役割を担っている。しかし，先行
開発への部品メーカーの関与が重要な意味を持つにもかかわらず，研究が手薄である。こ
こで紹介するのは，開発の意義と組織，そして完成車メーカーの開発に対する部品メーカ
ーの関与に関する研究である。 
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1) 開発の重要性 
開発は自動車企業の競争力を支える重要な活動の一つである。藤本（1997）では「組織
能力」を競争力として発揮する上での源泉だと見なしている。「組織能力」とは，安定的な
活動と資源のパターンであって，企業間の競争成果の差異に影響を与えるものであり，非
常に複雑な体系として存在している（藤本 1997，p.11）。組織能力はもの作りの能力，改善
の能力と進化の能力という大きく三つに分けられ，組織を進化させている。開発システム
は組織の進化を支えている一つの要素だと解明されている。藤本（2006，p.10）は開発機能
が企業組織能力の要素の一つだと示唆している。 
自動車の製品開発のあり方は，製品アーキテクチャと関係している。製品アーキテクチ
ャと組織関係について，佐藤（2018）の整理によれば，この二つの間には適合性があると
指摘する研究が多い。一般的にインテグラル・アーキテクチャの製品の開発には統合型の
組織が，モジュラー・アーキテクチャの製品の開発にはモジュラー型の組織が適合すると
指摘されている。藤本＆クラーク（1993）は，日本企業のような部門間調整を行う機能を
有した統合型の組織が「製品の首尾一貫性」が極めて重視される自動車のような統合型の
製品アーキテクチャに適合すると考えられている。 
延岡（2002）は自動車のような市場，顧客ニーズの複雑性が高い製品の場合，企業内部
のマネジメント以上に市場や顧客情報に関するマネジメントが製品開発の成功を決めるカ
ギになると指摘している。例えば，完成車メーカーの暗黙的な潜在ニーズをうまく製品開
発に取り込むため，完成車メーカーの製品開発の初期段階から入り込んで，パートナーと
して本当に求められている部品を供給する仕組みが重要であると示している。 
2) 部品メーカーは開発において重要な役割を発揮している 
日本の自動車産業の発展とともに，部品メーカーは製造のみならず開発過程においても
重要な役割を果たすようになった。このことについては，多数の研究が存在する。とくに
部品メーカーが，その能力の伸長に伴って開発過程のより上流へと関与するようになり，
そのことが自動車産業の競争力に寄与していることを指摘する研究が数多く現れた。 
浅沼（1997）はサプライヤーが設計開発に関与することを示し，日本のサプライヤーが
持つ能力はサプライヤー・システムを支える重要な役割を果たしていると考えていた。取
引における取引図面の種類に基づくサプライヤーの分類の仕方は，標準的な方式として認
識されている。浅沼（1997, p.187）によれば，貸与図方式では，部品の生産に当たって完成
車メーカーが部品の設計を行い，その図面を部品サプライヤーに貸与して製造を行わせる。
つまり，貸与図による部品生産が行われる場合，そのサプライヤーは，当該の部品を自ら
開発するのではなく，製造サービスの提供だけを行っているのである。それに対し，承認
図方式では，完成車メーカーが大まかな仕様を提示し，その仕様に適合するような部品を
部品サプライヤーが開発する。その場合，完成車メーカーはその図面を提出させて検討し，
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承認を与えることを部品発注の前提条件としている。つまり，承認図による部品生産が行
われる場合，そのサプライヤーは，製造サービスに加えて開発能力の提供も行うのである。
そして，対応する図面の種類によって，部品メーカーは「承認図部品メーカー」と「貸与
図部品メーカー」に分類される。藤本（2001, p.132）も，貸与図方式とは，発注側が部品詳
細設計（部品図）に至るまで作成し，入札で選ばれた部品メーカーは（VA6などの提案は行
うかもしれないが）基本的には図面通りに製造するのみである。承認図方式とは，各部品
の基本的な要求仕様（性能，外形寸法，取り付け部設計）は発注側が作成・提示するが，
詳細設計や部品単体の試作・性能評価は部品・材料メーカーが行い，発注側の承認を得る
ものであると定義している。また，藤本（2001，p.132）は，欧米には「委託図」という方
式が存在することも指摘している。承認図の最終図面（特許権も含む）はサプライヤーの
所有となるが，委託図は承認図とは異なり，最終図面は完成車メーカーが所有するが，詳
細設計そのものはサプライヤーに外注される。完成車メーカーは部品メーカーに対して，
別契約で設計料を支払うので，製造段階になって別のサプライヤーにスイッチするのは自
由である。しかし，その部品の品質保証責任を負うのも完成車メーカーの方である（藤本，
1997，p.192）。委託図方式は，図面の所有権や品質保証責任に関しては貸与図と同じだが，
実際の作業分担においては，詳細設計を部品メーカーが行うという意味で承認図方式に近
いと藤本（2001，p.132）は示している。 
部品メーカーにおいては，承認図方式で設計開発を行う部品メーカーの方が，貸与図方
式のそれに比べて技術能力が高い。その理由の一つは承認図部品メーカーが「関係的技能」
を保持しているからである（浅沼，1997）。「関係的技能」とは，中核企業のニーズまたは
要請に対して，効率的に対応して供給を行うために，サプライヤーの側に要求される技能
のことである（浅沼, p.222）。即ち，完成車メーカーから出された要請に応じて部品を開発
する能力，仕様改善を提案する能力，VE7を通じて見込み原価を低減させる能力など「能力
の束」を指している。このように，設計図面の二分法によって部品メーカーの能力の高低
を測る視角は，多くの研究に影響を与えた。  
そして，部品メーカーが開発の早期に参加をして，共同開発でものを作っていくことで，
開発のパフォーマンスを高めたのであると藤本＆クラーク（1993）が示している。製品開
発能力は企業の競争力であり，開発期間，開発工数と総合的な商品力という三つのパフォ
ーマンスで評価する。彼らは日本，アメリカ，欧州 20 社の製品開発プロジェクトについて
比較し実証分析を行い，その結果は 1980 年代において日本企業が高い製品開発能力を持
っていることを示した。製品開発能力が高いと見なす理由の一つとして，欧米に比べ日本
では承認図方式が圧倒的に使われていることが上げられる。日本では承認図方式が 6 割を
                                               
6 Value Analysis（価値分析）の略称である（藤本，2001，p.148）。次の注「VE」と合わせて，
製造段階の改善を「VA」，設計段階のものを「VE」と分ける。 
7 Value Engineering（価値工学）の略称である（藤本，2001，p.149）。 
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占めるのに対して，欧州では 4 割，米国では 2 割以下を占める程度という地域間格差が存
在していることが確認されている。言い換えれば，日系部品メーカーは欧米に比べ，全体
的に設計段階から深く関与していると見られている。この研究により日本の自動車企業の
国際的な競争優位性が明確にされた。 
植田（1995）は，部品メーカーの関与について設計開発よりも上流のプロセスを取り上
げ，二つのことに注目した。一つは，部品メーカーが，完成車メーカーの製品開発動向を
先取りして，あらかじめ独自に先取研究・先取開発を行っていることであり，もう一つは
完成車メーカーの先行開発から部品メーカーが関与していることであった。先取り研究・
先取り開発とは，部品メーカーは実際の製品開発に先立ち，新製品，次期製品に求められ
る新しい機能や製品開発時点に現れると想定される問題を取り上げて研究し，将来の需要
に向けて開発するものを指している。先取研究・先取開発は部品の材料・要素研究，製造
プロセス研究，生産技術基礎開発，製品化基礎開発，デザイン研究などを包括している。
先取研究・開発段階におけるノウハウやデータの蓄積により，部品メーカーは早い段階で
完成車及び市場の需要を把握し，開発の方向性を明確にすることができる。そのため，完
成車メーカーに技術の提案を採用される可能性も高まり，結果として量産受注にも有利に
つながる。植田（1995）は，日系部品メーカーの事例を中心に，先取研究・開発の重要性
を指摘し，開発システムにおける取引相手との交渉の仕組み，及び部品メーカーが開発の
効率性，コストダウンを開発段階から追求することについて解明している 。 
また植田（1995）は，部品メーカーが完成車メーカーの先行開発から関与していること
と，その早期関与を通じて部品メーカーが完成車メーカーに高く評価されることを解明し
ている。部品メーカーの先取り研究開発の成果は完成車メーカーの先行開発段階での「技
術のデザイン・イン」に活用されれば，製品開発・設計の早い段階での技術問題の処理を
可能にするということが示されている。なおかつ，部品メーカーが先行開発へ関与するこ
とによって，完成車メーカーのニーズを的確に捉え，そのニーズに応じる早期研究開発の
方向性が定められ，部品メーカーは限られた経営資源を効率よく配分することが可能にな
るというメカニズムも解明されている。また，部品メーカーが先行開発に関与すると，量
産においても発注を受ける可能性が高まるが，必ずしもそうなるわけではない，というこ
とも指摘している。 
ところで，藤本（2001，p.132）は委託図方式と承認図方式の場合，両方を合わせて「部
品メーカーの開発参加」を「デザイン・イン」と呼んでいる。「デザイン・イン」の意義は，
完成車メーカーが価値連鎖に沿った互いに関連した仕事群を一つの部品企業に一括して委
託し，一方で部品企業が長期的に「まとめ能力」を構築することになって，コストダウン
や品質向上を達成できるのであると藤本（2003）は示唆している。藤本（1997，p.25）は，
デザイン・インはトヨタの生産システムの特徴の一つであると指摘している。一方，90 年
 14 
代アメリカにおいてみられる「デザイン・イン」は多くの場合が委託図方式のようである
と藤本（1997，p.192）では言及されていた。 
つまり，藤本が論じている「デザイン・イン」は設計開発段階に行われる「承認図方式」
或いは「委託図方式」の別称である。この方式または設計仕様には，部品メーカーが設計
開発に参加していることを意味している。一方，植田（1995）では，「デザイン・イン」が
共同開発体制であることは藤本の見解と一致しているが，「デザイン・イン」が指す期間が
より長く，設計開発より前の先行開発にも行われていると示されている。さらに，植田（1995，
p.87）は，デザイン・イン以前の部品メーカーの独自開発（先取り研究・開発）の状況とそ
の意義についても考察すべきと強調している。 
デザイン・インにおいて完成車メーカーとサプライヤーはどのような開発チームを編成
するのかは，次章で組織の観点から改めて検討する。 
さらに遡って，基礎研究開発の段階から部品メーカーが関与することも指摘されている。
技術の進歩に伴い，開発に厖大な費用がかかるため，本当に中核的なごく一部の技術を除
き，それ以外の部分ではたとえ先端的な技術であっても，完成車メーカーと部品メーカー
が共同で開発せざるを得ないなど，協業の必要性が増している（具，2008）。近能（2008）
は，先端技術開発協業では不確実性が高い中，取引両者が互いに最先端の技術やノウハウ
を開示し合い共同目標に向かって努力する必要がある一方，両者の貢献度に応じて開発成
果の帰属の配分困難などの問題がある，そのため，長期継続的・協調的・緊密な関係にお
いて特定の相手との取引関係を更に一層緊密化し，それを軸に進めていく方が動きやすい
と指摘している。 
 以上，バラエティはあるものの，部品メーカーの能力向上と開発のより上流への参画が
対応していると考える研究である。しかし，これらとは別に，完成車メーカーの視点に立
った研究も存在する。つまり，完成車メーカーの開発戦略や調達政策が，サプライヤー・
システムの構造やパフォーマンスを左右するという観点である。 
武石（1999）は「承認図方式」が日本の自動車産業の優位性を支える仕組みであるが，
承認図方式が業界で広く普及すれば，競争上の手段として有効性は低下してしまうと指摘
している。また，承認図方式が普及している日本では同方式を採用しているだけでは競争
優位にはつながらないと指摘している。その状況においては，競争力強化のために製品開
発の戦略的アウトソーシングが一つの方法だと考えられている。つまり製品開発の一部を
外部の企業に任せることを通して，自社のコストとリスクを軽減し，得意分野への資源の
集中が可能となる。そして，得意分野の強化により企業の競争力の向上が実現される。た
だし，周囲には同じような狙いを持っている競争相手が常にひかえているため，特にアウ
トソーシングのパートナーが競争相手にも共用されている場合，完成車メーカーの総合力
が結果を左右することになる。総合的な前倒しの問題解決力，部品に関する知識レベルが
高く，組織内部の調整が上手な企業であれば，たとえ競合他社にアウトソーシング先が共
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用されても競争優位に立てるのであると武石が指摘している。一方，完成車メーカーは競
争優位を確保するために，サプライヤーとの開発協業は内部と外部の調整を加えるなら，
結果として品質向上に結び付くと示唆している。逆に言えば，サプライヤーが製品開発の
戦略的アウトソーシングの重要な担い手であることも示されている。 
佐伯（2011a）は管理の側面から委託開発の実態を考察し，プロジェクトによって委託先
の部品メーカーが関与する度合いの差があると解明している。日系完成車メーカーは傘下
の委託生産企業に製品開発機能の一部を移管し，自社の開発工数の不足を補ってきた。委
託生産企業として，委託生産だけ受ける企業もあれば，プロセスの上流である製品の委託
開発も引き受ける企業もある。ただし，佐伯は委託方式に関する二つのことを指摘してい
る。トヨタ自動車の事例を挙げると，一つは生産委託されたと言っても部品の設計図面に
は完成車メーカーが関与することである。もう一つはたとえ委託生産企業の完全自給部品
であっても，その設計を部品メーカーに発注する場合には，設計図面について委託生産企
業による承認だけではなく，トヨタ自動車を含む二重承認が求められることである。 
Mikkola（2003）は製品開発のアウトソーシングをきっかけに，サプライヤーと完成車メ
ーカー間の提携関係を一層緊密化させる効果があり，最適化の提案を作り出すことが期待
されると指摘している。Ragatz, Handfield,& Petersen（2002）は外部環境に不確実要素が多
い状況においてはサプライヤーに早期開発に関与させることによって不確実性のヘッジ，
開発期間短縮，コストダウンと品質向上の効果があると解明している。また Handfield,eds,
（1999）は有力なサプライヤーの早期関与が開発の効率向上に有効であると示している。 
車作りにおける開発の重要性が普遍的に認識されている。また，部品メーカーが開発に
おける重要な役割を果たしていることもしばしば研究されている。日本の研究には浅沼と
藤本の影響が強く，設計開発の関与を中心とする研究が多い。ただし，開発の諸段階に関
する研究には，「先行開発」を特定する研究がまだ少ない。しかし，実際には部品メーカー
が既に設計開発よりもっと遡って先行開発や基礎研究開発に関与している。その関与の実
態，つまり設計開発より上流段階に着目する研究をしなければ，開発システムに対する理
解が不十分である。本稿は先行開発段階における部品メーカーの関与はどのように取引に
影響を及ぼすのか，その実態及び意義を解明し，先行開発の重要な位置づけを示したい。 
(2) サプライヤー・システムにおける取引統治と企業間関係 
サプライヤー・システムは中間財システムの一種類として取引の構造を評価し，自動車
産業の例に完成車と部品メーカー間の関係を示す指標の一つだと見なすことができる。本
稿の分析枠組みはサプライヤー・システムにおける取引統治と，それによる企業間関係の
調整の仕組みである。そのため取引統治はどのように捉えられているのか，それを用いて
どの視角より企業間関係を分析するのかを整理することが重要である。 
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1) 取引統治とは 
取引統治とは，潜在的な対立が相互の利得を獲得する手段を消し去ったり覆したりする
恐れがある関係の中で，取引の秩序を確保する手段である（ウィリアムソン，1996，p.12）。
取引に複雑性や不確実性が存在し，取引主体が限定された合理性に制約され，機会主義の
誘惑を持つときには，市場によって相互の利益が実現するとは限らず，独自の仕組みが必
要とされるということである。そして Williamson（1979）は，複雑かつ特異的投資が必要
とされる取引は，関係的契約による統治されることを解明している。その標準化されてい
ない性質により，単なる市場統治に依存することが危険になる。したがって，特殊な統治
構造が必要なのであるが，そうした統治構造を維持するにはコストがかかる。ただし，そ
の繰り返しの性質により，特殊的な統治構造よりコストを回収することができるというも
のである。両者間の取引統治は，二者間の繰り返し行われる取引を統治するための機構で
あると示されている。 
浅沼（1994，1997）は Williamson（1979）を援用して，継続的取引を管理する契約的枠
組みとして「関係的契約」の概念を採用した。浅沼は自動車産業におけるメーカーとサプ
ライヤーの関係は，カスタム部品を必要とするために，少数の取引相手との継続的取引と
なり，かつサプライヤーには特殊的資産への投資が求められる取引となることに注目した。
関係的契約とは，「両当事者が関係を結ぶ諸目的と，極めて一般的な諸条項だけ規定し，将
来必要となる調整については，決定の機構及び手続きだけを定めるにとどめ，調整の具体
的内容は定めないでおく種類の契約」（浅沼, 1994，p.100）である。関係的契約は不完備と
ならざるを得ないために，その裏をかいた機会主義の危険性がある。機会主義を抑制して
効率的な取引を実現するためには，独自の取引統治が必要なのである。 
 浅沼はここまでは Williamson（1979）の枠組みに従いながら，「複合的関係契約」と「革
新的適応」という独自の観点を二つ付け加えた。まず「複合関係的契約」（浅沼，1994）と
いう観点である。完成車メーカーと部品メーカーは，部品の所与のモデルを一定期間納入
するだけではなく，次期モデルの納入も再び同じ部品メーカーが担当する場合もあるし，
現在供給している部品の他，新たな部品も供給する場合もある。つまり，複数の取引を関
係的契約で管理している状況である。浅沼（1994，p.104）はこのような複数な取引を管理
している契約を「複合関係的契約」と定義している。「複合関係的契約」とは，あるサプラ
イヤーとある中核企業との間に結ばれる，時間的にみて前後関係にある複数の，それぞれ
単純関係的契約で管理されている納入関係を，全体として管理している契約の枠組みであ
る。つまり，浅沼（1997）は完成車メーカーとサプライヤーの関係は部品をめぐる取引関
係というより，企業と企業の関係であるととらえたのである。 
次に「革新的適応」（浅沼，1997）という観点である。浅沼（1997）は，長期継続取引に
おいて中核企業とサプライヤーの利害が調整され，機会主義が抑制される仕組みに加えて，
コスト・品質パフォーマンスの向上が促される仕組みを解明しようとした。例えば，部品
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単価が決定された後でサプライヤーが合理化投資を行うと，「実際の加工費」と「査定され
た加工費」の差額が生じる（浅沼，1997，p.180）。完成車メーカーは，自社の短期的利益と
部品サプライヤーが企業体力をつけることから期待できる長期的利益を比較考量しながら，
部品単価引き下げ要求の幅を決める。また，サプライヤーが VE，VA 提案を行った場合，
完成車メーカーはその効果をすべて自らのものとせず，一部をサプライヤーに帰属させる。
完成車メーカーと部品メーカーが長期継続の取引関係において企業と運命を共有し，完成
車メーカーが「余剰」を独占しないことにより，この余剰が部品メーカーが合理化投資を
行うインセンティブとなるものである（浅沼，1997，p.180）。その一方，完成車メーカーに
要求されるノウハウの一つは，サプライヤーが絶えざる合理化の追求を通じて成長し，か
つ技術力を発展させることができることである。取引統治機構では取引が静態的な効率性
を達成するのみならず，設備や工程を革新して生産性を上げたり，製品を革新して新たな
需要を喚起したりする「革新的適応」のメカニズムを追求したのである。 
2) 浅沼論に対する批判 
一方，清（2002，pp.105-108）は，浅沼が議論している「契約制度の枠組み」に対して，
「果たして日本のカスタマーとサプライヤーとの関係において，契約の名に値する制度的
仕組みが存在していることを論証しているだろうか」と問題提起した。清は，日本のサプ
ライヤー・システムの特徴が契約の諸要素が取引のそれぞれの段階に分散されていると考
えている。日本のカスタマーとサプライヤー間においては，「基本取引契約」を軸に長期取
引関係が形成され，その内部で取引両者の経済的利害が調整される。サプライヤーは「基
本取引契約」によって企業として，つまり法人格として「人格的」にカスタマーとの関係
を規定されるのである（清，2002，p.108）。また，商品価格の設定方式も日本独特な方式に
なっている。日本の取引方式では，価格決定とサプライヤー選定が分離する結果，サプラ
イヤーの仕事はなかなか確定されず，常に新たな提起されるカスタマーの要請に対応して，
際限のない努力を求められることになる。 
清（1991）は欧米と日本の自動車産業におけるサプライヤー選定と価格設定の違いを検
討している。欧米における入札では価格とサプライヤーが同時に決定されるところ，日本
においてはまずサプライヤーが先行して決定される。そして，サプライヤー決定後に，サ
プライヤーの提案した図面と見積りを出発点に完成車メーカーとサプライヤーが原価低減
活動を行い，最終的に当初見積もりよりもはるかに低い量産価格が決定される。清（1991）
は，この原価低減活動によって競争力が確保できることを明らかにし，サプライヤーが設
計図面を作成することの意義のみを過大評価する浅沼を批判している。 
また清（1991）は，日本式利益率管理がいかにサプライヤーの成長に還元されるのかの
仕組みと意義を検討している。完成車メーカーはサプライヤーの経営に介入してコストを
把握しようとし，原価低減活動によってコストを下げることを通して納入価格をも引き下
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げ，自らの利益を実現するとともにサプライヤーが成長できるように利益を管理している。
人格的管理まで徹底している日本企業同士だからこそ，このような原価低減活動を実現で
きるわけである。ただし，現実にこのような関係を貫徹させているのはトヨタ自動車に限
られるとも指摘している。 
植田（2000a）は，浅沼が取引図面で描いているサプライヤー・システムにおいて，承認
図方式に含まれる曖昧性が見落とされていると指摘している。承認図方式において設計，
開発の費用は量産の際の製品単価と別に支払われるのではなく，製品単価に曖昧なまま組
み込まれている。また，承認図の所有権が不明確であることも指摘している。 
そういった曖昧なサプライヤー・システムは 1980 年代の日本の自動車産業の強みとみ
なされていた。当時日本のサプライヤー・システムの強みを支えていた条件は三つである
と植田（2004）が示している。第一は，日本の高度成長期以降 90 年代初めまで，基本的に
は日本経済は右肩上がり成長の時代であり，その元で高度成長に規範化した長期継続的な
取引を前提とした取引関係を行うことができた点である。第二は，発注企業側のサプライ
ヤーに対する管理という側面，或いは発注側のイニシアティブが重要な役割を果たしてき
たという点である。そして第三に，日本の製造業の生産が「フルセット型」或いは「国内
完結型」と言われるように，国内で材料，設備，部品，加工，組立などを一貫して生産す
るスタイルをとっていたことである。前述の状況においては，曖昧な日本のサプライヤ ・ー
システムは長期継続的な取引が規範化され，長期的な関係のもとで調整が行われていたた
め，直接問題化することは少なかった。むしろ，両者にとって「曖昧さ」が残っている方
が，仕事が柔軟かつスピーディに対応できた面があったと植田（2004）が指摘している。
しかしながら完成車メーカーが海外に進出した場合のように，条件が変われば，その曖昧
さが通用しなくなる問題が現れる。例えば，植田（2004，p.92）では，承認図所有の曖昧さ
が取り上げられている。その図面を海外に転用する場合，完成車メーカーが部品メーカー
の日本で作成している図面の性格を承認図から貸与図に変更したという事例もある（植田，
2004，p.197）。完成車メーカーの調達政策によって図面性格が左右されることは，本稿分
析視角の一つとして取り上げ，詳細は分析視角の部分で説明する。 
植田（2004）は浅沼（1997）が提示した契約の枠組みについて，その枠組みが成立させ
る前提条件を差し置いていると批判している。完成車メーカーと部品メーカー間のリスク
シェアと利潤極大化できるような均衡は，長期的な関係と右肩上がり的経済成長という特
殊な状況に依拠しないと成立しなくなる。つまり一旦条件が変化すると，取引関係も影響
されるだろうと言える。 
近能（2006）は，まず新車開発リードタイムの短縮と自動車メーカーの開発負担の急増
という二つの背景により，先行開発の重要度が増し，完成車メーカーと部品メーカー間の
協業関係が一層深化するとしている。そして，その関係の解明は製品開発に留まらず，そ
の前の段階に当たる「先行開発」を取り上げて考察すべきと指摘している。特に重要なの
 19 
は，仮にサプライヤーが先端技術開発で完成車メーカーと協業して部品を開発した場合で
あっても，設計図の所有方式で見る限りでは，多くの場合，単なる承認図方式に分類され
てしまうということである。近能（2007a，p.162）は，先端技術開発分野の協業を扱うため
には，貸与図方式か承認図方式かという区分では分類の網の目が粗すぎると指摘している。 
(3) 日系部品メーカーの海外進出 
日系部品メーカーの海外事業はビジネスにおける重要な構成の一部である。海外進出に
つれて，生産システムの移転をはじめ，現地対応の必要性に応じて開発機能まで現地に移
転する場合がある。また，海外進出すると，既存の日系完成車メーカーの他，現地の完成
車メーカーと取引するという変化も出てくる。それらの状況に応じて，取引の仕方の変容
を明らかにする必要性がある。 
1) 進出による機能の移転 
日本車の海外生産の場合，最初に部品を輸出して完成車メーカーを現地で組立てること
から始め，徐々に部品も現地生産に切り替えるのは一般的であるが，規模の拡大と共に，
生産だけでは対応しきれなくなり，より複雑な現地対応を求められることになる。そうな
ると，生産システムの海外移転だけではなく，技術支援，設計，現地開発などの機能を順
次に現地移転する必要性が生じてくる。 
日系完成車メーカーの海外進出については多く検討されている中，日系完成車メーカー
の部品現地供給の要請に応じて日系部品メーカーが随伴進出することも研究でよく取り上
げられている。完成車メーカーと比べると，日系部品メーカーを研究対象とする先行研究
は多くない。ただ，日系部品メーカーの海外経営戦略と生産システムの海外移転に関する
研究はいくつかある（高山，1997；大鹿，2006；池田，2003；山崎，2004 等）。なお，清
（2011）は進出先での製品開発現地化とそれに伴う諸問題を解明している。清（2011，p.26）
は現地化のプロセスが進化する順序に七つに分けている。①現地におけるデザイン開発，
テストコース設置など，②現地生産の開始，図面の現地化，部品調達率の向上，③設備の
現地化，次第に日本設備開発から現地での設備開発へ，④人的現地化，開発・購買・生産
技術・生産管理・品質，⑤試験研究・テスト・評価の現地化，設備投資，⑥現地でモデル
開発，開発部隊の拡大，⑦現地でのプラットフォーム開発。北米に進出している日系の製
品開発現地化の現状としては②③④が進められ，⑤に突入しつつあるものである。清（2011）
は，製品開発は決して独立したプロセスではなく，生産技術及び量産に緊密に関わってい
ることを示している。以上のように，現地開発において求められる設計・開発と生産技術・
工場のコラボレーションというものは，実際海外で構築することが非常に困難である事情
を指摘している。 
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金（2015）は日系部品メーカーの海外拠点の製品開発機能を軸に，製品開発の現地化の
形成要因を解明している。金は日系部品メーカー，デンソーの海外拠点における開発分業
の形態，海外拠点設立の経緯と製品の性質の関係性を考察している。そして，デンソーの
製品開発戦略を，標準志向製品の開発を本社に集中させ，カスタム志向製品の開発を海外
拠点に分散させるというものだと捉えている。また，製品開発機能形成に影響する要因を，
①製品特性（カスタム志向・標準志向），②市場特性（成長・成熟），③競争構造（流動的・
安定的），④顧客特性（既存・新規）と四つに分けている。これらの要因の中で，開発機能
形成に影響を与えるのは④顧客特性のみであるという結論を導いている。即ち，地場完成
車メーカーなど現地の新規顧客の存在と，それに対する販売拡大努力が日系部品メーカー
の海外拠点における開発機能の形成を促進させる原因となるという結論である。逆に言え
ば，現地顧客への販売拡大という動機と目的を持たない限り，海外開発機能は発展しない
とも言える。 
2) 取引相手の変化 
進出先によっては，本国の既存取引相手以外に，取引拡大する必要性が出てくる。新規
ビジネスを取ろうとすると，新たな相手と取引することになる。日系部品メーカーが進出
先で取引相手が変わる場合どう影響されるのかを整理したい。 
天野（2005）は，中国に進出している日系部品メーカー小糸製作所が現地生産能力の拡
充と技術移転に取組み，生産管理システムだけではなく，金型製作と設計の現地化まで実
現していることを明らかにしている。このように本格的な現地化を行う理由は，日系完成
車メーカーへの供給を越え，他国系の完成車メーカーとの取引にも成功しているからであ
る。 
赤羽, 土屋, 井上（2018）は，アジアローカル企業の能力を評価して，アジアでは「コア
技術」を持つエクセレントサプライヤーが存在していることを明らかにした。また，新宅
（2016）は，アジア進出している日系 Tier1 部品メーカーがそのような二次サプライヤー
と，以前から日本で取引している現地に進出してきた日本の二次サプライヤーを使い分け
て活用することにより，コストダウンを実現させることが「深層の現地化」の意義である
と論じている。 
清（2016）は日系 Tier1 部品メーカーが地域によって販売先の比率が大きく違うと指摘
している。例えば，北米と中国においては日系完成車メーカー向けの比率が高いが，欧州
では比率が少なく，外国企業相手の事業が中心であることが解明されている（清，2016，
p.37）。また，現地生産の内容に立ち入った指標をみると，現地調達率が高く，いわゆる深
層現調化が急速に進んでいることが示されている（清，2016，p.39）。他方，海外進出して
いる中小日系部品メーカーは，コスト削減のための海外進出という性格が強くなっている
 21 
（清，2016，p.121）。つまり日系部品メーカーが海外進出したのにもかかわらず，少数の地
域以外では，取引相手がまだ日系に限るという実態が示されている。 
清（2017）は，2010 年代に日系一次サプライヤーの圧倒的な投資と生産の拡大は「深層
現調化」をその実態において支えていたと指摘している。日系一次サプライヤーの現地事
業拡大に伴い，日本と違う海外での新たな「日系系列」関係が形成されている。新たな「日
系系列」というのは，現地では日系サプライヤーが従来の日本における系列関係を越え，
日系同士が設備投資を行った工程について互いに仕事を依頼し，その企業間で形成されて
いる新しい取引関係のことである（清，2017，pp.35-37）。深層現調化を形成する要因は「日
本的生産方式」には分業の前提になる「協業」の在り方であると清（2017，pp.48-49）に指
摘されている。「協業」というのは，日系企業間の意思統一，企業目標や生産目標の共有な
ど市場での契約以上の遥かに密接な関係のことを指す。協業によって取引の高効率を保ち，
安定した部品供給が実現できたのである。この安定的な取引関係を維持する結果，現地で
は新たな「日系系列」の形成が促されている。清の研究は日本のサプライヤー・システム
が優れていることを解明している一方，そのシステムは日系以外の取引相手に転用するこ
とが困難であることも示している。 
3) 取引の仕方の変容 
他国系の完成車メーカーと取引する際，日本の慣行が全て適用され，理解されることは
困難である。Helper（1991）は米国と日本のサプライヤー・システムが異なり，問題が発生
する際に，日系部品メーカーが取引を継続しながら問題を解決する「Voice」性格である反
面，米国の部品メーカーは取引を停止する「Exit」性格であると指摘している。また，日本
と米国における完成車メーカーと部品メーカー間の信頼関係の度合いも異なる。概して言
えば，日系の信頼度が米系より高いという結論である（Helper&Sako，1998）。 
そうなると，日系企業が海外進出する際に，日本と異なる現地の状況に合わせて，何ら
かの調整が行われなければならないと考えられる。MacDuffie &Helper （1997）はホンダ方
式の北米移転について考察し，その難しさを際立たせている。ノウハウの移転には完成車
メーカーと部品メーカー間の高度信頼とハイモチベーションが土台になっているが，それ
らが北米において日本と同様に存在するとは限らない。ホンダの立場からすれば，ノウハ
ウの移転にはサプライヤーによる特殊的資産への投資，長期的なコミットメントが必要で
ある。そして，法的保証付きの長期契約を締結しないことで，サプライヤーに継続的に学
習させる手段を確保しようとする。しかし，北米のサプライヤー候補の立場からすると，
一定のリターンを保証されない限りホンダ専用の投資を行うことは高リスクを伴い，しか
もサプライヤーにとって取引先がホンダの他，米系取引先も存在するため，その投資を行
う必要性も必ずしも大きくない。MacDuffie &Helper（1997）は，この相克を乗り越えるた
めにホンダがどのような独自の努力をしなければならなかったかを論じている。 
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安保・板垣等（1991）は，日本的な経営・生産システムに対して，国境を越える移転を
評価した結果，日本的な「方式」の持ち込みが簡単ではなく，更に制度や仕組みを「方式」
として移転しても，必ずしも日本でのように機能しないという重要な側面を解明している。
日本企業の米国工場は，一方でその最も得意とする経営・生産システムの優位性を最大限
持ち込もうとしながら（「適用」の側面），他方で現地の様々な環境条件に適応するために
そのシステムの修正を迫られる（「適応」の側面）というディレンマに直面することになっ
た。その「適用」「適応」理論を踏まえ，出水（2007）はホンダ中国事業の立ち上げに相当
する事業化段階，少量生産から大量生産に移行する過程での量産化段階に着目して，既存
ノウハウの移転に主点を置き，ホンダ中国における生産組立工場を評価する結果，日本の
生産システムを中国へ移転しようとしたが，一部しか受けとめられなかったという結論を
得た。 
植田（2000b）は現地生産がサプライヤー・システムに及ぼす影響を描いた。完成車メー
カーが海外生産を行い，サプライヤーが進出していない場合，サプライヤーが国内で承認
図方式によって開発した部品を，ローカル部品メーカーに発注することになる。その際に
問題が生じ得る。第一に，その図面にはサプライヤーのノウハウや技術が含まれているが，
その所有権は曖昧なため，完成車メーカーの使用権はどの範囲まで認められるのか，明確
ではない場合がある。第二に，承認図を作成したのは日本のサプライヤーであり，そのサ
プライヤーが保持しておきたい事項が全て設計図面に表されているわけではないため，た
とえその承認図図面を海外のローカル部品メーカーに提示したとしても，ブラック・ボッ
クス化された部分を詳細仕様まで再現することが困難である。第三に，日本の図面は日本
の生産技術・生産設備を前提とするものであり，海外に移転するとたとえ労働コストが日
本より低くなっても，全体の製造コストが日本より高くなる場合もある。植田（2000b）は，
これらの問題を解消するための方法も三つ示している。第一に，日本で部品を開発，設計，
生産しているサプライヤーが随伴進出するか，同じ部品を供給すること，第二に，現地サ
プライヤーの生産技術・設備に適合する仕様と生産方法を取るようにすること，第三に，
現地仕様の新モデル開発の際に現地サプライヤーと共同開発を行うことである。 
(4) 先行研究への評価と本稿への示唆 
完成車メーカーと部品メーカー間の製品開発の協業がますます上流へ進む趨勢におい
ては，設計開発より上流である先行開発も研究視野に入れる取引関係を検討すべきと考え
る。しかし，今までの研究は製品設計及びその以降の量産における統治の在り方に偏り，
先行開発に着目する研究が少ない。先行開発を検討せず，設計段階に限る取引図面方式だ
けでサプライヤー・システムを評価すると，サプライヤー・システムの本質の一部が見落
されると考える。当然「取引図面方式」を用いて，部品メーカーの能力を評価すると，「取
引図面」が包括する開発範囲は設計開発までであるため，その評価も不十分である。先行
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研究では検討不十分な部分を踏まえ，先行開発をめぐってサプライヤー・システムを再検
討するのは意義があると考える。 
独立の法的人格を持つ一対の経済主体の間で長期間継続的に営まれる取引は，それを統
治するために取引統治機構が必要とされる。Williamson と浅沼が提唱した取引統治機構論
は，取引両者間の利害を調整し機会主義を抑制する仕組みであり，企業自身の成長及び競
争力が高い製品を生み出すメカニズムを解明できる枠組みである。本稿はこの枠組みを継
承する。それに，清と植田が発展させた契約や図面や単価など取引統治機能を議論する際
に留意すべき点も加える。よって，本稿は初めての試みとして先行開発をめぐる取引統治
について検討したい。 
一方，先行研究に検討されたように，日本のサプライヤー・システムの海外への移転が
非常に困難である。取引相手の変化などは取引に大きい影響を及ぼすと考える。とくに開
発をめぐる取引関係が，日系完成車メーカーと海外の部品サプライヤー，また日系部品サ
プライヤーと海外完成車メーカーとの間で取り結ばれる際に，日本国内あるいは日系同士
のそれがどのように変化しているかについては，ほとんど研究されていない。本稿は海外
における先行開発をめぐる取引統治を解明することによって現地開発機能の意義を一層深
めることができると考える。 
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４ 本稿の課題・分析視角・研究方法 
(1) 本稿の課題と分析視角 
1) 本稿の課題 
 
図 1－6：サプライヤーが車の開発・生産に関与するイメージ図 
注 1）：特定モデルの開発以前に，基礎研究と応用研究が行われている（藤本，2001，pp.166-
168）。 
注 2）：工程エンジニアリングの中には，量産向けた生産工程の最終チェックである「パ
イロットラン」（量産試作）が含まれている（藤本，2001，p.171）。 
出所：藤本＆クラーク（1993）と藤本（2001）より筆者作成。 
 
先行研究の検討を踏まえ，本稿の研究課題を二つ設定しておきたい。一つは，日系部品
メーカーが海外の完成車メーカーの開発にどこまで関与しているか。とくに先行開発への
関与を中心に，日系部品メーカーの先行開発への関与の実態と意義を明らかにする。サプ
ライヤーは車の初期の基礎研究開発から最後の量産まで，全てのプロセスになんらかの形
で関与しているイメージは，図 1－6 で示す。完成車メーカーのフローチャート図は，藤本
＆クラーク（1993）と藤本（2001）の記述により筆者が作成したものである。藤本＆クラ
ーク（1993）によれば，新車開発はコンセプトの創出，製品プランニング，製品エンジニ
アリング，工程エンジニアリングという四つの製品開発活動のプロセスより構成されてい
る。また，藤本（2001）によれば，新車開発に直結するプロセスと並行に先行開発という
開発活動が別に行われている。先行開発は，時期としては製品プランニングとほぼ同時期
に実施される。なお，このフローチャートが全体の流れを示すものであり，各プロセスに
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要する期間の長さは表現されていないことに注意しておきたい。部品メーカーが完成車メ
ーカーの各プロセスに関与するイメージのフローチャートは，本章第三節（1）2）に検討
された先行研究により筆者が作成するものである。 
先行研究はまだ部品メーカーが設計開発にどう関与するか，それに関する図面方式に基
づくサプライヤーを評価することに留まっており，サプライヤー・システムに対する理解
が不十分である。実際上，設計開発は開発全体における一部であり，それより早期に，先
行開発段階においても部品メーカーが深く関与し，車作りの知恵を提供している。サプラ
イヤー・システムの研究には先行開発についての検討が不可欠である。本稿は部品メーカ
ーが先行開発へ関与する実態と，先行開発を通して最終産物（量産）の品質向上・コスト
削減への影響を分析する。それに，先行開発の重要な位置づけを示し，サプライヤー・シ
ステムにおける先行開発に関する取引統治機構のあり方を検討する。 
次に，日系部品メーカーによる海外完成車メーカーの先行開発への関与をめぐる取引関
係はどのように統治されているかを解明する。日本における取引統治は長期利益志向の取
引両者が曖昧な契約条件においても，互いに機会主義行動を起こさず，常に利害調整を行
う仕組みとなっている。しかし，先行研究に指摘される通り，その取引慣行は一旦条件が
変化すると，通用が難しい。本稿は取引統治機構の海外での変容を示し，理論の応用性を
発展させる。 
2) 分析視角 
二つの課題を事例研究で検討する。事例研究対象は日系最大手の部品メーカー，デンソ
ーである。第一の課題については，実態調査に基づく事例研究を行う。必要な分析対象は
開発能力が高く，グローバル拠点を持つ日系部品メーカーである。本稿の研究対象デンソ
ーは日本一の規模と高い技術力を保有し，本研究に極めて好適な分析対象企業と言えるだ
ろう。とくに第二の課題を考慮した場合，日系部品メーカーを特定の一社に固定したうえ
で，複数国・地域の完成車メーカーを相手とした取引を分析することが望ましい。特定一
社ならば，取引相手の完成車メーカーが変化しても，部品メーカー側の開発能力は変わら
ないと想定できる。本稿が着目する先行開発段階へ関与できる能力は，設計開発能力以上
の水準が求められ，企業がその先行開発に関与できる能力を持つかどうかは最初に問われ
る。また，たとえ企業は先行開発ができる能力を持つとしても，企業の専門分野によって
関与の仕方などが大きく異なる。先行開発能力を持つ部品メーカーが特定一社に固定すれ
ば，専攻分野など企業による変数を考慮する必要がない。こうして，日系部品メーカー側
の条件を固定したうえで複数の完成車メーカーとの取引を比較分析することにより，完成
車メーカーが異なる場合の変化を適切に取り出しやすくなる。 
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第二の課題について，先行開発をめぐる取引統治の考察は表 1－3 で示す縦の四つの分
析視角より行う。そして，デンソーの取引相手である完成車メーカーが横軸に並び，完成
車メーカーによって取引統治の差異も一目瞭然になることが期待される。 
表 1－3：先行開発をめぐる取引統治の分析視角 
          
完成車メーカー  
 
分析視角 
 
日本 VW 
現代自動車
グループ 
中国地場
系完成車
メーカー 
➀ 
完成車メーカーの開発能力と
先行開発の実施方法  
    
② 契約枠組みの独自性      
③ 取引志向 
デンソー     
完成車メーカー      
④ 
開発プロセスの統合性と契約
による利害調整のバランス  
    
出所：筆者作成。 
 
第一に，完成車メーカーの開発能力に規定された先行開発の実施方法である。完成車メ
ーカーは取引の主導権を握る立場であり，完成車メーカー自身の開発能力によって先行開
発を自社で行うか，外注するかという大きく二つに分けられる。それに応じて，当然部品
メーカーがその先行開発へ関与する形態も左右される。この二つの要素はどう関連してい
るかを比較する。  
第二に，契約の枠組みの独自性を示す。部品メーカーと完成車メーカーの間の契約の枠
組みは，部品の効率的な開発を促すとともに，両者の利害関係を調整し，機会主義的行動
を防ぐ役割を果たさねばならない。原型としての日本の部品取引についての詳細検討は次
章で行うが，その特徴を先取りに言えば，日本の部品取引は基本取引契約を中心とした企
業と企業の関係によって行われており，長期継続性と完成車メーカーに優位な交渉力を前
提としている。これらの特徴が他の国・地域でそのまま適用可能であるとは考えにくい。
海外では新たな取引関係を構築することより，各契約枠組みに規定される内容と取引期間
はどのようになっているかを検討する必要がある。 
第三に，取引志向について，デンソーと完成車メーカーそれぞれを確認する。取引主体
である企業の志向によって取引統治の方向性がかわるからである。 
第四に，開発プロセスの統合性を保つ必要性と，契約による取引参加者間の利害を調整
する必要性をどのように両立させているかである。自動車のアーキテクチャはインテグラ
ル型である。しかも，自動車の構造自体が高度に統合されているだけでなく，開発プロセ
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スにおいても，先行開発，設計開発，量産の間で情報の一貫性を保持する必要性が高いと
思われる。その一貫性を保持するわかりやすい手段として，同一サプライヤーが先行開発
から量産まで担当することが一つの合理的な選択となる。しかし，他方において，先行開
発，設計開発，量産はそれぞれ異なるタスクであり，特定のサプライヤー一社に指定して
しまうとモラル・ハザードのリスクが発生する。開発プロセスの統合性を確保することと，
モラル・ハザードを防いで取引参加者間の利害を調整することの間に相反するところがあ
るため，両者をバランスよく確保する統治が必要である。それはどう調整されているのか
を解明する。 
(2) 研究方法 
本稿は事例研究の手法を取り，日系最大手の部品メーカーデンソーと Volkswagen（以下
VW と略称する），現代自動車グループ，中国の地場自動車企業との取引関係を比較分析す
る。 
デンソーは元々トヨタ系列のサプライヤーであったが，トヨタから独立し，グローバル
展開によってグローバル完成車メーカーと取引関係を持っている（デンソー編，2000）。デ
ンソーの海外進出の事例は多数研究されている（Hettinger&Tooley，1998；Whitney，1993；
Ali&Saker，1997；金，2015）。本稿の前節第三項では日系部品メーカーの海外進出につい
て開発機能の現地移転などの諸問題を検討しているが，本稿の着目点は海外進出の現地化
論ではなく，開発機能に関わる先行開発段階をめぐる取引である。海外の完成車メーカー
との取引関係を焦点にするため，考察視点を海外市場に置かなければならないが，考察重
点は部品メーカー側の現地化の程度による変化ではなく，取引相手の変化による関係とす
る。そのため，日本での取引関係を原型として，同一の日系部品メーカーと海外諸国の完
成車メーカーとの取引を複数事例により比較分析する。この分析手法を用いる意義は，同
じ部品メーカーを用いれば，地域と取引相手が異なることにより，取引慣行が異なること，
及びその地域の特殊性も明確に示せることである。そして，取引統治の普遍性とその変容
のあり方を解明することも期待される。そのため，本稿では，各国の拠点名を記さずに「デ
ンソー」という場合，本社と海外拠点を包括した呼称として用いている。 
日本国内で乗用車生産を行っているのは，日系完成車メーカーだけである。日系部品メ
ーカーと海外完成車メーカーとの取引関係を考察しようとすると，考察範囲を日本以外で
定めなければならない。日系同士の取引を鮮明に比較するために，本稿はヨーロッパの VW，
韓国の現代自動車グループと中国地場系という三つの海外完成車メーカーを選定する。事
例選定の限界性があるものの，それぞれ選定する意義がある。まずはデンソー対ドイツ VW
の事例については，冒頭で記述したように，ヨーロッパでは厳しい規制対応するために最
新技術が求められていることが挙げられる。新技術・新製品の開発は完成車メーカーだけ
では負えなくなり，そこにサプライヤーの協業が必要になってきている。一方，日系部品
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メーカーにとって，日系完成車メーカーへの依存度が最も低い地域であるヨーロッパでは，
事業の安定と成長を図るために，欧州系完成車メーカーとの取引拡大の取り組みがより重
要な点である。本稿はデンソーの取引相手としてヨーロッパ最大手の完成車メーカーVW
を用いることが，日系部品メーカーと技術力対等な完成車メーカーとの先行開発の事例と
して意義があると考える。 
次に，デンソーと現代自動車グループの事例についてであるが，日系完成車メーカーが
韓国から撤退した後，当時随伴進出した日系部品メーカーだけが残された。生き残るため
に日系部品メーカーは韓国の完成車メーカーと取引せざるを得なくなった。一方，近年現
代自動車グループは後発完成車メーカーとして急成長が注目されているが，技術開発，製
品開発面での未熟さも指摘されている。現代自動車グループは成長とグローバル化のため
に，日系を含む外資系部品メーカーを必要としているのである。デンソーはグローバル展
開のための大手顧客として現代自動車グループを必要とし，現代自動車グループもまた急
速なグローバル展開のためにデンソーを必要としている。なお，現代自動車グループは VW
と異なり，技術能力に関してはまだ学習が必要な段階に位置している。学習中の現代自動
車グループとの取引統治のあり方を示すのは意義がある。 
また，デンソーと中国地場系の事例はヨーロッパと韓国と異なっている。近年中国市場
が世界一の規模であると注目されているが，中国市場で販売されているモデルを見ればグ
ローバルフォローソーシングのモデルが高い市場シェアを占め，中国オリジナルのモデル
がまだ少ない。このような環境において中国デンソーの取引も例外ではなくフォローソー
シングがメインとなっている。しかし，将来フォローソーシング以外の事業の重要性も増
す。それは中国の独自のモデル開発の需要が広がっているからである。中国における独特
な取引形態を解明するために，フォローソーシングならその特殊性が示しづらいと思われ
る。逆に現在規模が大きくないが，独自モデルを開発する需要がある地場系との取引は，
その特殊性を示しやすく，研究対象として適合していると言える。 
本稿は四章に分かれ，本章以降，第二章が取引統治の原型である日本における取引関係，
第三章がデンソーと VW，現代自動車グループ，中国地場系の先行開発への関与をめぐる
取引統治の事例研究，第四章が事例の総括と結論という全体構成である。本研究の内容は
主にインタビュー調査で入手した一次資料と，公表されている二次資料に依拠する。事例
は全て筆者の聞き取り調査より作成されている。デンソーの欧州事業展開に関しては，2015
年 2 月に質問票調査と 2015 年 3 月にデンソードイツ（DNDE）でインタビューを行った。
また，全社的見地からの見解や日本の状況を確認するため，2015 年 7 月にデンソー本社
（DNJP）でインタビューを行った。デンソーの韓国事業については，2016 年 5 月にデン
ソー東京支店でデンソー韓国勤務の方に対するインタビューと，同年 10 月にデンソー韓
国（DIKR）でインタビューを行った。デンソーの中国事業については，2013 年と 2017 年
にデンソー中国拠点で 3 回，2013 年にデンソー本社で 1 回，2017 年 8 月に質問票調査 1
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回，合わせて 5 回行ったインタビュー調査の内容に依拠している（表 1－4）。インタビュ
ー以外の資料を引用する部分には，一つずつ注記を加える。デンソー本社と海外三拠点の
会社概況は表 1－5 にまとめる。 
表 1－4：デンソーインタビューと質問調査記録一覧表 
 日付順 インタビュー先 国名 取材の対象者 
➀ 2013 年 8月 DNJP 日本 部長 1人 
② 2013 年 9月 DICH 中国 副総経理１人，部長 2人 
③ 2015 年 2月 DNDE ドイツ 部長 2人 
④ 2015 年 3月 DNDE ドイツ 部長 2人，課長 1 人 
⑤ 2015 年 7月 DNJP 日本 部長 1人，主任 1 人 
⑥ 2016 年 5月 DNJP 日本 課長 2人 
⑦ 2016 年 10 月 DIKR 韓国 理事長 1人 
⑧ 2017 年 7月 DICH 中国 主任 1人 
⑨ 2017 年 8月 DICH 中国 部長 1人 
⑩ 2017 年 9月 DICH 中国 副総経理 1 人 
出所：筆者作成。 
 
表 1－5：研究対象デンソー本社と海外三拠点の会社概況 
 設立 従業員数 主要機能 
DNJP8 1949 年 45,304 人（2019 年 3 月 31 日現在） 全般 
DNDE9 1984 年 672 人（2018 年 3 月 31 日現在） 販売，R&D 
DIKR10 1948 年 2198 人（2018 年 3 月 31 日現在） 生産，販売，R&D 
DICH11 1987 年 16,000 人（記載なし） 製造 
出所：DNJP，DNDE，DIKR と DICH のホームページの記載情報より筆者作成。 
 
なお，本稿，著者がすでに発表した王（2016），王（2017），王（2018）に基づいている
が，内容・構成とも大幅に修正を行っている。 
II 日本における自動車開発をめぐる部品メーカーと完成車メーカー間の取
引関係 
 本章は日本における取引関係を整理し，第三章における海外進出の複数事例を検討する
土台としたい。本研究は日系部品メーカーの海外における取引関係を検討するものである
                                               
8 DNJP ホームページ：https://www.denso.com/jp/ja/about-us/facts-and-figures/による（2019 年
6 月 14 日閲覧）。 
9 DNDE ホームページ：https://www.denso.com/de/en/about-us/company-information/dnde/によ
る（2019 年 6 月 14 日閲覧）。 
10 DIKR ホームページ：https://www.denso.com/kr/en/about-us/company-
information/densokorea/による（2019 年 6 月 14 日閲覧）。 
11 DICH ホームページ：https://www.denso.com/cn/zh/about-us/at-a-glance/による（2019 年 6 月
14 日閲覧）。 
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ものの，最初に原型である日本での取引関係を理解する必要がある。そのために本章では
日本の車作りにおける部品メーカーと完成車メーカー間の取引関係を，主に先行研究の成
果に基づいて整理する。考察対象は日系完成車メーカーと大手 Tier1 部品メーカーに限り，
開発から量産に至る各段階に行われる取引関係の特徴をめぐって検討する。日本のサプラ
イヤー・システムに関する研究は多く，サプライヤーの性質や規模によって取引関係も大
きく違うことが解明されている。本稿第三章の事例を鮮明に解説するために，本章では原
型である日本のサプライヤー・システムを用意する。そのため，後述に必要な比較要素を
先行研究より抽出し，日本のサプライヤー・システムという原型を立てる。 
１ 長期継続取引の土台としての基本取引契約 
日本の自動車産業におけるサプライヤー・システムは，特定少数のサプライヤーと完成
車メーカー間で長期継続的かつ協調的な取引関係を維持し，高度な信頼関係に基づいて緊
密な情報交換や調整を行う仕組みである。しかし，その長期継続的関係は独自の特徴を持
っている。 
乗用車のモデルライフは一般的に 4 年間12であり，最初に新しいモデルの各部品とその
サプライヤーはその期間中に定まり，同様に部品価格もその期間内に定まる。モデル存続
期間中に設計変更，マイナーチェンジなども行う。しかし，日本における完成車メーカー
と部品メーカーの関係は，この 4 年間の取引という意味で長期継続的なのではない。それ
を超えた長期にわたるものであって，その土台となるのが基本取引契約である13。 
基本取引契約は「継続的取引の基本となる契約」（印紙税法）である（藤本，2001，p.146）。
基本取引契約は（浅沼，1997，p.200）完成車メーカーと部品メーカーが取引関係に入ろう
とする時に交わされる契約である。通常この契約は 1 年有効期間であるが，どちらかの側
が異議を申し立てない限り，自動的に更新される。従って「契約期間」と「取引期間」は
異なっており，後者の方がはるかに長い（藤本, 2001, p.147）。 
基本取引契約は，全体としての契約的枠組みを把握するための有用な手がかりを与える
という機能を有していると浅沼（1997，p.200）が指摘している。基本取引契約上には価格
に関することは書かれていないが，取引両者が守るべき事項が記載されている。例として
は，月間生産予定表が実質個別契約の扱いになるという意味の記述がある。完成車メーカ
                                               
12 モデルライフの期間について DNJP の認識は 4 年間である（2013 年 8 月インタビューによ
る）。藤本隆宏＆クラーク（1993）の調査結果によれば，1980 年代日本車のモデルライフの平均
は 5 年足らず，アメリカ車は 8 年，ヨーロッパは 10 年以上になっている（藤本隆宏＆クラーク，
1993，p.121）。ただし，近年開発期間は短縮化の方向に向かっている。藤本（2001，p.190）で
は，自動車のフルモデルチェンジで企画から発売まで 3－5 年であると示されている。まとめて本
稿は自動車のモデルライフ期間が 4 年と用いる。 
13 研究者により，この名称は「基本契約」（藤本，2001），「基本取引契約」（浅沼，1997），
「取引基本契約」（清，2002）と使用されている。統一性を保つために，本稿には「基本取引契
約」に統一させていただく。 
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ー側が発注した月間生産予定の台数をサプライヤーが同意すると，この個別契約が成立す
ることになる。なお，個別契約に該当する月間生産予定表の台数については，たとえサプ
ライヤーが同意した後でも，完成車メーカーがその台数を微調整することが可能であると
いう内容も，基本取引契約書には記載されている。つまり，全体の契約的枠組みにおいて，
個々の取引はその都度調整してから確定することだけが定められている。当然，月間生産
予定表には，台数が記載されているだけであり，部品価格は書かれていない。そして，基
本取引契約には，価格再交渉の機会が定期的に設けられることも述べられている。つまり，
一定期間においては，取引の状況によって，互いに調整する機会が設けられているのであ
る。 
基本取引契約に近いものとして，国際的には「覚書」も存在している。しかし，覚書と
違って，当事者同士の非対称な関係が規定されるのが日本の自動車産業における基本取引
契約の特徴である（清，2002，p.108）。基本取引契約書には，実際引き渡される商品の具
体的事情を一切抜きにして，「品質保証」，「納期遵守」，「コスト削減」が求められ，「不良
品を納入しないこと」，「納期を遵守すること」などの何の限定もない項目が規定されてい
る。言い換えれば，サプライヤーが完成車メーカーに対する「無限定の忠誠」を求められ
ている。浅沼（1997）は，日本の取引関係には利害調整のメカニズムとサプライヤーへの
インセンティブが存在していると指摘しているが，契約の枠組みのところから不平等が存
在しているのである。基本取引契約書には，サプライヤーの義務と，サプライヤーがこの
義務を履行しなかった場合に，完成車メーカーが課すことのできるペナルティに関する契
約上の取り決めが明示的にされている。浅沼（1997，p.254）によれば，「基本取引契約」
の中には，部品メーカー側の納入遅延による損失が生じる場合，完成車メーカーは金銭的
補償を要求できることと書かれている。また，品質に関する部品メーカーの義務を厳しく
規定されている。例えば，品質保証期間内に部品に品質欠陥があった場合，完成車メーカ
ーは全ての納入部品に対して補償を要求できることも述べられている。 
不平等な「基本取引契約」を基礎としているにもかかわらず，なぜ日本のサプライヤー・
システムは成り立ち，しかも機能しているのか。それは取引が長期に継続するという条件
の下では，完成車メーカーのみならず部品メーカーにも，基本取引契約を土台とした関係
にコミットする動機があるからである（植田，2004；川端，2017）。植田（2004，pp.92-93）
は日系完成車メーカーと部品メーカーの取引関係では，スポットの繰り返しではなく，長
期継続性を前提としているため，個々の問題を長期的に調整していこうとする傾向が強か
ったと評価している。具体的に言えば，その調整は一回の単価決定のプロセスで行ってい
るのではなく，長期的な関係の中で調整されている。それは右肩上がりの成長を前提にし
て，長期的関係性が高い状態では，一回一回の単価で明確な調整が行われなくても問題を
先延ばしにして，長期的な関係の中で解消することが可能になるからである（植田，2004，
p.77；川端，2017，p.30）。浅沼（1997，pp.181-184）も，原価低減提案の実績を積むにし
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たがって，サプライヤーが高く評価され，将来の受注の優先順位が高くなり，結果として
長期利益に繋がることなど，サプライヤーにとっての利益の中に，長期継続取引を前提と
して生じるものがあることを認めている。 
基本取引契約を締結して，日系部品メーカーは一旦完成車メーカーのサプライヤー体制
に入ると，完成車メーカーより諸多の管理と評価を受けなければならない。また，完成車
メーカーの側も，有力なサプライヤーとは長期継続取引を前提として，これを支援・育成
する姿勢が必要になる。和田（1991，p.22）は 1970 年代のトヨタサプライヤー・システム
について研究し，当時のトヨタにおいては「永続的な取引」理念がサプライヤーとの取引
を簡単には停止ができない状況を作り出しており，一次サプライヤーの数を制限するよう
に働き，結果的にトヨタとサプライヤー間に階層的企業間関係が形成されていると解明し
ている。 
基本取引契約を基礎とする長期継続的な関係においては，完成車メーカーが管理・評価
する対象が，取引自体ではなくなり，サプライヤーそのものになる。完成車メーカーは，
サプライヤーが自らのサプライヤーとしてふさわしいかを，企業として評価するのである
（清，2002）。自動車のモデル存続期間は見方にもよるが一般的に 4 年間14だと思われる。
しかし，日本のサプライヤー・システムで長期継続取引が行われるというのは，そうした
数年にわたる取引を行うという意味ではなく，完成車メーカーが求める能力を備えた，そ
の完成車メーカーの要求にふさわしいサプライヤーになるという意味なのである。これが，
浅沼（1997）が複合関係的契約と呼び，川端（2017）がメンバーシップによる取引と呼ん
だものである。 
以上から，日本の自動車部品サプライヤー・システムにおける，基本取引契約を基礎と
する長期継続取引は，二つの独自の特徴を持つと言える。第一に，完成車メーカーとサプ
ライヤーの関係は非対称であり，完成車メーカーが優位に立ち，サプライヤーは完成車メ
ーカーに奉仕するものである。第二に，完成車メーカーと部品メーカーの関係は，特定の
取引を長期にわたって行うものではなく，企業と企業が長期に取引する関係だということ
である。以上の二つの特徴から，完成車メーカーがサプライヤーを企業として丸ごと評価
し，管理する行動が理解できる。サプライヤーは，長期継続的な関係の下で，完成車メー
カーに評価されることによって利益を得ようとするのである。 
「基本取引契約」の締結は部品メーカーが親企業に取引口座を開設する条件であり，日
本ではこれがなくては取引が開始されない（清，2002，p.108）。しかし，「基本取引契約」
による企業間取引関係の成立は，現実には日本国内または海外事業展開している日系企業
同士に限られている。つまり，この取引慣行は海外に全く通用しないと報告されている（清，
                                               
14 注記 12 と同じ。 
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2002，p.109 事例 1）。この点を，先行開発への関与という具体的なプロセスを通して検証
するのが本稿の課題である。 
基本取引契約は具体的な事情を規定せず，一般的義務を課すようになっている。そのた
め，完成車メーカーの優位や企業と企業の関係は，より具体的な局面で具体的に表れてく
る。川端（2017）は「基本取引契約書」が代表する日本のサプライヤー・システムの特徴
である曖昧さを指摘し，その他サプライヤー選択と価格決定が分離していることと，承認
図方式における開発と製造の未分化もその曖昧さを表現している。これらは，以下で説明
する。 
２ 車作りの各プロセスにおける取引関係 
(1) R&D にサプライヤーが関与している状況 
狭義における研究開発（Research and Development）は，科学的な原理や原則，材料の
探求やその属性・性質の究明などサイエンスに近い基礎研究段階（R）と，基礎研究の成果
を応用に商品化の可能性を探求し，要素技術の開発を行う先行技術開発段階，実際に市場
投入を目指す製品開発段階（D）に分けられる（藤本，2001）。長期継続取引関係では，各
系列の完成車メーカーと部品メーカーが各段階において緊密な交流と技術提携を行ってい
る。開発過程の最上流に遡ると，垂直系列化と協働的研究開発システム（具，2008）や先
端技術開発協業（近能，2007a；近能，2008）などが行われている。 
技術が急速に発展している現今，サプライヤーからの技術提携，先端技術開発への関与
がますます重要になってくる。先端技術開発段階から協業体制を成功裏に組んだのはトヨ
タである。トヨタは品質とコストを源流から作りこんでいるため，源流から問題を早期に
発見・解決することが重要であり，そこは部品メーカーと先行開発段階で協力し合い，品
質やコスト面での問題を早い段階から解決できている（藤本，1997）。 
トヨタの R&D 体制は垂直統合化と協働的企業間のシステムとなっている。基礎研究が豊
田中央研究所，先行研究が東富士研究所，製品開発がトヨタ自動車テクニカルセンターと
グループ外のサプライヤーを担う体制となっている（具，2008）。 
日系完成車メーカーとサプライヤー間の先端技術開発で分野での協業が拡大しつつあ
る。近年の「システム化」と「モジュール化」が急速に進展している状況においては，完
成車メーカーは真に中核的な技術を除き，それ以外の部分ではたとえ先端的技術であって
もサプライヤーと共同で開発せざるを得なくなっている。この事情は完成車メーカーと部
品メーカー間の取引関係にも多大な影響を与えている。先端技術開発分野で協業に参加で
きるサプライヤーは，自社が担う部品に関して高度な知識やノウハウを有している企業に
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限られている。そうしたサプライヤーに関してはこれまで以上に主要顧客との取引関係の
緊密度が増している（近能，2007a）。 
また，特許の考察によれば，技術知の移転及び蓄積は，特許を所有する技術者の企
業と企業間の往還運動によって実現されている（赤間，2014）。そのメカニズムは最初に
部品メーカーが単願で技術知を蓄積し，次に完成車メーカーは部品メーカーが単願で蓄え
てきた発明の質と量を勘案・選択して共願を行い，最終的にその技術知を完成車メーカー
が用いることであると指摘されている。つまり，電動化・電子化という新たな局面におい
て，単願による技術の蓄積した上，単願を集積して共願に変換し，更にその共願を完成車
メーカー側に転用される事例も存在していると言える。 
(2) 製品計画・先行開発における取引関係  
1) 先行開発への関与を念頭に置いたサプライヤーの先取り研究・開発 
製品計画・先行開発段階というのは，製品の「基本設計」段階である。この段階におい
ては，新製品が発揮すべき機能を定めるという意味での「機能設計」と，ラフな「構造設
計」が含まれる（藤本，2001，p.170）。「先行開発」は藤本（2006）によれば，実務上製品
計画承認の前に行われる開発活動のことを指す。先行開発部門の役割は，研究部門から出
てきた要素技術を，製品に搭載可能な形にまで精製して車両開発部門に受け渡すことだと
も言える。上流で蓄積される基礎の技術・開発はこの段階から応用・実用化される。先行
開発は，実務上製品計画承認の前に行われる開発活動であり，車の性能を決定する段階だ
と言われている。藤本＆クラーク(1993)によれば，日本では，部品メーカーと完成車メー
カーとのコミュニケーションは製品開発のプロセスの早い段階で取られている。部品メー
カーを効果的に関与させ，特に承認図方式をうまく使いこなすためには，フォーマルな組
織や契約といったもの以上のものが要求されていることは藤本＆クラーク（1993，p.193）
が解明している。例えば，日本の完成車メーカーと部品メーカーの実務レベル同士が毎日
連絡を取り合っていることが分かる。また，部品メーカーエンジニアが完成車メーカーの
社内で作業する，「ゲストエンジニア」という形式で参加することもあれば，両サイトのエ
ンジニアがプロジェクト・チームを組んで，共同作業を行うこともある（藤本＆クラーク，
1993，p.193）。 
日本の部品メーカーは，完成車メーカーの研究開発動向を先取りして，自社で研究・開
発を行い，積極的に完成車メーカーの先行開発へ関与しようと努力している（植田，1995）。
先取研究・開発への取組みは部品メーカーにとって重要な意義があると植田（1995，pp.104-
107）が指摘している。一つは，中・長期的な課題に基づいて将来的な製品開発を進めてい
くと共に，製品開発に伴う問題を予め先行して推進させることである。実際の製品開発で
は先取り研究・開発で蓄積された技術のオルタナティブから選択して活用することができ
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るので，製品開発期間の短縮に貢献している。もう一つは成果を蓄積することが自動車メ
ーカーからの受注競争の有利な条件になることである。先取り研究・開発は，完成車メー
カーの開発プロセスとの関連では，具体的な車種の製品開発が進められる前の段階である
要素技術，共有技術などが検討される基礎開発のレベルと強い関係を持っている。特定の
車種開発に伴う製品開発は，部品メーカーの製品開発・設計部門で対応していくことにな
る。なお，先取り研究・開発を生かして，完成車メーカーの先行開発へ関与できれば，将
来に向けて開発課題としての効率性が高められることも考えられる。部品メーカーの研究・
開発は，限られた経営資源の中で行わなければならないため，その効率性が常に問題とな
る。つまり，部品メーカーの先取り研究・開発の成果が完成車メーカーのニーズにどれだ
け適合するのかが問われる。この効率性を高めるためには，現在及び将来の完成車メーカ
ーのニーズを的確に捉えることが必要になる。そのために，部品メーカーは，完成車メー
カーの先行開発へ関与することにより，完成車メーカーが製品開発・設計の早い段階で技
術問題を処理できるようにするとともに，その成果を自社の研究開発部門へフィードバッ
クし，次世代車開発に向けた先取り研究・開発を行っている。このようにすることで，次
世代車開発に向けた先取り研究・開発の課題への実効性を高められる。 
2) 特定少数のサプライヤーによる先行開発への参加 
先行開発へ関与する部品メーカーは特定技術を持ち，かつ長期取引相手のサプライヤー
である。藤本（2001，pp.140-142）によれば，試作サプライヤーは部品メーカーのプレゼ
ンテーションに基づき，製品企画・計画段階で決定されるが，実質的には試作サプライヤ
ーがそのまま量産サプライヤーになるのが普通である。つまり，この段階において既に量
産サプライヤーが選定されている。ただし，最終的に量産部品の発注先が決定するのは，
量産試作の段階に入ってからである。正式の契約締結は量産試作の後である。このような
プロセスにおいては，試作サプライヤーは量産サプライヤーとしての最終決定がされなく
ても，実質上試作から量産までサプライヤーとしての資格が担保されており，量産サプラ
イヤーになる見込みが分かる。こうした確保された量産までの取引関係においては，取引
両者は，開発の全過程で緊密なコミュニケーションを保ちながら，部品試作，量産価格を
見積もり，設計変更，部品量産試作などを通じて量産向けて努力していくと解明されてい
る。豊田（2003）も同様の見解である。試作を担当するサプライヤーが事実上に量産サプ
ライヤーとして決定される。途中でサプライヤーを変更させられる可能性がないと言い切
れないが，サプライヤーの変更に伴うスイッチングコストが高いため，試作段階で重大な
ミスを起こさない限り，または有力な競争相手が現れない限り，試作サプライヤーがその
まま量産サプライヤーになると指摘されている（豊田，2003，p.31）。ただし，この段階に
おいては，たとえ量産サプライヤーとして決定されても，供給部品の価格に関する最終合
意に至っているわけではない。 
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特定少数で先行開発を行うのは一般的な慣行とされている。一つ挙げられる理由は先行
開発には巨額な開発がかかり，先取り研究・開発の成果を蓄積している部品メーカーと提
携すれば，開発の効率性が高まることが期待できるということがある。植田（1995，p.104）
によれば，成果を蓄積することが完成車メーカーからの受注競争の有利条件となる。先取
り研究・開発による新しい技術，ニーズに適合した技術を完成車メーカーに常に提案して
いき，自動車開発のできるだけ早い段階で採用されることが部品メーカーにとって受注を
獲得する上での重要な条件になっている。一方，部品メーカーは先行開発への関与により，
製品開発・設計の早い段階での技術問題の処理を可能にし，完成車メーカーのニーズに適
合する開発へ貢献できる。従って，完成車メーカーの先行開発へ関与したサプライヤーが，
設計開発・量産においてもサプライヤーとして選ばれる確度が高くなるのである（植田，
1995，pp.104-105.）。 
3) 先行開発費の回収と開発成果の所属問題 
先行開発段階のみ単独に抽出して考察すると，この段階で発生する開発費と開発成果を
検討する研究が殆ど見当たらない。デンソー本社での聞取り調査によれば15，先行開発に
ついて独自の契約が結ばれているわけではなく，その報酬を得られない場合が多い。実際
は，先行開発にかかった人件費の部分を全体にかかった労務費の中に薄め，量産のコスト
全体に入ってくるようにして回収している 。また共同開発については，かかった費用を互
いに持ち，その成果も互いに使えるようにするのが一般的である。完成車メーカーが他の
部品メーカーに使わせる，あるいはその成果を用いて内製にする場合，またはサプライヤ
ーが他の顧客にこの成果を用いた製品を売る場合，予め共同開発のパートナーの了解を得
なければならない。 
 特にどの段階の開発費のことかが特定されていないが，植田（2004，p.93）によれば，
日本における多くの企業では，サプライヤーの開発に対して，基本的には製造費とは別に
独自の費用として計算し，支払うという慣行がなかった。サプライヤー側は，量産が行わ
れて以降の製造費に開発費を含めて請求し，発注側はそれを承知で支払うという形で処理
していた。また，個々の取引，個々のモデルにおける取引では貢献が全て支払われる保証
はないが，サプライヤーが将来の受注拡大を期待して奉仕している場合もあると植田（2004，
p.73）が指摘している。また，近能（2017，pp.182-183）は，完成車メーカーの先行開発
協業に参加したり，先行開発において完成車メーカーから見た重要度が増したりするだけ
では，必ずしも財務的成果向上に有利だとは言えない（むしろ不利な可能性がある）と指
摘している。そのような結果になる理由としては，単に先行開発プロジェクトをこなすだ
けでは開発費が持ち出しになるということが挙げられる。その後に共同開発先の完成車メ
                                               
15 この段落の内容は筆者が 2015 年 7 月 DNJP での聞き取り調査の内容である。 
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ーカーへの部品納入が拡大したり，或いは他の完成車メーカーへの部品拡販が実現するこ
とによって初めて開発費の回収が可能となるという解釈である。つまり，開発費回収に関
する点についは，植田（1995）も近能（2017）も部品メーカーがプロジェクトを関与する
時点で開発費を回収するのではなく，量産後の部品納入や次回以後を含む取引の長期継続
で初めて回収するようになるという認識で一致していると言えるだろう。 
(3) 製品エンジニアリング・工程エンジニアリングにおける取引関係 
1) 完成車メーカーの RFQ16と部品メーカーの見積もり 
製品エンジニアリングとは製品計画，つまり自動車の外観スタイリングが固まり，経営
上層部によって承認された後，新製品の詳細設計・試作・実験のサイクルに入ることを指
す。この段階においては，性能や耐久性や衝突安全性などを検証するため，数十台の試作
車が作られるので，莫大な開発投資が必要となる。また，製品計画段階で設定された諸目
標が達成されるまで，そうした設計・試作・実験のサイクルが繰り返される。よって，こ
の段階においては，製品開発のための出費が急速に膨らむ。工程エンジニアリングは製品
設計通りの製品の商業生産を可能とするために工程・設備・治工具などを設計・製作・試
験する活動である（藤本，2001, pp.170-171）。 
この段階の初めに完成車メーカーから RFQ をソーシングする。RFQ 図面は日本完成車メ
ーカーでは欧米と比較して薄く，開発予定のモデルの基本仕様やライフサイクルなどが記
載されるものとなっている（豊田，2003，p.31）。通常日系部品メーカーは RFQ に基づいて
見積もりを作成し，技術プレゼンテーションを行い，評価してもらう。見積もりの根拠と
なるコスト構造の資料，部品表，仕様，作成の条件，設計図などを添付し，完成車メーカ
ーに提出する。この時点での価格は見積もりに記載されたスペックや数量をもとにしたも
のであり，「標準価格」と呼ばれる。その水準は，完成車メーカーによるターゲットプライ
スよりもはるかに高いが，それは試作段階や量産段階での変更に伴って改定されていくの
である（清，1991，p.52；豊田，2003，p.32）。原価低減の仕組みは次項で説明する。 
ところで，前述したように，日本の試作サプライヤー選定は製品エンジニアリング前の
製品計画・先行開発段階で行われ，決定された試作サプライヤーが実質量産サプライヤー
になる。それに対して，欧米系完成車メーカーがこの段階で量産サプライヤーを選定する
こととなる。豊田（2003，pp.32-33）によれば，この段階においては，完成車メーカーの
RFQ に対して，部品メーカーが見積りを提出する。そして，完成車メーカーはサプライヤ
ーから提出された見積りやプレゼンテーションを元に評価を行い，量産サプライヤーを選
定するやり方である。なお，欧米型取引においてサプライヤーの選定は各段階で行われる
                                               
16 Request for quotation の略称。見積の基準となる数量，量産までの開発期間，試作などの日程を
記したもの。 
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こととなると豊田（2003）が指摘している。ここでこのことに触れておく目的は，次章で
検討される海外の完成車メーカーがサプライヤーを選定するプロセスとの違いを確認する
ことである。 
2) 原価低減活動（VE）と承認図方式の曖昧性 
本項の冒頭で記述されたように，この段階においては新製品の詳細設計・試作・実験な
ど行われる。浅沼（1997，p.187）によれば，完成車メーカーが大まかな仕様を提示し，そ
の仕様に適合するような部品をサプライヤー側が開発する。「大まかな仕様」というのは，
藤本（2001，p.141，図 12.10）では，完成車メーカー側の「試作図の出図」に該当すると
推考される。完成車メーカーはその図面を提出させて検討し，承認を与えることを部品発
注の前提条件としている。しかし，図面は一度提出されて，それで承認されるようなもの
ではない。部品メーカーは約 2年間の製品・工程エンジニアリングの間に ，完成車メーカ
ーの設計部門とサプライヤーとが協力しながら，図面や仕様書を作成する。そのような連
携は，コンカレント・エンジニアリングまたは原価低減活動と呼ばれている（佐伯，2011b，
p.99）。量産開始以前の原価低減活動を VE，量産開始以後のそれを VA として区別する呼称
もある。 
この段階においては，完成車メーカーと日系部品メーカーが量産向けに仕様を作りこん
でいくため，決定される仕様が増えていく傾向がある。このやり方を具体的に言えば，コ
ンカレント・エンジニアリングで決めた仕様やスペックなどは，部品メーカーがその都度
に図面化し，出図する，次にその図面を完成車メーカーに提示し，承認をもらい，「承認図」
になる，そして，日系部品メーカーは「承認図」に基づいて部品の設計変更を行うという
ものである。 
このように作成される承認図には完成車メーカーと部品メーカー両者の知恵が作りこ
まれている。しかもどの部分が完成車メーカー側に担当されたのか，どの部分が部品メー
カー側に担当されたのか，識別されず曖昧に一体化になっている。そして，図面の所有も
曖昧になっている（植田，2000a；川端，2017）。曖昧な方式でもサプライヤー・システム
が成立する理由として，植田（2000a，pp.11-12）は以下の三点を指摘している。一点目は
製品開発・設計に対する費用は，個々の製品単価では明確にはならないが，その積み上げ
であるサプライヤーから発注者への総売上額の中には結局含まれることになるということ
である。二点目は技術に関する情報については発注側と部品メーカー側で常に緊張的な関
係にあるものの，部品メーカー側が安定的に発注側の要請に応える限り，発注側としては
全て把握する必要性は必ずしもない。三点目は所有権も，部品メーカーが特定の発注側と
の間でしかその図面や図面に含まれるノウハウを使用せず，また取引自体が安定的に発展
している限り特に問題にならない。 
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日本においてはサプライヤーの選択と価格決定が分離しており（清, 1991, p.51)，これ
は川端（2017）によってサプライヤー・システムの曖昧さの一つと評価されている。前項
にも提起されていたが，完成車メーカーの多面評価を経って，最終的にはサプライヤー１
社が指定されるが，価格は量産の直前に決定されるプロセスとなる。清（1991，pp.51-53）
によれば，完成車メーカーは製品企画段階で新モデルのターゲットプライスを設定する。
設定される価格水準はターゲットコストとして個別部品に分解し，それを部品のターゲッ
トプライスとしてサプライヤーに提示する。そして，部品メーカーは発注スペックに応じ
て価格見積もりを提示する。ただし，その見積もりはターゲットを上回ることが一般的で
ある。ターゲットと見積もりのギャップを解消するために，発注スペックに基づき具体的
な設計作業が開始され，完成車メーカーと部品メーカーが原価低減活動（VE）を行い，最
終価格に向け取り組む。そして，設計変更と同時に，「単価決定通知書」で新たな価格が取
り決められる。ここで決められる単価は，原価低減活動の結果として，完成車メーカーの
ターゲットプライスに近づけられる（清，1991）。 
3) 原価低減活動（VE）における利害調整と機会主義の抑制 
 原価低減活動においては，サプライヤーの部品生産コストを下げることによって完成車
メーカーの購入価格も下げるという手法がとられる。しかし，サプライヤーの決定と部品
価格の決定を分離すれば，完成車メーカーとサプライヤー双方に機会主義的行動の余地が
大きくなる。従って，利害調整と機会主義抑制のしくみが必要となる。これを可能にする
のは，完成車メーカーの厳しい管理であり，かつそれが長期継続的な関係を前提として，
すなわち部品メーカーの成長も考慮した形で行われることである。具体的にはターゲット・
プライスが実現できるように部品の生産コストを下げ，それによって利益を確保し，これ
を完成車メーカーと部品メーカーに配分することである（清，1991）。完成車メーカーはサ
プライヤー企業に担当者を派遣し，設計・製造の全工程をチェックし，コスト削減ために
「指導」を行い，サプライヤー企業における継続的な改善と原価低減活動，またサプライ
ヤー企業の価格水準と利益率をコントロールしたり，サプライヤーの経営権への支配・介
入することまで行っている（清，2002，p.111）。 
このような支配は日本における完成車優位の長期継続取引の上に成り立っていると言
えよう。また，実際上買い手側が限られていることから買い手寡占的な状況だとも言える。
ただし，買い手寡占的な状況だからと言って，完成車メーカーが常にサプライヤーに対し
抑圧的な態度を示すものではなく，成長を前提とした長期的な関係において，互いに協力
的な関係を維持しようという行動に出る（植田，2000a，p.20）。原価低減の利益は，一部
は部品メーカーが得て，一部は品質向上や納入価格の低減という形で完成車が得るように
取引慣行が編成されている。また，ごくわずかの存在ではあるが，完成車メーカーが図面
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の細部を把握していない場合，完成車メーカーのコスト解析の圧力に対抗して部品ブラッ
クボックス化を可能にするサプライヤーもある。（清, 2002，p.118）。 
(4) 量産における取引関係 
1) 原価低減活動（VA）と年次値引き制度 
 開発期間の終点として，生産開始を取ることが多いが，商品の市場導入が製品開発の最
終目的だという観点からすれば，発売の時点を開発終了とみるのが妥当である（藤本，2001，
p.192）。つまり，量産試作（パイロットラン）や生産の立ち上がり期は開発期間，それよ
り後を量産期間に含めるべきであろう。 
量産では個々の取引に「個別契約」が存在している。個別契約には品番，品目，数量，
納期などを特定した個別の注文のことが書かれている。発注者が「注文書」を発行，受注
者が「注文請け書」で受諾することが成立する（藤本，2001，p.146）。日系部品メーカー
と完成車メーカーの間においては，モデルの存続期間はサプライヤーを変更しないという
慣行が存在している（浅沼，1997）。その上で，量産開始時に選択されたサプライヤーとの
間で，量産立上げの後も継続的に原価低減活動が行われる。量産品に対しても，仕様の改
善や，加工・組立の方法の変更などに着実に取り組んでいる。実際上，日系部品メーカー
と日系完成車メーカーとの取引においては，量産後にも設計変更がよく起きている。 
日系部品メーカーが関与した原価低減活動は大きく二つのパターンがある17。一つは，
日系部品メーカーと完成車メーカーが共同取組で実現できた改善の成果である。それに関
しては，日系部品メーカーが関与した改善成果が認められている。インセンティブを与え
る形式は必ずしも定められていないが，成果を折半するのが標準的なやり方である。もう
一つは，日系部品メーカーが自ら努力し，品質保証をすることを前提に，より安価に供給
できる Tier2 部品メーカーを見つけた場合である。その構成部品が日系部品メーカー自社
評価を行い，元の部品と同じく機能すれば，完成車メーカーに設計変更書と品質保証書を
提出し，承認をもらって設計変更を行う。その際は，設計変更により製造単価が下がるこ
とが明らかになったとしても，日系部品メーカーに一定の期間内に元の単価のままの納入
が認められ，その後値下げをすることになる18 。このようなインセンティブの仕組みによ
り，完成車メーカーはサプライヤーに対して原価低減を行うよう動機付けている。 
 また，年次値引き制度も存在している。完成車メーカーがサプライヤーの原価低減によ
って実現した値下げ額，及び当初単価が決められる時に前提されていた条件に生じた変化
の影響などを評価し，双方交渉によって最終の値引き率を決める（浅沼，1997，p.179） 
                                               
17 この段落の内容の一部は筆者が 2015 年 7 月に DNJP への聞き取り調査の内容になる。 
18 このやり方は DNJP における聞き取り調査に基づくが，浅沼（1997，p.182）の見解とも一致す
る。 
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2) 次期モデルにおける取引 
浅沼（1997，p.256）によれば，同じサプライヤーが同じ銘柄の車の次期モデルについて
も，同じ種類の部品の注文を受けるという保証はない。新しいモデルの開発プロセスが始
まる時には，常に特定の種類の部品の供給を行いうる能力を持つサプライヤー間の競争が
前面に出てくる。従って，現行モデルを供給している期間において，量産供給により高い
評価を得られると，次のビジネスにもつながる可能性が高まる。そして，次期モデルにつ
いても部品サプライヤーは先取研究・開発につとめ，開発の早い段階から参画しようと努
力するのである。 
３ 小括 
日本における完成車メーカーと部品メーカー間の取引は，長期継続取引，少数サプライ
ヤー間の能力構築競争と，まとめて任せるという三つの特徴があり，それらは日本のサプ
ライヤー・システムの競争優位を支えている要素であると藤本（2001，p.160）が提示して
いる。「基本取引契約」はこのサプライヤー・システムを支える重要な基盤となる。基本取
引契約を土台に成り立っている取引関係は長期継続的，曖昧かつ非対称的の性格がある。
部品メーカーが一旦サプライヤーとして選ばれれば，重大なミスがない限り長期継続的取
引する傾向があり，この長期継続取引関係においては，完成車メーカーと部品メーカーが
各段階において緊密な交流と技術提携が順調に進むことが保証されている。日本のサプラ
イヤー・システムに一貫している曖昧さは，基本取引契約，サプライヤー選定と価格の分
離，承認図方式における開発と製造の未分化などで示されている（川端，2017）。その曖昧
さにおいては，取引双方が長期取引志向を持ち，柔軟に調整しながら，双方の利益をもた
らしている。非対称の関係においては完成車メーカーが優位に立つが，完成車メーカーの
管理の下にあることはサプライヤーにとって長期的に利益を獲得できると同時に，企業の
成長が見込まれるため，サプライヤーはシステム内で取引を続けるのである。また，企業
と企業の関係といえば，企業が法人格なのに「人格的」にカスタマーとの関係を規定され，
完成車メーカーはサプライヤーが開発・生産した個々の部品ではなく，サプライヤーを企
業として評価する。総じてみれば，これらの特殊条件を前提にして，部品メーカーによる
開発から量産に至る全段階での協力が担保されている。その上で，取引両者が高品質かつ
競争力がある車を作りこむ目標に向かい，互いに利害調整する。そのことで，長期的に見
れば取引双方の経済的に利害の一致が達成されるのである。 
また，日本のサプライヤー・システムの高度の統合性について指摘しておきたい。自動
車のアーキテクチャはインテグラル型であり，その開発プロセスにも統合性が求められる
（藤本＆クラーク，1993）。統合度が高いというのは，先行開発，設計開発，量産の間で情
報が正確に，かつ迅速に流れ，必要な調整が行われているという意味である。その指標と
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して，先行開発から量産までの契約の区切りなく同一サプライヤーに発注しているかどう
かを考察できる。それは多数の研究（具，2008；近能，2007a；藤本，2001；清，1991；豊
田，2003等）が解明しているように，基礎研究・開発段階ないし製品計画・先行開発段階
から早期に関与する部品メーカーが，そのまま量産サプライヤーとして選ばれることが一
般的であると認識されている。よって，日本のサプライヤー・システムが高度統合型であ
るために，自動車のインテグラル型設計思想に適合していると指摘したい。一方，サプラ
イヤー・システムが高度統合されると，利害調整も必要とされる。それは前述した日本の
自動車産業における曖昧な制度において，個々の問題を長期的に調整していこうとする傾
向，長期継続的関係における原価低減活動などで成り立っていると考える。 
 
図 2－1：日系完成車メーカーとサプライヤーの取引イメージ図 
注：日系完成車メーカー側のフローチャートは図 1－6を基に作成されている。 
出所：本節検討された諸先行研究により筆者作成。 
 
原型である日本の取引のイメージは図 2－1 のように描いた。日系部品メーカーが海外
に進出する際に，日系以外の完成車メーカーと取引すると，原型である日本のサプライヤ
ー・システムは，現地に適応するために，どのように変形するのか。その解明は次章の事
例で検討する。次章は部品メーカーが先行開発へ関与する実態を重点に，先行開発をめぐ
る一連のプロセスにおける現地適応のための調整の仕組みを検討する。 
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III 先行開発への関与をめぐる取引統治の事例研究 
１ はじめに 
 日系部品メーカーは車作りの様々な分野に参画し，先行開発にも関与する。その取り組
みは部品メーカーの競争力を一層高め，収益も向上させている。このような趨勢は日本に
限らず，国際的にも同様である。本章の目的は，海外における先行開発をめぐる取引統治
のあり方を明らかにすることである。この解明に当たって，日系部品メーカーが日系完成
車メーカー以外の海外の取引相手の先行開発へ関与する実態を検討する。本章はデンソー
一社の海外三拠点の事例を取り上げる。取引統治の海外の変容を示すために，取引両者の
一者を固定すれば，その変容は片方一者の変数による変化であると特定できると考えるか
らである。それに，第一章第三節に記述したように，デンソーは世界初の技術や製品を数
多く生み出している開発力が高く，世界中多数の拠点を持つ日系部品メーカーであって，
本稿の事例研究にきわめて好適な分析対象企業であると言える。 
デンソーは世界の 30 以上の国と地域で事業を展開しており，15 万人以上の社員が，営
業・設計・生産等あらゆる部門で現地のカーメーカーやサプライヤーとともに，その地域
に適した製品づくりを行っている。2016 年現在，デンソーグループの連結売上高は 4 兆
5,271 億円であり，日本最大手の自動車部品メーカーである19。 本章では，第一節はドイ
ツでデンソーと VW，第二節はデンソーと現代自動車グループ，第三節は中国におけるデン
ソーと地場系完成車メーカー，其々の取引を分析することで，先行開発の重要な位置づけ
を示し，海外で変容する取引統治機構はどのように相互の利害関係をコントロールしてい
るかを探る。 
２ デンソードイツ拠点と VW との取引 
(1) 研究背景 
本節では，デンソーのドイツ拠点と VW との取引の事例を取り上げる。欧州の自動車市場
は歴史が長く，新しい技術が多く生み出される地域であり，世界中で極めて重要な市場だ
と見なされている（青木，2011）。特にドイツでは，ドイツ系の VW，ベンツ，BMW などのほ
かに，アメリカ系のフォードと GM も拠点を有している。各完成車メーカーの生産機能が東
欧に移行していくという分業化のトレンドにおいても，ドイツが研究開発機能の事業拠点
                                               
19 デンソーホームページ：https://www.denso.com/jp/ja/about-us/at-a-glance/による（2019 年 5
月 19 日閲覧）。 
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として更なる発展を遂げようとしている（細矢，2006）。また，完成車メーカーのみならず，
例えば Bosch や Continental AG などのようなドイツ系の部品メーカーも歴史的に技術的
に世界の上位である。一方，日系完成車メーカーと部品メーカーの欧州進出は遅れており，
欧州市場における日系完成車メーカーのシェアは 15％弱にとどまっている 。そのような
中でも，日系として唯一デンソーが，欧州市場における売上高上位 20 社の部品メーカーに
ランクインしているのである20 。このため，同社の事例は日系部品メーカーによる欧州進
出の先駆的な例として価値があると考えられる。 
(2) デンソードイツ拠点の概要 
デンソードイツ拠点の正式名称は，DENSO AUTOMOTIVE Deutschland GmbH であり，略称
DNDE である。以降は DNDE を用いる。 
1984 年にドイツ南部のミュンヘンに設立されたデンソーは現在，ミュンヘン北部の工業
地帯エーヒングとアーヘン近くのヴェークベルクに主要拠点を持っている。それ以外に，
デンソーは，ヴォルフスブルク，ラインフェルデン-エヒターディンゲン（シュトゥットガ
ルトの近く），メルフェルデン-ヴァルドルフ（フランクフルトの近く），ケルンに多数の販
売拠点もある。 
2003 年に，エーヒングにカーエアコンのテスト施設が開設され，それによって車両に搭
載されるエアコンの性能を評価することが可能となった。施設には，気候室，部品や車両
用の無響室，部品試験台，最先端の風洞などの設備がある。試作品は社内で製造され，車
両およびコンポーネントの準備作業は現地で行うことも可能である。エーヒングはデンソ
ーのヨーロッパ材料試験所でもあり，ヨーロッパのテクニカルリサーチチームの拠点でも
ある。 
2005 年には，ヴェークベルクに立地するアーヘン・エンジニアリング・センタ （ーAEC）
が，パワートレイン開発，特にディーゼル燃料噴射及び排気ガス後処理システムの開発を
担当するために開設された。 
2010 年以来，このセンターは，ECU のハードウェア及びソフトウェア開発，並びに電気
自動車及びハイブリッド車用のコンポーネントの開発にも取り組んできた。 AEC は設備を
広く活用させるために建てられた施設であり，そこにトランジェントエンジンテストベッ
ド，排出ガステスト用のシャシーダイナモメーター，コモンレールポンプやインジェクタ
ーテスト用のテストベンチなどの設備を整えている。 
2015 年に，エーヒングとヴェークベルクに新しく拡張された施設が開設された21。 
                                               
20 DNDE へインタビューの時，入手した資料による。 
21 デンソードイツホームページ：https://www.denso.com/de/en/about-us/company-
information/dnde/による（2019 年 5 月 10 日閲覧）。 
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(3) 先行開発への関与 
VW にとって開発に必要な特殊的な技術を，その技術を開発する能力を持つ特定のサプラ
イヤーと，どのように開発を進めていくのだろうか。DNDE と VW との取引においては，ま
ず，VW は DNDE と先行開発に関する単独契約を結ぶ。それは量産と関係なく，DNDE を先行
開発のサプライヤーとして採用し，開発費を支払う契約である。つまり，DNDE が VW の先
行開発に対する関与は，完結した独自の契約の取引関係である。VWは先行開発の成果物（図
面ないし仕様書）を買い取るため，それらの所有権を持ち，量産に当たっては DNDE 以外の
サプライヤーにも自由に使わせることができる。次に，VW は先行開発した仕様をベースに，
RFQ 図面を起草する。その図面には部品の詳細仕様も記載されているため，量産図面でも
あり，数百ページにも及ぶものである。そして，RFQ 図面を完成した後，VWは量産に向け
て数社の部品メーカーにソーシングし，部品メーカーがそれに基づいて競争入札を行う。
VW の発注台数が多いため，一般的にはサプライヤーが二社或いは二社以上を選定する。競
争入札により，サプライヤー，各サプライヤーへ割り当てる発注台数，量産価格が決定さ
れる。RFQ 以降の段階では仕様変更が稀なことであるため，DNDE が選ばれた場合には RFQ
図面通りに量産品を生産すればよく，特に仕様変更を提案する必要はない。つまり，VW の
図面は「貸与図」であり，VW と DNDE は「貸与図」方式で取引しているのである。 
一方，たとえ DNDE が先行開発を担当しても，量産サプライヤーになるため，更に量産コ
ンペティションに参加する必要がある。そして，量産コンペに参加した結果，量産サプラ
イヤーとして選定される場合もあれば，他のサプライヤーが選ばれ，結局量産ビジネスを
取れない場合もある。ただし，殆どの場合は，量産コンペを通して，先行開発を関与した
サプライヤーが量産サプライヤーの一社として選ばれ，もう一社がより低い入札価格で決
められる。なお，発注台数の割合配当は，先行開発を関与したサプライヤーがファストサ
プライヤーとしてやや多く，セカンドサプライヤーに配当される台数が比較的に少ない22。 
(4) 製品・工程エンジニアリング 
 DNDE と VW との取引においては，量産仕様と価格がサプライヤーの決定と同時に FIX さ
れ，通常製品・工程エンジニアリングが 4年間かかる。VW はサプライヤー決定以降のプロ
セスに関与せず，全てを DNDE に任せる。言い換えれば，DNDE と VW との間では VE 活動が
制度化されておらず，たとえ DNDE が自力で設計変更の提案をしても殆ど認められない。受
注した DNDE にとって最も重要なのは，むしろ RFQ 図面通りに部品を量産することである。
先行研究が「貸与図」方式について指摘する通り，サプライヤーは貸与図の仕様に従い，
                                               
22 DNDE のインタビューによれば，割合の配当はケースバイケースであるが，一般的には，二社立
ての場合ファーストサプライヤーが 6 割，セカンドサプライヤーが４割となる。場合によって
50％対 50％のケースもある。但し，ファストサプライヤーのほうが 50％以下は絶対ない。しか
し，三社，四社立ての場合，このようなルールはまた崩れてしまう。例えば，30％+30％+30％
+10％のような配分もある。 
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その性能を満たす部品を作ればよいのである。性能を満たせない場合は，全て DNDE の責任
となる。仮に DNDE がどうしても要求される仕様に応えられない場合，つまり DNDE の都合
で設計変更が必要となる場合は，変更される仕様について VW の承認を得なければならな
いし，量産価格が FIX されているために，設計変更しても値上げは VW に認められず，コス
ト上昇の部分があっても全て DNDE が自ら負担することになる。 
また，RFQ に回答する時点で，DNDE は Tier2 サプライヤーリストを既に VW に提示して
あり，受注に際しては Tier2 サプライヤーまで指定されている。製品・工程エンジニアリ
ングの段階においても Tier2 部品メーカーを変えることができない。それに限らず，量産
以降も Tier2を変えることがめったにないと考えられる。それは，VWが品質保証のために，
変更予定の部品を全て実車に搭載し，テストを行っているからである。Tier1すなわち DNDE
の自社評価は認められず，VW の実車での耐久試験で部品変更のクルマ全体への影響を確認
することが必須となっている。クルマの耐久試験は非常に時間も費用もかかるため，理屈
上，Tier2 部品メーカーを変えることが可能であっても，一つか二つの部品のために，車
に一年間の耐久実験を行うことは有り得ないことなので，実際に部品を変えるタイミング
は非常に少ない。ただし，多くはないが，DNDE が VW の何らかの耐久試験にタイミングを
合わせて，変更したい部品をその試験のクルマに搭載してもらい，評価してもらうケース
もある。 
(5) 量産 
VW は一度サプライヤーを決定して量産に入ってからも，納入中にサプライヤーを変える
ことができる。例えば，モデルライフが 5年間であっても，VWはサプライヤーに競争力が
ないとみなしたら，いつでも変更できるのである。DNDE がサプライヤーとして選ばれても，
何年間この部品を供給できるかは契約において保証されていない。このような契約を元に，
DNDE は納入中も常に競争力を維持するために努力しなければならない。「競争力」の評価
基準も，契約書に具体的に明記されている。例えば，A 部品の値段はある期間にここまで
下げないと，受注を打ち切ると定められている。ただし，「年次値引きの差に，受注時に決
定された値段から 5％下げる」と書かれていても，実際にはそれ以上の値下げをしないと，
「他社に比べて競争力がない」とみなされ，失注してしまうこともあり得る。また，二社
ないし三社同時供給となっている取引においては，他社より値下げの程度が小さい場合，
完全な失注に至らなくても，一部のボリュームを平行供給他社に転注されてしまうリスク
が存在する。 
(6) VW の開発・生産過程へのデンソーの参加  
上述した先行開発の関与から量産までに至る開発・量産過程における VW とデンソーの
取引の仕方を図 3－1 のようにまとめることができる。VW の場合，先行開発を担当するサ
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プライヤーと量産サプライヤーをそれぞれに選定する。本節（3）で説明したように，先行
開発のサプライヤーは独自に採用され，先行開発に関する単独契約を締結する。そして，
VW は RFQ図面を用いて量産サプライヤーを選定する。その RFQ 図面には部品の詳細仕様が
記載され，RFQ 図面は量産図面でもある。よって，DNDE と VW との取引は貸与図方式であ
る。 
次に，デンソー側のフローチャートの構成について説明する。DNDE は R&D センターまで
有する拠点なので，特許，先取り研究・開発の能力を持っている。ただし，インタビュー
によれば，得意な開発分野は本社と違う部分があり，顧客の開発要請に応じて現地対応す
る場合もあれば，本社対応する場合もある。そのために，先行開発までの担当は DNJP/DNDE
という表現を使う。量産受注以降は，場合によって本社の技術サポートが必要になるかも
しれないが，基本的には現地拠点の対応になるため，取引対象が DNDE のみとなる。この考
え方は後述の図 3－3と図 3－5にも同じく適用する。DNDE は先行開発の「単独契約」を基
に VW の先行開発へ関与する。そして，先行開発の後に，量産サプライヤー選定では，先行
開発を関与した DNDE でも，競争入札にも参加する必要がある。必ずしも量産サプライヤー
として選定されないが，先行開発を関与したら，競争入札で量産サプライヤーとして選ば
れる可能性が高い。また，VW は量産サプライヤーを二社か二社以上選定するため，表現し
きれないが代表として DNDE と他の部品メーカー，二社を平行線で取り上げる。決定された
部品メーカーは，貸与図方式で取引する。 
 
図 3－1：VWとデンソーの取引イメージ図 
注：VW 側のフローチャートは図 1－6を基に作成されている。 
出所：本節に関係する聞き取り調査の内容により筆者作成。 
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(7) ディスカッション 
1) 品質・コストをレベルアップさせる仕組み 
VW では，特殊技術が必要となる場合，その分野の専門サプライヤーに開発してもらう。
それによって，早い段階から，完成車メーカーと部品メーカーがそれぞれ得意分野の研究
開発に専念するという分業が実現されている。先行開発についてのサプライヤーと VW の
契約は，量産とは別個にむすばれている。そして，VW は，先行開発の成果物を活用して，
複数のサプライヤーが応札可能な RFQ 図面を製図する。すなわち，スペックを精密に設定
し，サプライヤーと摺り合わせる手間をかけなくても済むし，技術上は完全に VW がコント
ロールしている上で，サプライヤーに入札価格について競争させる。入札は受注の成否と
価格だけではなく，受注台数にも関連する。入札価格の他，受注台数も VWの判断によって
配分されるのである。そして，VWの購買は年次値引きを通して，サプライヤーに値下げを
厳しく要請する。サプライヤーは，VWと取引するスケールメリットが大きいため，その要
請に応じてコストダウンに努めざるを得ない。 
つまり VW との取引においては，品質については，VW がサプライヤーの先行開発の成果
を活用しつつ，詳細図面を作成し，その図面通りの製造を促すことで確保される。またコ
ストについては，RFQ 時の競争入札と，その後の年次値引き，および入れ替えの可能性を
含むサプライヤー間の競争によって低減が図られているのである。 
これを日系完成車メーカーの方式と対比すると，日本では完成車メーカーが開発の初期
からサプライヤーを事実上一社のみに絞り，基本的な構想に合わせて共同で開発を行って
いく。サプライヤーにとって，共同開発に関与すれば量産のサプライヤーになる確率も極
めて高くなるため，完成車メーカーの種々の要求に応えながら開発作業を行う。RFQ 時点
での競争は激しくないが，完成車メーカーとサプライヤーとが共同で，先行開発の成果に
基づき，RFQ 仕様や RFQ 以降の量産向けの仕様まで，綿密な交流を通して量産の直前まで
に最終的な仕様を原価低減活動（VE）によって作り出していく。そして，量産価格の決定
は RFQ 時点ではなく，最終的な仕様の確定と同時に行われる。さらに，量産開始後も原価
低減活動（VA）は続いていく。 
つまり，日系完成車メーカーとの取引においては，先行開発から量産開始後まで，一貫
して完成車メーカーと特定のサプライヤーとの間での共同開発と原価低減活動が続けられ
ることによって，品質とコストの双方が作りこまれていくのである。 
 VW との取引と，日系完成車メーカーとの取引の，どちらがどのような局面で効果的かに
ついては別途検証が必要である。しかし，いずれにおいても品質・コストをレベルアップ
させる仕組みは備わっているというべきである。 
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2) 利害を調整し機会主義を抑制する仕組み 
VW は先行開発と量産を分けており，サプライヤーとそれぞれの契約を結ぶ。先行開発の
契約により，部品メーカーが VWの先行開発に関与する時期，内容，報酬，及び最終開発成
果の帰属は明確になっている。先行開発の段階においては，部品メーカーが行った開発の
成果は完成車メーカーに帰属し，その対価は部品メーカーに支払われる。成果と対価の関
係が後述する日系完成車メーカーに比べて明確になっている。つまり，部品メーカーが VW
の先行開発に参加するあり方は，独立である二つの企業間の個別の，完結した取引である
と見なされる。この取引は契約により明確に統治される。 
 また，VWの量産契約は「供給期間が明記されていない」ものであり，最初の RFQ 時点か
ら 2 社以上のサプライヤーに発注することを想定した仕組みとなっている。仮に入札の価
格が多少高くなっても，量産後毎年サプライヤーに対する厳しく年次値引きを要請するし，
サプライヤーがそれを応じないと「価格上の競争力がない」と判断されて失注してしまう
おそれがある。そのため，サプライヤーは常に努力しなければない。一方，取引の構造上
は VW の交渉力が強大に見えるが，取引相手がメガサプライヤーの場合，供給するボリュー
ムも大きくなるため，価格交渉にも決して弱い立場ではない。VW がいったんメガサプライ
ヤーを選定すると，替えようとしてもその分のボリュームを引き受ける他のサプライヤー
を見つけるのも容易ではない。従って，事実上に VW の側においてもサプライヤー交代の権
限を乱用することは難しいと考えられる。 
 つまり，VWとの取引において，契約スパンが短く，契約における成果と対価の関係が明
瞭であり，また複数サプライヤー間の競争が促されていることによって，機会主義の抑制
が図られているのである。 
一方，日系完成車メーカー向けの取引では，先行開発への関与は独自の契約となってい
ない。このため，サプライヤーが先行開発に関与しても，その対価が支払われないリスク
が生じる。しかし，成果を上げれば，ほとんどは量産サプライヤーになることができるた
め，自らが量産を手がけて開発費用も回収することを予定して先行開発に関与する。この
ことが部品メーカー側の機会主義を抑制する方向に作用する。また完成車メーカーの側で
は，先行開発の段階における共同開発の成果の帰属を詳細に取り決めることは難しいため，
その成果を用いて量産段階で他のサプライヤーに発注することは難しい。こうして，共同
開発から，長期継続的・協調的・緊密な関係に基づく取引関係をいっそう緊密化し進めて
いきたいとの意識が動きやすく（近能，2007a；近能 2008），機会主義が抑制されている。 
量産開発及び量産の段階においては，価格と分離してサプライヤーだけが先に決められ
ることで，一方では高価格になる可能性が，他方では設計変更の負荷がサプライヤーに被
せられる可能性が生まれる。しかし，サプライヤーを絞った後に完成車メーカー主導で原
価低減活動をきめ細かく行い，コストを引き下げることによって価格を下げ，完成車メー
カーと部品メーカー双方の利益が生じるように図る（清，1991）。このように，完成車メー
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カーにとって特定サプライヤーの開発と生産能力が不可欠なものと取り扱われ，そのサプ
ライヤーは完成車メーカーの指導と監督の下で開発・量産に従事するのである。 
つまり，日系完成車―メーカーとの取引においては，契約スパンが相対的に長く，取引
内容に曖昧さがのこされているものの，完成車メーカーと特定の部品メーカーとが強く依
存しあう関係によって，双方の機会主義を抑制するメカニズムが働いているのである。 
 品質・コストをレベルアップさせる仕組みと同様，機会主義を抑制する仕組みも，サプ
ライヤーと VW の取引，および日系完成車メーカーとの取引の双方に備わっていると言う
べきである。 
３ デンソー韓国拠点と現代自動車グループとの取引 
(1) 研究背景 
本節では，デンソーの韓国拠点と現代自動車グループとの取引の事例を取り上げる。ま
ずは韓国自動車産業の状況を整理しよう。韓国の自動車産業は，年間 430 万台の生産規模
を持っているものの，国内の自動車販売台数は年間 200 万台に過ぎず，約 200 万台が輸出
向けとなっている。韓国を拠点とする完成車メーカーは，成長とともに海外に事業を広げ
ざるを得ない。国内に生産拠点を持つ完成車メーカーは，現代，起亜，GM コリア，ルノー
サムスンとサンヨンである。その中で，現代自動車，起亜自動車は資本関係としては現代
自動車グループに属する。現代自動車グループは国内生産・国内販売における最大のシェ
アを持っている。また，現代自動車グループ以外の三社は韓国の資本よりも外国資本の参
入割合が高いため，「韓国の完成車メーカー」を代表するのは現代自動車グループと見て間
違いない。実際，国内外工場を合わせると，現代自動車グループは年間 900万台の生産能
力を持つトップグローバル完成車メーカーとなっている。ただし，現代自動車グループの
著しい成長が注目される一方，技術開発，製品開発面での未熟さも指摘されている。それ
は韓国内の部品メーカーについても同様である。現代自動車グループは成長とグローバル
化のために，日系を含む外資系部品メーカーを必要としているのである。デンソーはグロ
ーバル展開のための大手顧客として現代自動車グループを必要とし，現代自動車グループ
もまた急速なグローバル展開のためにデンソーを必要としている。 
次に，現代自動車グループに関する先行研究も簡単にまとめよう。現代自動車グループ
は，世界のトップ 5 完成車メーカーの座に就いており，「後発完成車メーカー」（李，2013）
として高く評価されている。その背景として，1990 年頃から積極的に海外市場にアプロー
チしたこと（向山，2015）と，FTA とウォン安を活用して早期の輸出を実現したこと（向
山，2012；向山・大嶋，2015）などがよく取上げられている。なお，2000 年頃から現代自
動車グループが本格的に海外進出し，海外に積極的な投資を行っていること（向山，2013；
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大鹿，2015），Five Star 制度による品質の画期的改善がなされたこと（塩地・富山，2011；
金奉吉，2008），部品モジュール化による生産性向上（李，2005；Hahn，eds，2000），モジ
ュール部品の下請け生産による管理権限の移行（金英善，2015；具，2015）など，後発完
成車メーカーとしてキャッチアップする取組みが注目されている。現代自動車グループは
量産工場方式による現地進出を果たし，国内と海外生産を合わせて年間 900万台の生産能
力を持つ大規模な完成車メーカーになった。ただし，現代自動車グループの先行開発は全
て韓国国内で行っており，マスタモデルは現代自動車グループの中央研究所が担っている
ことなど，本社による中央集権的な管理・統治が行われている（具，2015）。これらのこと
は，現代自動車グループの大規模な事業がグローバルサプライヤーにとって魅力的である
一方，現代自動車グループとビジネスを行おうとすると，韓国本社へのアプローチが極め
て重要であることを意味する。しかしながら，迅速にグローバル展開する一方，現代自動
車グループは技術の水準の不十分も指摘されている。例えば，新技術開発の様子見主義と，
研究開発に投資する費用が少ないなどの弱点はよく批判される（塩地・富山，2011）。 
 完成車メーカーの技術開発が不十分であれば，部品メーカーがこれを補完していること
が考えられる。しかし，韓国系の部品メーカーだけでは補完できるかというと，そうでも
ない状況である。「韓国の自動車部品業界は，外資系部品メーカーを主体とした大企業が承
認図メーカーにより欧米先進国への輸出を行っているが，他方，それ以外の部品メーカー
の多くは貸与図メーカーで独自技術の蓄積や独自製品の開発能力に乏しいといった，二重
構造になっている。」（現代文化研究所，2010）。現代文化研究所（2010）によれば， 2005 
年末時点で，韓国部品メーカーの承認図比率は 40％といわれている。金奉吉（2000）は，
部品メーカーの小規模性，自動車メーカーの輸入部品への依存，部品メーカーの特定自動
車メーカーへの取引依存，一次部品メーカーの多数性などが，韓国系完成車メーカーの成
長を制約していると指摘している。こういった部品産業構造においては，外資部品メーカ
ーの存在が重要である23。技術知識や開発能力がやや低い段階では，最もキャッチアップ
しやすい方法として外部資源（能力のある外資系のサプライヤー）を活用するほうが有効
だからである（具，2015）。 
(2) デンソー韓国拠点の概要 
デンソーの韓国事業の歴史は長いものである。韓国進出は 1960 年代に遡る。会社の前身
は豊星（POONGSUNG，1948 年設立）という自動車部品会社から始まった。当時豊星はデ
ンソーからの技術援助を受けつつ，1968 年に豊星電機（POONGSUNG ELECTRIC CORP.）
に社名を変更し，1976 年にメーター事業を独立させ，豊星精密（POONGSUNG PRECISION）
                                               
23 藤川（2006）によれば，現代自動車グループは国内において，トランスミッション，ABS の
ECU，コモンレール・システムなどの先進的な技術を必要とする部品は，日本，ドイツ，米国の
部品メーカーから調達してきた。 
 52 
を独立した会社として設立した。同年，この二つの部品生産会社にデンソーは合弁の形態
で資本参入し， DNPS（Denso POONGSUNG PRECISION CORP. ）と DNPE （Denso 
POONGSUNG ELECTRIC CORP.）が設立された。1997年に現地法人の販売会社 DSKR（Korea 
Denso Sales Corp.）が設立され，2013 年に DIKR（Denso International Korea Corp.）に社名変
更された。現在，DIKR はデンソー本社（以下 Denso Japan の意味で DNJP と略称する）が
100%出資の海外拠点となり，そして，従来の販売機能に加え，韓国拠点の統括と開発機能
（技術センターあり）も備え，韓国で生産以外の全般をまとめる組織である。それと同時
に，元合弁の生産会社二社は，いずれも DIKR からの出資に切り替えられた。元 DNPS が
DNKA（Denso Korea Automotive Corp.）に，元 DNPE が DNKE（Denso Korea Electronics Corp.）
に社名変更されて，DIKR の生産会社となっている。従業員数は DIKR が 150 人位，DNKA
と DNKE 合わせて 2000 人規模となっている。ただし，開発機能があると言っても，一部
の製品に限られており，具体的には小型モーター，ワイパーとメーターという三つの製品
は全て DIKR で開発を担当する。その他の部品も，DIKR が一部開発可能であるが，以下
の事例にも提起されるパワートレインの部品などはデンソー本社（DNJP）に依存している
部分もある（組織沿革は図 2－2 で示す）。特に断らない限り，以下の記述では DIKR と
DNJP をまとめて「デンソー」を主語として使用する。 
 
図 3－2 デンソー韓国の沿革略図 
出所：デンソー韓国ホームページにより筆者の整理。 
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DIKR の売上の 7，8 割は現代自動車グループが占めている。その中には，現代自動車グ
ループ内の部品メーカーである Hyundai Mobis のモジュール用に納める部品もある。ただ
し，Mobis に納入する場合も，開発，品質保証，価格などは実質上現代自動車に管理され，
物流上は部品をデンソーから Mobis に納入することになるが，商流上は現代自動車グルー
プとデンソー間の取引となっている。従い，本節は取引主体である現代自動車グループと
の取引関係を考察する。 
韓国自動車産業及び部品産業の概況を踏まえると，現代自動車グループの製品開発は部
分的に外資系部品メーカーのサポートが必要であること，逆に現代自動車グループとの取
引が外資系部品メーカーの事業拡大にとって重要であることは明らかだと考えられる。 
(3) 先行開発への関与 
DIKR と現代自動車グループとの取引は「承認図」方式であるが，サプライヤーが開発へ
関与を求められる度合いは過去に比べ大きく違っている。過去，現代自動車グループが新
しいもので先頭に立つことを求めておらず，安くて品質が安定したものならばよいという
時期もあった。その時期には，DIKR が既に製品化したものにアプリケーション設計を加え，
その図面に承認を得て供給していた。ただし，現在の現代自動車グループはトップ 5 の完
成車メーカーであり，技術でもトップランナーで走らなければならない状況に変わり，ブ
ランド力を上げるという舵を切ったため，この数年に開発に注力している。それに応じて，
サプライヤーに開発を関与してもらう要請も出てくるし，デンソーは現代自動車グループ
の新しい開発にも積極的にアプローチする。 
製品によって先行開発へ関与する段階と度合いが異なるが，本節は二つの代表的なアプ
ローチを取り上げる。一つは，車の中核であるパワートレインの構成部品である。車のモ
デルライフは 4，5 年であるが，エンジンプラットフォームのライフサイクルは車のモデル
ライフよりも長く，通常 8，10 年以上に及び，横展開のボリュームも多い24。エンジンの
開発は，最初に現代自動車グループがコンセプトを決めてから，必要な機能などについて
多数の部品サプライヤーを呼んで相談する。その際に，現代自動車グループは開発費の予
算，開発期間，技術開示の要請などの条件を部品メーカーに提示し，回答を求める。その
後，開発意思を表明したサプライヤーに対し，総合的に評価し，先行開発サプライヤー一
社を決定する。 
もう一つはボディー系の構成部品である。これはパワートレイン部品と異なり，モデル
毎に変わるものであるため，コンセプトもモデル毎に決められる。このような製品に対し，
現代自動車グループが何を悩んでいるのかを，デンソーが先に考える。例えば，ヘッドア
ップディスプレイの例を挙げると，ハンドルの向こうのある位置に穴をあけてヘッドディ
                                               
24 金英善（2015）による。Hyundai と Kia ブランドを合わせて，2012 年までは全車種のプラット
フォームを六つに統合する計画であると発表した。 
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スプレイを設置するのは，実際容易なことではなく，ある程度の空間を確保しないと設置
が難しい。特に，近年は，車の機能が増えると共にインパネの空間が狭くなる傾向がある。
デンソーは現代自動車グループが空間に悩んでいるはずと予想し，「他社の製品と違って，
空間が通常の半分ぐらいあれば設置できる」と提案しにいく。すなわち，パワートレイン
部品と違って，ボディー製品の場合は，デンソーが先取り研究を行い，その研究成果を持
って現代自動車グループへアプローチし，現代自動車グループの要望と合致させる。現代
自動車グループがデンソーのプレゼンを聞き，自社の悩みを取り除けそうであれば，その
コンセプトに合意し，デンソーと先行開発を行う。 
先行開発サプライヤーに選定された場合，デンソーは開発費を請求することができる。
しかし，金額は現代自動車グループの開発予算次第で，デンソーが請求する全額が支払わ
れることはめったにいない。ただし，たとえ予算とデンソーが請求する金額のギャップが
あっても，デンソー側はできる限り現代自動車グループの開発に協力するスタンスで交渉
する。 
また，先行開発においては，最初にデンソーのエンジニアが現代自動車グループと打合
せをし，開発商品のコンセプト案を決めてから開発作業に入る。そして，開発中に中間報
告，最終報告などのプロセスを経て，最終開発成果を SR（Sourcing Requirement の略称，
以下このまま略称を使用する）にまとめ，現代自動車グループへ提出することになる。SR
とは要求仕様のことを指し，製品に関して全ての基準が記載され，本のような体裁をとっ
ている。SRは量産仕様の元となるものであるため，これを作成することは，量産サプライ
ヤーの選定にあたって有利に働く。 
(4) 開発と量産の受注 
先行開発に関与しても，量産サプライヤーになるためには，開発コンペに参加しなけれ
ばならない25。現代自動車グループは，公開入札を通じて，競争力があり，合理的な価格の
量産を求めている。一方，デンソーも先行開発だけを行うことが目的ではなく，先行開発
を介して量産サプライヤーになることを狙っている。 
開発コンペのプロセスは，最初現代自動車グループから説明会を行い，SR を説明する。
そして，2 週間後，各サプライヤーが自社の製品案の説明会を行う。製品説明の形式は，
3D 図で，製品の機能，設計構想をプレゼンし，VE 提案もする。提案説明会後，現代自動
車グループが各サプライヤーの提案を評価し，良さそうな提案を出した数社宛に RFQ を
発行し，見積提示のリクエストをする。その後，サプライヤーが RFQ に対する見積を提示
                                               
25 ここで言う「開発コンペ」は，藤本（1997），近能（2007a）とその他の先行研究と同じく，設
計開発と量産を担当するサプライヤーを決定するコンペティションである。インタビューにおい
て DIKR のインタビュイーは日本語で「量産コンペ」という用語を使っていたが，現代自動車グ
ループのコンペが正式にどのような名称であるかはわからなかった。混乱を避けるために日本で
一般的な用語である「開発コンペ」に統一する。 
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する。公開入札においては，Five-star という評価制度で入札サプライヤーを採点する。評
価にもちいられる要素の中には，技術点数という項目があり，先行開発に関与したサプラ
イヤーが最も高い得点に評価される。 
入札が終わり，量産サプライヤーが決定された後に，サプライヤーが試作図面を現代自
動車グループに提示し，承認されたら，試作を開始する。量産まではいくつかの設計変更
が行われ，それに伴って図面も修正されていく。設計変更に当たって，発生する費用をど
ちらが負担するかは要因によって決まる。例えば試作の段階で，実車テストして大きな品
質問題が把握されたとしたら，設計の元である SR を元に現代自動車グループとサプライ
ヤー（選ばれていればデンソー）の責任を判別する。その場合，SR は責任判断に重要な根
拠となる。SR 通りに部品生産されていないならデンソーが責任を問われるが，SR 通りに
なっても不具合が発生する場合は設計変更しなければならない。その際，SR に表現が曖昧
な部分がある場合，先行開発を担当した側，つまり SR を書いた部品サプライヤーがその
責任を負い，不具合が生じる分のコストを呑まざるを得ない。それに対して，現代自動車
グループ側からの追加要求によって追加の設計変更を行う場合は，デンソーから現代自動
車グループに費用を請求することになる。試作が終わって，最終的に量産図面は現代自動
車グループの承認を受ける。その意味で「承認図」方式である。図面の所有権はデンソー
にある。 
現代自動車グループは，将来手掛けようとする未来技術については，やはり自社が持ち
たいと考えている。そのために，自社が知らない技術を外部調達する際には，サプライヤ
ーに技術開示を要請する。当然，技術開示という指標はサプライヤーの評価項目にも入れ
る。技術開示に対するサプライヤーのスタンスは，日系と欧米系では大きく違っていて，
デンソーの基準から見れば，欧米系のサプライヤーは技術を開示していない。それに対し
てデンソーは「やれる限りは全部協力する」という姿勢を示している。つまり，現代自動
車グループの要求に対し，デンソーが開示可能な部分なら開示するスタンスである。 
現代自動車グループの系列部品サプライヤーMobis は，こういった開発コンペにおいて
特別に優遇されるのか，という疑問が持たれやすい。現代自動車グループの方針では，系
列部品メーカーであっても，量産サプライヤーになるためにはコンペで勝つことが必須条
件である。特別優遇の不正行為を防止しているのは現代自動車グループの Five Star 制度の
存在である。Five Star 評価制度は，購買に対して不正が行われないようにする社内監査の
仕組みである。各部品サプライヤーの情報がダイレクトに現代自動車グループ専用のシス
テムに入力されることになっていて，データの改竄が絶対できないシステムである。確か
に現代自動車グループとして系列部品サプライヤーを育てる考えがあるが，こういった評
価制度においては Mobis も公平競争の土台に立つ立場となる。Mobis の先行開発能力はグ
ローバルサプライヤーほど高くないので，先行開発を担当していないことも多く，技術点
数が低くついてしまう。これを価格点数で補う場合，とてつもない安い見積価格を提示し
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ない限り，勝つ可能性が低いと DIKR では認識している。また，Mobis の量産見積価格の
ことだけを考えた場合も，グローバルサプライヤーに勝てるかというと，そうでもない。
例えば，モーターの例でいうと，用途，形状，性能などによって違うように見える部品で
あるが，コアの部分の仕組みは共通である。たとえ現代自動車グループが使用する 800 万
台がすべて Mobis による供給だとしても，グローバルサプライヤー，例えばデンソーが日
系，欧米系などに供給する台数の合計の方が遥かに多くなる。量産効果のため，Mobis に
比べ，グローバルサプライヤーの見積価格が安くなることが多い。 現代自動車グループに
とっても外注する方が利益が大きいと，デンソーでは評価している。 
(5) 現代自動車グループの開発・生産過程へのデンソーの参加  
上述した先行開発の関与から量産までに至る開発・量産過程における現代自動車グルー
プと部品メーカー間の取引の仕方を図 3－3 のようにまとめることができる。現代自動車
グループの場合，前節で検討された VWのサプライヤー選定のやり方と相似して，先行開発
を担当するサプライヤーと量産サプライヤーをそれぞれに選定するイベントがある。ただ
し，先行開発のサプライヤーの選定は，DIKR のインタビューに限って少なくとも二つの方
法がある。一つは限定されるサプライヤーを選出する方法，もう一つは部品メーカーの提
案による採用という方法である。そして，RFQ を発行して量産サプライヤーを「開発コン
ペ」で選定する。 
次に，サプライヤー側のフローチャートの構成について説明する。DIKR は先行開発の一
部の機能しか持たないため，先行開発の一部とその前の開発は DNJP で行われている。デン
ソーは現代自動車グループの先行開発段階から関与する。そして，先行開発の後に，開発
コンペが経って量産サプライヤーとして選ばれる。先行開発を関与したら部品メーカーは，
殆ど開発コンペで勝ち，量産サプライヤーになる。そして，RFQ以降は「承認図方式」で取
引する。それに，「試作図出図」と「量産図出図」は部品メーカー側であるが，現代自動車
グループの承認を得て，それぞれ「試作図」と「量産図面」になる。ただし，この二つの
図面のイニシアティブは図 2－1 に提起された日系完成車メーカーと日系部品メーカー間
の取引と異なる。その理由は次項で分析される。 
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図 3－3：現代自動車グループとデンソーの取引イメージ図 
注：現代自動車グループ側のフローチャートは図 1－6を基に作成されている。 
出所：本節に関係する聞き取り調査の内容により筆者作成。 
 
(6) ディスカッション 
1) 部品サプライヤーの先行開発段階からの関与についての動機 
デンソーが現代自動車グループの先行開発へ関与する事例からは，先行開発への部品サ
プライヤーの関与は，完成車メーカー側にも部品サプライヤー側にも重要な位置づけにあ
ることがわかる。 
先行開発のすべてを完成車メーカーが自社で手掛けていては非効率かつ厖大な研究開発
費がかかる（近能，2008；佐伯，2011a）。とくに後発完成車メーカーは保有する技術に乏
しく，研究開発への投資も十分ではない。しかし，そのような状況においても，最新技術
を取り入れ，先進完成車メーカーと競争しなければならない。とりわけ，環境規制が年々
厳しくなるため，先進技術を取り入れないと，規制値を満たせず，深刻な場合は重大な罰
金を科され，販売停止に至ることとなる。このため，先行開発の一部で，グローバルサプ
ライヤーの能力を活用することが効率的なのである。ただし，完成車メーカーは先行開発
を通じて最終成果を得るだけではなく，提携相手からノウハウを教えてもらいながら先進
技術を学習することを狙っている。 
一方，部品サプライヤーは先行開発への関与を通して量産部品を供給することを狙って
いる。グローバルサプライヤーは競争力を高めるために，基礎研究開発に莫大な投資を行
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っており，その投資は量産部品の販売を通して回収することとなる。それを実現するには，
量産サプライヤーとして完成車メーカーに採用されることが前提である。そして，量産サ
プライヤーになるために，先行開発へ関与することが重要な意味を持っている。先行開発
の成果である SR は，完成車メーカーの要求に応えるという前提の上でではあるが，これを
開発したサプライヤーに有利な量産仕様に設定することも可能だからである。このため，
サプライヤーは先行開発費については，請求全額が支払われず，ある程度自社吸収するこ
とになってもよいと考えている。本当の狙いどころは量産サプライヤーになることだから
である。先行開発への関与は，部品メーカーにとって量産ビジネスを先取りする重要な手
法だと言える。 
2) 開発過程全体を通して高品質・低コストを確保する仕組み 
先行開発サプライヤーになるためには，優れた技術的能力を備えなければならない。そ
の意味では候補者は限られているが競争もある。先進的な研究開発は抽象的なものであり，
形象化させないと相手が理解しにくい。つまり，完成車メーカーに理解してもらわないと
ビジネスに繋がらないため，部品メーカーから積極的に提案する。提案するためには，あ
らかじめ部品メーカーが完成車メーカーの次に必要になりそうな技術や，困っていること
を予想し，それに適合する且つ形象化される技術コンセプトを提案し，完成車メーカーに
理解しもらうことが必要である。いわゆる「一歩先」の開発を示すことが非常に重要であ
る。これを踏まえてから，先行開発相手として選ばれる。そして，先行開発が行われ，そ
の結果が SRに帰結される。 
なお，デンソーが先行開発に関与した結果として提出された SRは，デンソーに有利なも
のではあるが，その有利さは絶対的ではない。現代自動車グループは開発コンペを通じて，
有力なグローバルサプライヤーを競争させる（藤本，1997）。コンペの仕組みを通じて，先
行開発サプライヤーの独占することを防ぎ，さらなる競争をさせて合理的な量産価格を得
ようとするのである。ただし，先行開発へ協力したことも考慮され，コンペの技術評価項
目では最も高い点数が与えられる。まとめて言うと，韓国完成車メーカーがグローバルサ
プライヤーの能力を借りて先行開発の技術問題を解決し，設計開発と量産ではコンペで競
争させ，安い量産価格を得ることができる仕組みになっている。 
この仕組みは SRをベースに競争させることによって有効に作用する。RFQ時点で部品の
詳細図面がなくても，サプライヤー間の競争を通じて合理的な見積が取得されるのである。
なお，量産サプライヤーを一社選定した後に，サプライヤーが作成した試作図に基づいて
原価低減活動が行われ，低減される部分が設計変更に反映され，量産の直前まで量産図面
が作成され，現代自動車グループに承認されることによって，品質・コストの作りこみが
行われている。 
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 このように現代自動車グループの製品開発においては，先行開発，開発コンペ，設計
変更と原価低減活動の各段階にサプライヤーが関与する。そして，サプライヤー間の競争，
および現代自動車グループとサプライヤーの間の競争と協調を通して，コスト低減，設計
品質向上が図られていくのである。これらの技術手順と合理化効果は，従来，日本におけ
るサプライヤーの開発関与の効果として指摘されてきたものと類似していると言える。 
3) 利害を調整し機会主義を抑制する仕組み 
一方，現代自動車グループの開発プロセスにおいては，契約の区切り方は日本国内のサ
プライヤー・システムと大きく異なっている。韓国完成車メーカーは各段階に分けて，そ
れぞれの部品メーカーと契約を結ぶことになっている。例えば，先行開発の契約は量産契
約とは別であり，先行開発費と量産の部品価格も別である。そして，設計開発・量産は独
自にコンペを行い，量産サプライヤーを選定し，契約を締結する。また，各設計変更が必
要となる場合も，変更をもたらす要因と責任の所在を判別し，それに応じて変更費用を割
り当てる。デンソーに関する限り，承認図の所有権も明確にされている。 
これは，ステップごとの明確な契約により取引中の機会主義を抑制するしくみと理解す
ることができる。この点は，先行開発，設計開発，量産の契約の区分（植田，1995）や，
承認図に表現された知的財産の所有権（植田，2004）があいまいであり，原価低減活動に
当たってはサプライヤーの側の責任が重い（清，1991），日本国内の取引とは異なると考え
られる。 
なお，現代自動車グループは，当面はグローバル部品メーカーを採用することの利益が
大きいものの，長期的には，技術のコアの部分を把握しておきたいと考えている。そうし
なければ，グローバルサプライヤーに対する交渉力を保てないからである。そのために，
現代自動車グループは開発相手に対しては技術開示を要請し，Mobis を初めとする系列の
部品メーカーを育てるという二つの方針を採っている。技術開示されればある程度の学習
にはなるし，系列部品を育てれば互いの成長と量産構成部品のコストコントロールにも有
利になる。 
デンソーは，この現代自動車グループの長期的な利害関係に注目して，取引関係をより
継続的にしようと努力している。この点は，現代自動車グループの要請に基づく技術の開
示に積極的であることにうかがえる。デンソーにとっては，技術の開示によって現代自動
車グループによる学習が進むと，デンソーとの取引から離れていくリスクも確かに存在す
る。しかし，後発である韓国完成車メーカーにとって，日系部品メーカーから学習する過
程は重要であり，学習を継続するためにデンソーとの関係を深めようとする動機も働く。
また現代自動車グループの開発能力が高まることで，デンソーの技術に対する理解も深ま
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り，発注が増える可能性もある。デンソーはこれらの動機と可能性を承知で技術開示を行
っているのだと思われる26。 
現代自動車グループの契約方式は，基本的には，特定企業への依存を深めないことで機
会主義を抑制し，交渉力を保つ方式と言える。しかし，技術開示と学習においては，長期
継続的な関係を深めていく契機もはたらいているのである。その場合，ノウハウを教える
サプライヤーを相手にするほうが学習上の利益は大きい。日系部品メーカーは長期継続取
引を促進する日本での方式の延長線上で，可能な範囲の技術を開示するスタンスを示して
いる。完成車メーカーに，長期継続取引を通した学習を促そうとしているのである。 
長期継続取引と比較するなら，確かに契約主義のほうは相互責任が明確で，機会主義の
行動を抑制できる保証は強い。一方，契約上には曖昧な部分があるかもしれないが，相互
に機会主義的行動をとらない限り，韓国完成車メーカーの設計品質と開発能力向上の期待
に応えて日系部品メーカーが技術開示を行う姿勢を見せれば，受注も増えていく可能性は
高まる。明確な契約制度と長期継続取引の組み合わせは，韓国完成車メーカーの成長と日
系部品メーカーの韓国事業展開を両立させる上で有効だと考えられる。 
４ デンソー中国拠点と中国地場完成車メーカーの取引 
(1) 研究背景 
本節では，デンソーの中国拠点と地場完成車メーカーとの取引の事例を取り上げる。ま
ずは中国の地場完成車メーカーと部品メーカーの取引に関する問題点を指摘しておきたい。
中国の地場系完成車メーカーは，技術不足をしばしば指摘されながらも，近年急速に成長
してきている。その要因として，「支持的」バリューチェーンの存在が指摘されている（丸
川，2013）。グローバルバリューチェーンの代表的な研究である Gereffi et al.（2005）
は企業間の明確な協調性と力の非対称性を指標に，取引統治のタイプを Market，Modular，
Relational，Captive，Hierarchy に分類している。ここで取引統治とは，潜在的な対立が
相互の利得を実現する手段を消し去ったり覆したりする恐れがある関係の中で，取引の秩
序を確保する手段である（ウィリアムソン，1996，p.12）。取引に複雑性や不確実性が存在
し，取引主体が限定された合理性に制約され，機会主義の誘惑を持つときには，市場によ
って相互の利益が実現するとは限らず，独自の仕組みが必要とされるということである。 
Gereffi et al,（2005）の類型によって完成車メーカーとサプライヤー関係を考えると，
日本では Relational に近く，欧米は Modular に近いと考えられる。丸川（2013）が指摘す
る支持的（Supportive）バリューチェーンはこの五つの関係と異なる中国における独自の
                                               
26一方，欧米系サプライヤーのほうは契約通りの取引慣行なので，契約以上のこと，例えば技術開
示という付加の要求に応じないことも考える。この姿勢についての検討は今後の課題である。 
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存在である。先進国の完成車メーカーなら必ずと言っていいほど内製するエンジン，トラ
ンスミッション等の基幹部品を，中国の地場系の完成車メーカーは外部から購入している
27。この，外資系部品メーカーが地場系完成車メーカーの技術不足を補完する役割を果た
していることが，支持的（Supportive）バリューチェーンの意味内容である。丸川（2013）
はこのバリューチェーンが持つ効率性を示したが，藤川（2014）は，完成車メーカーと部
品メーカーの利害がどう調整されているかどうかを論じている。藤川（2014）は日系部品
メーカーが地場系完成車メーカーと取引する際に直面する問題を取り上げ，地場系完成車
メーカーが低い技術力のわりには圧倒的に強い交渉力を持ちながら，サプライヤーの開発
と改善の能力に依存する「寄生的」サプライヤー・システムが存在すると指摘する28。 
これらの研究を継承し，本節では日系部品メーカーが地場系完成車メーカーに対してど
のような「支持的」役割を果たしているか，そこでは両者の利害はどう調整されているか
を明らかにしたい。 
(2) デンソー中国拠点の概要 
1994 年に YSD29 がデンソーの中国本土初の生産拠点として設立された。YSD は首都鋼鉄
との合弁企業で，エアコン関係の部品を生産していた。その後，天津汽車の要請を引き受
け，天津汽車とダイハツが共同開発した夏利に技術支援を行うため，1995 年に TDS30 （電
気オルタネータ，スターターの拠点），1996 年に TAMC31（メイン製品はモーター，ワイパー
等），1997 年に TDE32 （エンジン ECUとメーター用電子関係部品）と TDA33 （エアコン関係
部品）が相次いで設立された。当時の進出は天津市政府の誘致によるものでもあった。TDE
を除き，他の三社は天津汽車の要請に応じて天津汽車傘下の部品会社との合弁会社を作っ
たものであった。TDEだけが独資になった理由は，当時の車のモデルに電子部品が少なく，
天津汽車傘下に合弁相手となるような電子部品企業がなかったためである。1997 年頃，中
国では機械工業部が産業政策を取り仕切っており，外資参入は厳しく制限され，特に電子
部品の事業はなかなか許可されなかった。その中で，デンソーは政府に誘致された企業で
あるため，TDE は電子部品産業を牽引する役割の外資部品メーカーとして初めて認可され
た。このような生産会社が，これ以降に全部で 25 社設立された。 
                                               
27 事例としては瀋陽航天三菱が挙げられる。
http://www.same.com.cn/a/chanpinzhongxin/chexing/（2019 年 5 月 17 日閲覧）。 
28 藤川の調査によれば，長春に進出した日系サプライヤーが一汽轎車に対して，VA 提案をしたも
のの，実現した原価低減は全て納入単価の低下になってしまった。日系サプライヤーは不満があ
ったとしても，長春では一汽轎車以外の供給先がなく，その非対称的な関係を維持せざるを得な
い事情である。 
29 YSD は煙台首鋼電装有限公司の略称。 
30 TDS は天津電装電機有限公司の略称。 
31 TAMC は天津阿斯莫汽車微電機有限公司の略称。 
32 TDE は天津電装電子有限公司の略称。 
33 TDA は天津電装空調有限公司の略称。 
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2003 年に中国におけるデンソーは経営組織上の大きな転換点があった。中国事業の統括
拠点として，デンソー中国（DENSO （CHINA） INVESTMENT CO., LTD. 以下 DICH と略称す
る）が設立された。DICH は DNJP が 100%出資する子会社であり，その設立に伴い，生産会
社は全て DNJP 出資から DICH 出資に切り替えられた。それまでは営業機能が各生産拠点に
分散され，各生産拠点が独自に部品販売を行なっていたが，DICH の設立に当たって営業機
能が各生産拠点から分離させられ，DICH に集中させられた。DICH はデンソー中国の統括販
売会社として，中国事業全般の地域本部に位置づけられた。 
2016 年現在，DICH の売上構成は日系向けが 69%，欧米系向けが 22%，地場系向けが 3%と
その他が 6%である。日系と欧米系向けは比率こそ圧倒的に高いが，全てフォローソーシン
グであり34，実質的に現地で新たな技術開発を求められる度合いが低い。これに対して地
場系向けは全く新しいビジネスであり，そちらでは現地開発が求められている（金,2012）。
2013 年調査時にはまだ取引実績がなかったのが 3%に上昇したものであり，DICH ではフォ
ローソーシングビジネスの成長に限界があると考え，将来の成長性を見据えて，地場系と
の取引拡大を図っているのである。そのため，中国の独特な取引形態を考察する上でも，
デンソーの中国事業の将来を占うという観点からも，フォローソーシングより地場系完成
車メーカーとの取引を重視すべきであろう。本節が DICH と地場系との取引をとりあげる
ことには，このような意義がある。 
現地開発機能として，DICH は傘下に上海テクニカルセンターと呼ばれる技術センターを
持っている。上海テクニカルセンターは 2006 年に設立され，2012 年に 72億元の投資が追
加され，2013年から稼動し始めた。車両用実験設備と部品実験設備を備え，開発人員は 400
人以上いる。 
DICH の現地開発のレベルは製品によって異なっており，概ね図 2－4 に示されるように
五つの階層に分けられる35。技術センターの初期機能は「顧客技術窓口」である。現地顧客
の技術問題を引受け，本社と連携して対応する。第二段階は「アプリ適合/評価」である。
現地顧客向け行うアプリケーション設計に対する適合と評価を行うことである。一般的に
言えば，フォローソーシングの対応なら①と②の機能があれば，充分な現地対応機能が備
えると思われる。評価機能に加え，更に③部品の一部設計機能も揃えると図の第三段階と
なる。2017年現在，DICH 上海テクニカルセンターはその次の，④得意先に現地完結設計ま
で対応可能な体制，つまり本社抜きで一部製品の出図権限を持つというレベルの体制を整
えている。それは地場系完成車メーカーとの新規ビジネスに対応するために，それに相応
しい体制をとるためである。⑤次期型開発は今後目指す機能である。 
                                               
34 グローバル完成車メーカーが本国で開発された仕様をそのまま中国に導入することが多い。その
際に，フォローソーシングとは，サプライヤーが本国で受注されたビジネスを仕様変更せず，中
国でも受注することを指す。 
35 各階層の機能を叙述する用語については，DICH インタビュー資料において使用された用語をその
まま引用する 
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図 3－4 DICH 定義の現地開発レベル 
出所：DICH インタビューより筆者作成。 
 
(3) 外注された先行開発 
デンソーの先進国完成車メーカーへのアプローチは，量産から設計開発へ，さらに RFQ
より前の先行開発へと車づくりの上流への関与を強めていくものである。しかし，中国に
おいては，この方法が通用しない部分がある。というのは，「先行開発」の部分が地場系完
成車メーカーからエンジニアリング企業に外注されているため，部品メーカーが関与でき
ない分業関係となっているからである。そこでデンソーは，やむを得ず他のアプローチを
取っている。 
この段階においては，DICH が営業活動に取り組み，地場系完成車メーカーからの要請対
応にはデンソー本社（DNJP）が対応する。現地では先行開発に対応できる体制を整えてい
ない原因は，地場系完成車メーカーの先行開発が外注されることが多いからである（西川，
2012；遠山・曹，2011）。過去，地場系完成車メーカーの開発・技術能力がより低かった時
期においては，車のコンセプト設計から量産工程設計まで外部のエンジニアリング会社に
外注されていた（遠山・曹，2011；佐伯，2011b）。最近地場系も成長してきており，多数
の外国専門家を雇うことによって，コンセプト設計など一部自社で開発できるようになっ
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ている36。しかし，コア部品，特にエンジンに関する設計はまだ自社でできておらず，外部
のエンジニアリング会社へ委託されている。外部のエンジニアリング会社は開発委託を受
け，要求される性能に基づいて開発を行い，基本仕様を作成して地場系完成車メーカーに
提供する。ここで提供されるのは仕様であって量産図面ではない37。エンジニアリング会
社は性能開発ができるが，量産仕様の開発ができないからである。 
この段階において部品メーカーが関与することはない。ただし，開発された仕様を検証
するために，実物でテストを行う必要がある。先行開発の試作品が必要となる場合，その
試作品の構成部品提供の可否が部品メーカーに打診される。DICH はできる限り協力し，デ
ンソーの試作部品を使ってもらうように努力する38。 
(4) 製品・工程エンジニアリング 
地場系完成車メーカーと付き合う場合は，DICH は時間をかけて技術交流し，互いの考え
方を理解し，相互にメリットがあることを確認するプロセスを取っている。通常は，実務
レベルからの交流に始まり，徐々に認知度を高めてトップ（購買・技術）の参加するトッ
プ技術懇談会も開催する。その過程において，顧客の需要を探り，DICH が提案する39。正
式の引き合いは地場系完成車メーカーからの RFQ によって出される。それに対して，DICH
が見積用の図面を作成し技術プレゼンテーションで説明し，価格を見積もる。量産サプラ
イヤーとして決定されると，最初は機密保持契約を結び，その次に開発契約などを締結し
てから設計に入るという順番である。地場系完成車メーカーが決めた基本仕様に対して，
DICH は最適な量産仕様及びノウハウを提供する。設計に関しては DICH が自社しかできな
い，あるいは他社が作れてもコストがかかるような量産仕様に誘導する。価格はサプライ
ヤー選定の時点で決定されるが，その後の設計変更及び原価低減も価格に反映され，量産
前に確定される。設計及び一部の VEは承認図方式を取っており，量産仕様を固め量産の承
認図面を提出する。ただし，地場完成車メーカーは技術力が弱く，本来ならば部品メーカ
ーの図面を検討の上「承認」するはずだが，その能力が不足している。その場合，部品メ
                                               
36 メガサプライヤーB 社（取材対象者の要求に応じて，取材企業名を秘匿する）に対するインタビ
ューで伺った。 
37 したがって，先行開発の外注は，藤本（1997）と藤本（2001）が述べる「委託図」取引ではない
ことに注意する必要がある。 
38 事例の普遍性を求めるために，著者はメガサプライヤーT 社（取材対象者の要求に応じて，取材
企業名を秘匿する）にもインタビューを行った。T 社は先行開発段階において地場系完成車メー
カーが部品メーカーに開発を求めるケースは少ないと指摘している。仕様が提示された後に，部
品の DV（Design Validation）を求められる場合はあり，T 社も取り組んでいる。状況によって，
DV を行っても採用されない場合があるが，DV をした方が量産に採用される可能性が高まるという
認識は DICH と同じである。 
39 T 社のインタビューでも，これに近い状況を伺った。「地場系完成車メーカーはよくベンチマー
クを設定するが，自社の本当の需要の所在が分かっていない。その場合，弊社のエンジニアセー
ルスは日常のコミュニケーションより顧客の需要を明確にさせ，それに適切な製品を提案す
る」。 
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ーカーが提出した図面を単純に承認するほかない。言い換えれば，部品に関するノウハウ
と保証は全て部品メーカーに任せている。一般的に言えば，地場系に対する DICH からの
VE 等の申請は容易に承認される。 
 また，製品・工程エンジニアリングの過程においては，実験・評価がある。しかし，小
規模な地場系完成車メーカーでは車両の実験・評価設備を持っていないケースもある。そ
ういう顧客に対しては，DICH がテクニカルセンターで実車実験・評価設備を持っているこ
とは重要な意義を持つ。つまり，地場系完成車メーカーに設備がなくても，DICH に依頼す
れば車両の評価までのサービスを提供可能というアピールになるのである。このようなサ
ービスの提供にあたっては，サプライヤーとして選定されてから，顧客と開発計画を作り，
それを応じて，評価項目を決めていく。評価内容によって費用も異なるが，基本的に車両
評価の費用，試作対応費用を量産売価とは別に回収する。プロジェクトによっては量産売
価から回収するケースもある。 
(5) 量産 
DICH は開発専門会社ではなく開発製造会社であるという基本概念から，開発成果を買い
取ってもらうという考え方はなく，製品・工程エンジニアリングを通して，量産供給する
ことを最終の目的としている。基本的には地場系完成車メーカーとの取引を承認図方式で
行い，納入品の根拠は全て図面である。前述のように，地場完成車メーカーは技術力が弱
く，本来必要な評価を経ての承認ができない事情も存在している。その場合は，サプライ
ヤーから出す図面を単純に承認する形にしかならない。ただし，地場系の品質は経時的に
は改善傾向にある。それは外資系部品メーカーが中国へ進出してきており，外資系完成車
メーカー以外に，近年地場系にも供給しているからである。グローバル部品メーカーとの
取引が増えているため，その部品，材料，型，試作に使われるノウハウなどが反映されて，
結果的に品質がよくなっている。 
地場系と取引関係を持つことは，DICH にとって戦略的な意味を持っている。「近年中国
自動車産業が拡大している中で，地場系が最も成長が速い部分である。特に近年 SUV 中心
に地場系の市場シェアが拡大している。DICH にとって地場系との商売を頑張らなければな
らない。その部分を取っておかないと，今度は地場系のサプライヤーが DICH の顧客にも参
入していくという恐さがある」と DICH では認識している（2017 年 8 月インタビューによ
る）。DICH の考えとしては，長期的な取引関係を持つ地場系ならば，一部の技術ノウハウ
を開示してもよいと考えている40。 
                                               
40 事例の普遍性を求めるために，著者は T 社とメガサプライヤーV 社（取材対象者の要求に応じ
て，取材企業名を秘匿する）にもインタビューを行った。両社も地場系完成車メーカーのサプラ
イヤー体制に入ることが重要であり，将来のビジネスにも有利になることを示していた。 
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(6) 中国地場系完成車メーカーの開発・生産過程へのデンソーの参加  
上述したデンソーによる中国地場系完成車メーカーの開発・量産過程への関与の仕方を
図 3－5 のようにまとめることができる。本節第三項で検討されたように地場系完成車メ
ーカーの先行開発は外部のエンジニアリング会社に外注することになっている。そして，
量産サプライヤーの選定は地場完成車メーカーが RFQ を発行して，量産サプライヤーを「開
発コンペ」させて選定するプロセスとなる。 
次に，サプライヤー側のフローチャートの構成について説明する。デンソーは地場系完
成車メーカーの先行開発に参加できておらず，正式的な取引は開発コンペを通して量産受
注以降からである。そして，取引方式は「承認図方式」である。「量産図出図」は部品メー
カー側であるが，地場完成車メーカーの承認を得て，最終の「量産図面」になる。 
 
図 3－5：地場系完成車メーカーとデンソーの取引イメージ図 
注：地場系完成車メーカー側のフローチャートは図 1－6を基に作成されている。 
出所：本節に関係する聞き取り調査の内容により筆者作成。 
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(7) ディスカッション 
1) 部品メーカーにとっての中国事業の限定性 
地場系完成車メーカーは，参入当時，技術的能力を欠いており，製品開発やコア部品の
開発・製造を外注に委ねていた41。逆に言えば，先進国にエンジニアリング会社が存在して
いて中国から先行開発を受注できるという環境があったからである。これは，日本はもち
ろん，他の先進国とも異なる参入の仕方であった。しかし，企業成長とともに，消費者に
魅力的な車を提供するために，車の品質を向上させることが課題となっている。エンジン
を外部から購入することではそのニーズを満足できなくなり，モデル向けに適切なエンジ
ンを開発することが求められるようになっているのである。ただし，依然としてコア部品
の自社開発の技術力を備えておらず，それを補うのが外資系エンジニアリング会社である。
エンジニアリング会社は地場系完成車メーカーの開発委託を引き受け，開発，設計と試験
を行うが，その成果物はコア部品の基本仕様である。基本仕様は地場系完成車メーカーと
エンジニアリング会社で話し合うことによって決定される。ところが，エンジニアリング
会社は量産のノウハウは持っていないために，性能仕様を開発するまでを担当するのであ
るが，量産設計開発を行い量産用の図面を作成することはできない。 
このような開発のプロセスにおいては，部品メーカーが先進国においてとっている戦略
に沿って地場系完成車メーカーの先行開発へ関与しようとしても，関与を求める需要がな
い。また，部品メーカーの側でも先行開発に限った委託を受けようという方針はないし，
受けようとしても困難である。元来，部品メーカーは製造企業であって，先行開発関与は
重要なサービスの一部であっても，最終目的は量産サプライヤーとして選定されることで
ある。特にデンソーなど日系部品メーカーは部品製造を目的として中国国内に生産拠点を
設置しているのであって，それらに対する投資を回収して利益をあげるには，部品製造を
中核的な活動としなければならない。この点は，工場を持たないエンジニアリング会社と
は，決定的に異なっている。また，コア部品の全体について先行開発を委託されても，専
門分野の部品メーカーは対応しきれない可能性がある。こうして，中国の地場系完成車メ
ーカー相手の取引では，部品メーカーの先行開発への関与は限られてしまうのである。 
ただし，先行開発を外注するといっても，地場系完成車メーカーは，開発された仕様を
検証する必要がある。そのために，地場系完成車メーカーから部品メーカーに仕様に依拠
した試作品を提供してもらう要請が出てくる。その場合，部品メーカーが積極的に対応す
ることは重要である。それがきっかけで先行情報を獲得できたり，試作品の提供により量
                                               
41 丸川（2007）によれば，独立したエンジンメーカーが多数存在している環境においては，車のコ
アであるエンジンが自社開発されなくても，外部からの調達が可能となる。それは中国において
小規模の完成車メーカーが存続している根拠と見なされる。また，佐伯（2011b）では，完成車メ
ーカーが技術開発上の差別化を求めるため高性能のエンジン開発と生産を外部エンジン専門会社
へ委託するという事例が研究されている。  
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産仕様を自社有利に誘導できたりする可能性があるからである。しかし，この程度の対応
なら，部品メーカーにとって本社の開発機能を活用すれば，現地で同じ開発機能を置く必
要性がなくなってしまう。地場完成車メーカーによる先行開発のエンジニアリング企業へ
の外注は，デンソーが開発機能の現地化を第四段階から第五段階に移すことを抑制する要
因になっていると思われる。 
2) 貢献範囲を制限された日系部品メーカーの取組み 
前項で議論したように，限定された中国市場においては，部品メーカーは先行開発へ関
与する必要が少ない状況である。とは言え，日系部品メーカーは RFQ 以降の受注プロセス
に力を入れている。日系部品メーカーにとっては，地場系と取引関係を構築することは非
常に重要だからである。成長段階の地場系とよい取引関係を構築しておかないと，サプラ
イヤ ・ーシステムに入れなくなる恐れがあるため，早期に参入するインセンティブが働く。
また，次期開発情報はまずサプライヤーに対して展開されるため，サプライヤー・システ
ムに入れば，先行対応する上でも有利にもなる。日系部品メーカーは地場系完成車メーカ
ーの成長性を見通し，先行開発に要請される試作品の提供，技術センターでの試験機能の
完備，設計開発・量産における承認図方式での部品供給によってその成長をサポートして
いる。日系部品メーカーはこうした取引をきっかけとして信頼関係を構築し，将来の相互
成長と産業発展への貢献を目指しているのである。 
最近，地場系も成長してきており，エンジニアリング会社へ外注するにせよ一部自社で
策定するにせよ，RFQ を用いてサプライヤーに必要な技術仕様を出している。ただし，そ
の仕様は必ずしも量産に最適なものとは限らない。それに対して日系部品メーカーが量産
開発・設計・製造のノウハウを生かし，最適な技術を提案すると同時に，自社に有利な仕
様にも誘導することは可能である。例えば，RFQ で提示された仕様に対して，それ以上に
優れた仕様ないし設計を提案することによって，採用してもらう可能性が一層高まる。ま
た，現地に技術センターがあることによって，完成車メーカーの要求に対して迅速な現地
対応可能な体制が整備され，部品に限らず車に対する耐久試験まで対応可能となっている。 
DICH は地場系完成車メーカーと「承認図」方式によって取引を行っている。これは浅沼
（1997）以来の先行研究が示すように「貸与図」方式と異なり，製造のみならず設計開発
に関与しているということを示している。しかし，先行開発には関与できていない。完成
車メーカーが定めた分業関係のために，製品開発に貢献できる範囲が限られているのであ
る。 
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3) 市場競争に依拠した日系部品メーカーと地場系完成車メーカーの取
引統治 
地場系完成車メーカーは技術能力が不足しているため，部品メーカーの提案する図面を
実質的に評価することができず，形式的に承認する状態である。この点だけを考えれば，
部品メーカーは技術をブラックボックス化することで，高い価格を要求できる可能性があ
るように見える。しかし，中国では，高品質のグローバルサプライヤーと製品を低価格で
供給する地場系サプライヤーが多数存在し，競争が激しい状況である。その中で，地場系
完成車メーカーは技術を評価できない分だけコストに対する要求を厳しくしており，グロ
ーバル部品メーカーは高品質であっても，コストが安くなければ採用されない可能性があ
る。一方，中国地場系部品メーカーは品質に比較して値段が極めて安く，その意味でコス
ト競争力がある。この状況下においては，グローバル部品メーカーはたとえ技術をブラッ
クボックス化していても，激烈な競争に見合わない値段を出すと失注するリスクがあり，
結果として見積価格を抑制せざるを得なくなる。また，長期的取引関係の構築を目指す姿
勢を示すためにも，合理的な見積もりを提示することが必要になる。仮に一度は高価でう
まく受注したとしても，地場系完成車メーカーが事情を把握すれば，次期の引合いが来な
くなり，結局ビジネスの将来性が損なわれるリスクが高いからである。一方，地場系完成
車メーカーにとって，規制を達成するためにコア部品をメガサプライヤーから購入せざる
を得ないこと，スイッチングコストが高くて他社に切替えることも容易にできないことか
ら，値引き要請にも限界が画されている。 
品質面においても，グローバルメガサプライヤーがこぞって中国に進出している競争的
な状況下では，日系部品メーカーが地場系のサプライヤー・システムに入るために，高品
質の部品を低いコストで提供する圧力が働いている。そして，サプライヤーとして採用さ
れても，量産開始以前には設計変更などの VE活動を行い，量産開始後に地場系の年次値引
き要請に対して VA 活動を行う。ただし，品質は日系部品メーカーが妥協しない部分であ
り，長年の経験とノウハウを生かして，同じ部品品質で部品の材料，設計からより安いも
の作りを検討する。その結果，部品が高品質を維持されたまま安く作られることとなる。 
このように，日系部品メーカーと地場系完成車メーカーとの間では，長期継続取引を前
提とした種々の仕組み・慣行を構築するよりも，激しい競争と評判のメカニズムによって
双方の利害が調整されている。ただし，その中でも承認図による取引や VE，VA提案など互
いの信頼を必要とする要素は含まれている。同時に，機会主義を抑制するための工夫も取
り入れられている。デンソーは地場系との取引においては，最初の関与から機密保持契約
を締結し，提供した技術情報がデンソー以外との取引に転用されることを防いでいる。 
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4) 展望 
今後を展望する上で，地場系完成車メーカーが先行開発をエンジニアリング会社に外注
する状態が維持されるのかという問題，また部品メーカーとの関係が，多数の競争と評判
によって統治され続けるのか，より長期継続的なものに変わっていくのかという問題が存
在する。地場系完成車メーカーは。規制に対処しつつ消費者のニーズに応えるために次々
と製品開発を行っていかねばならないが，開発能力を内部に蓄積するには時間がかかると
いう矛盾の中で，これらに対処していくことになる。この状況に対して日系部品メーカー
が先行開発への関与に乗り出せるのか，長期継続取引を志向するアプローチを深めること
ができるのかが問われるだろう。 
なお，日系以外の外資系部品メーカーが地場系完成車メーカーに対してどのようにアプ
ローチしているかを論じることは残された課題である。先行開発が外注され，部品メーカ
ーが関与する必要がないという条件を前提に，設計開発以降のプロセスで可能な限り早め
に地場系完成車メーカーのプロジェクトに関与しようとしていることは，日系部品メーカ
ーと同一だと思われる。ただし，長期継続取引の構築についての考え方が日系とそれ以外
の外資系では異なることは予想されるので，この点に注意しながら調査していくことが必
要であろう。 
５ まとめ 
 本章は三つの事例でデンソーが海外完成車メーカーの先行開発へ関与する実態を解明し，
先行開発を通して設計・製造の品質向上・コスト削減に与える影響を分析した。これらの
事例より，先行開発の重要な位置づけを提示し，また第二章の日本の原型と照らしながら，
取引統治機構の海外の変容を示した。なお，取引統治機構の共通の統治のあり方を明らか
にすると同時に，各事例の特殊性も取り出している。 
デンソードイツ拠点と VW の取引の事例では，各プロセスにおける VW と日系完成車メー
カーを対比しながら，取引統治の違いを鮮明に提示している。日系部品メーカーにとって
先行開発へ関与する重要性を示唆しつつ，その関与の実態を明らかにした。先行開発へ関
与することによって，サプライヤーは高く評価され，量産においても受注される可能性も
高まる。日系部品メーカーが海外進出する際に，現地の完成車メーカーへアプローチする
ために本国と異なる対応の仕方に柔軟に適応している現状を踏まえ，それぞれの取引統治
機構における，コスト削減・品質向上をさせ，機会主義を抑制するメカニズムを示した。
日系部品メーカーが開発能力を生かして，競争が激しい欧州市場に適合するように，柔軟
に変形し，前向きに自動車産業の発展を率いている。欧州進出の経験は，自動車のグロー
バル展開にも，他産業の海外展開にも貴重な参考になると思う。 
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デンソー韓国拠点と現代自動車グループの取引の事例では，現代自動車グループが開発
プロセスを日本におけるそれと類似した形で編成しながら，契約としては各段階をより明
確に区分していること，そこに対してデンソーが，技術開示によって完成車メーカーに学
習を促しながら長期継続取引をめざす姿勢をとっていることも明らかにした。現代自動車
グループとデンソーの例は，新興国の完成車メーカーが激しい開発競争を勝ち抜くうえで，
日系部品メーカーは大きな役割を果たし得ることを示している。開発方式や取引慣行が異
なる社会においても，高い技術力とクルマ作りのノウハウを持ち，かつその学習を完成車
メーカーに促そうとする姿勢，そしてその姿勢によって設計開発はもちろん先行開発から
製品開発活動に関与することが，独特の強みになっているのである。韓国完成車メーカー
と日系部品メーカーの取引関係は，他の新興国自動車関連機構にも重要な含意を持つだろ
う。 
デンソー中国と地場系完成車メーカーの取引の事例では，中国における先行開発と設計
開発以降について独自の分業関係を組織しているため，部品メーカーが新規顧客の製品開
発に関与する範囲が限定されてしまうことを示した。丸川（2013）の指摘した「支持的」
バリューチェーンについて言えば，その具体的なあり方として，先行開発をエンジニアリ
ング会社が，設計開発と量産を部品メーカーが，それぞれ限定的に担っていることを明ら
かにした。その上で，日系部品メーカーは限られた範囲でも地場系完成車メーカーの成長
を支え，激しい競争の中でも「承認図」方式で長期継続的な関係を志向しているのである。 
最大の自動車市場であり，新規の自動車開発が盛んに行われる中国において，日系部品
メーカーの製品開発への関与が限られるような分業関係が存在していることは重大である。
日系部品メーカーの国際化と取引関係の変容における，新たな制約条件，新たな変容の構
図が出現していると言えるだろう。 
また，本章は部品メーカーの製品開発への関与を評価するに当たり，先行開発，設計開
発，量産を視野に入れた考察を行うことの重要性を示した。そして本章の事例分析は，先
行研究が「承認図方式」「貸与図方式」を用いて部品メーカーを評価してきたことの不十分
さを示唆している。VWとの取引の事例により，量産図面は「貸与図」であっても，先行開
発の段階で部品メーカーが開発活動に関与している場合があることが判明した。一方，中
国地場系完成車メーカーとの取引の事例では，「承認図」部品のサプライヤーであっても先
行開発へ深く関与できない場合があることが明らかになった。部品メーカーの開発能力を
評価するためには，「承認図」と「貸与図」という量産図面の方式を指標とするだけでは不
十分なのであり，先行開発への関与を視野に入れねばならない。先行開発の分析は，サプ
ライヤー・システム研究の重要な一環として扱うべきと考える。 
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IV 結論 
１ 日系サプライヤーによる完成車メーカーの先行開発への関与 
 本稿の課題の一つは，日系部品メーカーが海外の完成車メーカーの開発にどこまで，ど
のように関与しているかを，特に先行開発への関与を中心に解明し，その意義を明らかに
することであった。第二章と第三章により，デンソーと日系完成車メーカー，VW，現代自
動車グループの開発プロセスへの関与の状況をまとめると図 4－1 のようになる。 
 
図 4－1：デンソー各拠点と完成車メーカーの取引のイメージ図 
出所：筆者作成。 
 
 デンソーは VW，現代自動車の先行開発に積極的に関与していることが明らかになった。
逆に言えば，VW や現代自動車はデンソーによる先行開発への参加を必要としていたと言
える。部品メーカーとしてデンソーは完成車メーカーにはない特殊な技術を持ち，同時に
それは完成車メーカーから求められているものでもあった。VW の事例によれば，部品メ
ーカーが先行開発へ関与することでより高品質低コストの車づくりに貢献できた。また，
現代自動車グループの要望に対して，デンソーが技術開示の姿勢を示し，先行開発から量
産プロセスの一連の関与により，現代自動車グループの設計品質と開発能力の向上を実現
させた。 
 VW においては，先行開発の成果をデンソーから買い上げた上で，詳細な量産図面を自
ら起こし，貸与図方式でサプライヤーを決定する方法が採られていた。そのため，デンソ
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ーは，先行開発に参加したからと言って，量産受注の可能性を高めたものの，量産を受注
できるとは限らなかった。デンソーと現代自動車グループとの取引においては，デンソー
が先行開発に関与する動機は，その関与を通して量産部品を供給することであった。一方，
デンソーの開発能力は現代自動車グループにとっては，開発の面においても技術力獲得で
も必要なものであるといえる。ただし，現代自動車グループは自社系列の部品メーカーの
育成を考慮すると，デンソーに過度に依存することがないように，各段階に分けてそれぞ
れ部品メーカーと契約を結び，加えて量産は承認図方式をとった。この承認図の所有権は
日本と異なり，デンソーの事例に関する限りは明確にされている。一方，中国の地場完成
車メーカーの場合，市場に参入当時は，技術的能力を欠いており，製品開発やコア部品の
開発・製造を外注に委ねていたため，市場が限定されてしまった。この状況においては，
デンソーは先行開発の関与を通して量産部品の供給を果たそうとしても，関与しようがな
いのである。量産は，外資部品メーカーの能力に依存して承認図方式で行われている。本
来の承認図方式ならば，承認図に書かれている仕様を必要な評価を経て承認となるが，地
場系完成車メーカーの技術力が未熟で実質上の検討ができないため，単純に図面を承認す
る形になってしまう。しかしながら，市場競争に依拠した取引統治が働き，部品メーカー
の技術がブラックボックスになっても，高価にならなかった。このような状況においても，
日系部品メーカーは車作りのノウハウを開示する姿勢を示し，技術面も製品面もサポート
し，将来の相互成長と産業発展への貢献を目指したのである。 
２ 先行開発に対する関与と取引統治の関係 
 もう一つの課題は，日系部品メーカーによる海外完成車メーカーの先行開発への関与を
めぐる取引関係は，どのように統治されているかを解明することである。ここまでを，第
一章で設定した分析視角に即してまとめると表４－１のようになる。本稿は事例研究によ
り，日系部品メーカーが，海外完成車メーカーの先行開発に関与する際の，取引統治の変
化を分析する視点を発見した。これらの視点を明確化することによって，先行開発をめぐ
る取引統治機構のあり方が解明され，取引統治理論の発展に意義があると考える。以下，
項目ごとに考察結果を述べる。 
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表 4－1： 取引統治のマトリックスで分析するデンソーと完成車メーカー間の取引関係 
出所：筆者作成。 
 
(1) 完成車メーカーの開発能力と先行開発の実施方法 
完成車メーカーの開発能力によって，部品メーカーが先行開発へ関与する取引形態も変
化する。日系完成車メーカーと VW の場合，完成車メーカーの技術能力が高く，特殊な技
術を持つ部品メーカーとの共同で更に車の高性能化を目指し，先行開発は共同で行う。一
方，現代自動車グループでは，先行開発を部品メーカーに依存する部分も残っている。中
国の地場系完成車メーカーは開発能力が高くないため，現在先行開発をエンジニアリング
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会社に外注しているが，将来そのやり方が維持されるか，開発能力の蓄積のために，少し
ずつ自社と部品メーカー協力で行うように変化していくのかは今後の経過観察が必要とな
るだろう。 
(2) 契約枠組みの独自性 
 第二章で述べたように，日本の契約枠組みには独自性がある。それはいわば，基本取引
契約を土台とした長期的継続取引である。この取引には，二つの特徴がある。一つは，特
定の部品についての長期取引ではなく，企業と企業の間の無期限の取引だということであ
る。通常この契約は 1 年の有効期間であるが，どちらかが異議を申し立てない限り，自動
的に更新される。しかも基本取引契約上には取引関係の成立することが規定されるが，価
格に関することは記載されていない。もう一つは，完成車メーカーが取引関係上の優位を
占めることである。取引両者が非対称な関係であり，特に完成車メーカー優位に偏ること
を規定するのは日本の基本取引契約の独特な内容である。基本取引契約書には，「不良品を
納入しないこと」，「納期を遵守すること」などの何の限定もない項目が規定されている。
完成車メーカーはサプライヤーに対して部品供給に限らず，無限定の忠誠を求めている。
日本の契約の枠組みにおいては，長期利益志向の取引両者であれば，機会主義の行動を行
わず，なお部品メーカーが完成車メーカーの要求に耐えれば，品質向上と企業成長に繋が
る。こうした取引の特徴は日本社会の取引慣行と結びついており，海外では同じ形では再
現されない。とくに，企業と企業の無限定な関係は日本以外では見られない。 
海外の取引は殆ど，範囲を特定された契約による統治となる。完成車メーカーが，契約
の範囲を超えて部品メーカーを企業として丸ごと評価するようなサプライヤー管理は，日
本以外では実施困難だと思われる。取引は契約で統治される方が機会主義を抑制できると
考える。VW はその典型的な事例で，各段階における各取引を個別契約で統治する。現代
自動車グループの契約の枠組みは，日系完成車メーカーと VW に比べ，その両者の中間形
態になっていると見られる。それは，現代自動車グループの契約枠組みが各取引に単独契
約が締結される一方，各取引には調整の余地が残されているからである。 
中国地場系完成車メーカーの契約枠組みは，基本的に各取引を契約で統治することであ
るが，取引両者の交渉上の力関係については，完成車メーカーが実質上優位に立っている
と言える。その原因は，高品質のグローバルサプライヤーと製品を低価格で供給する地場
系サプライヤーが多数存在し，競争が激しい状況であるからといえる。この状況に依拠し
て，取引契約書上には対称な関係のように見えるが，実際上の交渉力は地場系完成車メー
カーが圧倒的な優位になっている42。これは日本における完成車メーカーの優位性と大き
く異なることに注意しておきたい。総体的に言えば，契約と市場競争に依拠する取引統治
                                               
42 第三章第四節では説明した藤川の研究には，それは「寄生的サプライヤー・システム」と呼ばれ
ている。 
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が中国地場完成車メーカーを取り巻く取引の独特なあり方である。中国地場完成車メーカ
ーは取引関係の構築と取引を統治する契約の枠組みについて，まだ模索中の段階であると
考える。 
(3) 取引志向 
取引志向については，事例研究対象であるデンソーは取引相手に拘わらず，いずれも長
期取引志向を示している。それは日本の長期継続取引においては，品質・技術水準の向上
を促し，そのことによって長期的な企業の成長も果たしたからである。デンソーはこの長
期取引志向を得た強みを用いてグローバルに向けて発信している。 
一方，海外の完成車メーカーは各自の取引志向を示している。VW は特殊技術が必要とな
る場合，サプライヤーと契約を結び，開発期間と内容を定め，サプライヤーが先行開発に
関与してもらうようになる。VWの取引志向は明確な契約期間に基づくものである。現代自
動車グループは長期継続的な関係を通してノウハウを学習すると同時に，系列部品メーカ
ーも育成する。ただし，可能な限り特定企業へ依存せず，自社の交渉力を保とうとしてい
る。基本的には，現代自動車グループの取引志向は長期的だと言ってよい。ただし，個々
の取引に対して個別契約が加えられ，なお個別契約に調整余地も残されるという性格に関
しては，日系完成車メーカーの「長期的」志向と異なる部分である。中国地場系完成車メ
ーカーの取引志向については，表面的には明確な個別契約で規定され，契約期間志向であ
る。ただ，実際上サプライヤーが一旦そのサプライヤー体制に入れれば，RFQ の情報がそ
れなりに流れてくるし，頻繁にサプライヤーを切り替えられることもない。つまり地場系
完成車メーカーの取引志向には事実上の継続性が認められるという側面もある。しかしな
がら，将来取引統治の諸要素の変動により，地場系完成車メーカーの取引志向も変わる可
能性があると考える。 
(4) 開発プロセスの統合性と契約による利害調整のバランス 
 第一章に分析視角を設定する際に説明したように，自動車のアーキテクチャはインテグ
ラル型であり，その開発プロセスにも統合性が求められる（藤本＆クラーク，1993）。統合
度が高いか低いかは，先行開発，設計開発，量産の間で情報が正確に，かつ迅速に流れ，
必要な調整が行われているかどうかの問題である。統合性を保つために，同一サプライヤ
ーが先行開発から量産まで担当することが一つの合理的な選択となる。しかし，他方にお
いて，先行開発，設計開発，量産はそれぞれ異なるタスクであり，特定のサプライヤー一
社に指定してしまうとモラル・ハザードのリスクが発生する。開発プロセスの統合性を確
保することと，モラル・ハザードを防いで取引両者間の利害を調整することの間に相反す
るところがある。 
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 日系完成車メーカーは開発プロセスの統合性を重視し，製品開発の早期より部品メーカ
ーの関与を求めている。部品メーカーの早期関与によって，問題の早期発見・解決が実現
される。日系企業両者間の取引は基本取引契約を土台に行われているため，先行開発の契
約は必ずしも独自ではない。先行開発の初めに選定された試作サプライヤーは，特に重大
な問題を起こさなければ，そのまま量産サプライヤーとなる。つまり，長期継続取引を行
っているサプライヤー一社に発注することで，開発プロセスの一貫性を保つ仕組みである。
部品メーカーは先行開発へ関与する際に，量産サプライヤーとして選定される保証を必ず
しももらえない。しかし，その保証がされなくても，先行開発への関与を通して，先行開
発の後の設計開発・量産受注の可能性を高め，結果として量産サプライヤーになるのが殆
どである。同一サプライヤーへの発注によって開発の統合性を維持しようとすれば，本来，
モラル・ハザードを防ぐための調整コストが高まるはずである。しかし，日本における長
期継続的取引関係と曖昧な制度においては，その調整コストは柔軟に吸収され，取引両者
が機会主義行動をとらないのである。 
 VW は，デンソーと先行開発の単独契約を締結し，先行開発の成果を完全に買い取る。
先行開発に関与したサプライヤーは必ずしも量産サプライヤーとなるわけではない。VW
の先行開発と量産がそれぞれ独自な契約で統治され，契約で機会主義を抑制することにな
る。これは，開発・製造の統合性よりも，利害調整優先の仕組みだと言える。先行開発に
関与するサプライヤーと量産サプライヤーが必ずしも一致しないということは，先行開発
と量産の間の情報伝達の一貫性を保てないということである。先行開発の中身を量産開発
に適合させるために，情報の変換或いは前後プロセスの連続性を保つためのコストが生じ
ると考えられる。ところが，開発能力が高い VW であれば，そのコストを開発能力で自社
吸収することができる。VW は買い取った先行開発の成果をまず自社ノウハウで量産必要
な仕様に変換する。その仕様はサプライヤーの設備と技術前提にして合理的に設計されて
おり，貸与図として出図される。総じて，開発に携わる主体がプロセスごとに異なるため
に情報変換と統合のコストが生じているものの，VW が自社のノウハウと高技術により情
報の一貫性を保ち，高品質低コストの車作りも達成できるのである。 
 現代自動車グループは後発完成車メーカーとして，日系完成車メーカーと VW に比べ，
まだ成長できる余地が高い。技術をキャッチアップするために，有力なサプライヤーの開
発能力に依存せざるを得ない。現代自動車グループは先行開発を含め各段階における取引
に対して担当するサプライヤーと単独の契約を結ぶ。先行開発のサプライヤーと量産サプ
ライヤーに対してそれぞれの選定プロセスがあるが，部品メーカーが先行開発に参画すれ
ば，量産サプライヤーになる確率は高まる。一社のサプライヤーが担当すると，先行開発
と設計開発のプロセスの一貫性を維持することが容易となる。そのため，現代自動車グル
ープは日本に類似した，サプライヤーの同一性によって開発プロセスの統合性を確保する
方式を採っている。 
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ただし，現代自動車グループは日系完成車メーカーのように基本取引契約を土台とした
長期継続取引を結んでいるわけではない。そのため，先行開発段階を含め各段階における
サプライヤーの関与と責任，対価を契約によって規定している。しかし，それも完全では
ない。先行開発の契約を締結して，サプライヤーは開発後に，先行開発費を請求しても全
額が支払われないことがある。ただし，サプライヤーにとって先行開発へ関与すれば，開
発仕様を自社に有利に設定できる結果，量産受注率が高まるので，開発費の不完全支払い
は部品メーカーに許容されている。一方，現代自動車グループには継続的に学習するため
にデンソーとの関係を深めようとする動機も働く。結果として，デンソーと現代自動車グ
ループの取引は，開発プロセスの統合性を重視すると同時に，ある程度プロセスごとに責
任と対価を明確化するような契約による統治も加えられている。 
 中国の地場系完成車メーカーは，先行開発はエンジニアリング企業，設計開発と量産は
サプライヤーといった別々の契約で，別会社に発注される。契約によって利害調整を行う
ことを優先する形態である。しかし，その結果，外注対象の先行開発の成果は設計開発に
とって最適ではなく，量産設計時点で情報変換と適応調整のためのコストが生じる。その
情報変換と適応調整は，完成車メーカーがこれを担うことができないため，デンソーを含
む有力な外資部品メーカーに委ねられる。地場系完成車メーカーは技術能力が不足してい
るため，部品メーカーの提案する図面を実質評価することができず，形式的に承認する状
態である。この点だけを考えれば，部品メーカーは技術をブラックボックス化することで，
高い価格を要求できる可能性があるように見える。しかし，中国では，前述の通り完成車
メーカーが優位な力関係にあり，地場系完成車メーカーは技術を評価できない分だけ価格
に対する要求を厳しくしている。外資系部品メーカーは中国自動車市場の将来性を重視し
て，地場系完成車メーカーのサプライヤー・システムに加わろうとするために，この状況
を許容しているのだと考えられる。現在，地場完成車メーカーは，サプライヤーの能力に
依存して統合性を確保する一方で，市場競争により利害調整を行っているが，将来的には
自動車の品質向上のために，各プロセスを誰が担うのであれ，先行開発と設計開発のプロ
セスをより統合できる方式に進まざるを得ないのであろう。 
(5) 取引図面による部品メーカー評価の不十分性 
 最後に，取引統治の枠組みとは別に，取引図面による部品メーカー評価の不十分性につ
いて指摘したい。事例によれば，デンソーは VW との取引は貸与図方式で行っているが，
その他の完成車メーカーとの取引は承認図方式で行っている。しかし，これまでの分析通
り，取引図面方式は部品メーカーの能力水準のみによって決まるものではない。以下三点
を指摘する。 
第一に，浅沼（1997）をはじめとする，取引図面によってサプライヤーを評価する先行
研究については，貸与図であれば，完成車メーカーだけが開発を行って作成するとしてい
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る点は一面的であり，必ずしも正確ではないということである。これは，先行開発以前の
段階での部品サプライヤーの関与を観察していないことから生じている。VW の例では，
デンソーが先行開発に関与したのにも関わらず，量産は VW によって貸与図方式で取引す
ることが決められる。そして，VW は先行開発の仕様をベースに貸与図を起こす。つまり，
貸与図方式であっても，部品サプライヤーは完成車メーカーが図面を起こす前に開発への
貢献をしている。従って，貸与図部品メーカーの開発能力が承認図部品メーカーの開発能
力より弱いと一概には言えない。 
第二に，承認図の取引であることが，部品メーカーの開発能力を表現しているという先
行研究の指摘も正確ではない。同じく承認図方式であっても，日系メーカーや現代自動車
グループとの取引のように，部品メーカーが先行開発に関与している場合もあれば，中国
地場完成車メーカーとの取引のように，関与していない場合もあるからである。先行開発
以前の段階への参加の度合いは図面方式ではとらえられないという近能（2007a, p. 162）の
指摘は本稿の分析でも確認できる。中国地場完成車メーカーの例では，先行開発を外注し
ているからである。ただし，結局は部品メーカーに通常の設計開発以上のことを依存して
いる。 
第三に，サプライヤーが先行開発に参加した場合，取引図面が「承認図」になるか「貸
与図」になるかは，サプライヤーの能力の高さに対応して決まるわけではないということ
である。VW の例に見られるように，デンソーという同一のサプライヤーでも，相手完成
車メーカーによって取引の方式は異なるのであり，その違いはむしろ完成車メーカーの部
品調達政策によって左右されると考えるべきである。この点で本稿は，植田（2004, p. 197）
が示唆したことを，独自の事例によって裏付けている。 
先行研究が取り上げた取引図面方式では，今日の取引関係を評価する指標としては限界
がある。特に部品メーカーを評価する際に，本研究が取り上げた先行開発を観察の視野に
入れるべきだと考える。正確に言えば，先行開発のみならず，設計開発より遡って上流ま
での実態を観察すべきである。先行開発への関与については，取引関係を評価するのに単
純に図面の違いを指標にすることは不十分であり，開発過程への参画のあり方を具体的に
検討する必要がある。その際に，本稿で提示した取引統治機構を考察する枠組みが有用で
あることを期待したい。 
３ おわりに 
 本稿は，日系部品メーカーが先行開発をめぐって各国完成車メーカーと取り結ぶ取引関
係の実態をいくつかの事例について明らかにした。先行開発へ関与して，車作りに上流か
ら関与することで，サプライヤーは完成車メーカーからの評価を高めようとしている。一
方，先行開発への関与を視野に入れた場合，「承認図」と「貸与図」という図面方式の区分
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だけでは，部品メーカーの開発能力を評価する指標として不十分であることを示し，部品
メーカーの製品開発への関与を評価するに当たり，先行開発，設計開発，量産を視野に入
れた考察を行うことの重要性を示した。 
また，本稿は日系部品メーカーと日系完成車メーカー及び海外完成車メーカーとの，開
発・生産を巡る取引統治機構を分析した。そして，海外における取引統治が日本国内にお
けるそれと異なるものである要因を四点確認した。取引統治理論を用いて，自動車産業の
取引関係を分析する可能性を発展させた研究であることを示し，結びとしたい。 
 今回は日系部品メーカー一社と複数の海外完成車メーカーとの取引のあり方を示した。
部品メーカーを単一に固定し，複数企業との取引をそれぞれ分析し，完成車メーカーの違
いによる取引の性質の違いを鮮明にすることができた。ただし，言うまでもなく，研究対
象が一社のみの事例にて提示した理論の枠組みは，その汎用性を問われることになる。今
回組み立てた理論の枠組みを用いて，自動車産業，もしくは他産業の分析を行い，その枠
組み自体の適用性を検証すべきであることは将来の課題として残されている。 
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VI Appendix 
１ 株式会社デンソー（2013 年 8 月） 
インタビュー先 DNJP 
取材対象者と所属部署 営業企画部部長 1 人 
実施時期 2013 年 8 月 
場所 DNJP 本社 
使用言語 日本語 
インタビュー形式 半構造化インタビュー 
 
インタビュー質問票： 
1. Q：デンソーグローバル営業企画部の機能＆役割をお教えください。 
2. デンソー2012 年の売上高は 3 兆 5809 億円となり，その中北米地域は 18％（6354
億円），欧州地域は 10％（3722 億円），豪亜地域は 22％（7940 億円），またその他
地域の割合で構成されている。主要な取引先であるトヨタと 9468 億円の販売実
績があり，それは全体取引の 30％に占めている（デンソー2012 有価証券報告書に
より） 
（1） 全体売上には日本カーメーカー向けは何割占めていますか？ 
（2） 豪亜地域に含まれている中国はどのぐらいの売上を貢献していますか？ 
（3） 各地域の販売には，トヨタ或いは日系カーメーカー向けの販売は全体の何割
を占めていますか？日系以外への売上は何割となっていますか？ 
3. 自動車モジュール化を進んで，プラットフォームの統合と再編を通してコストや
工数の削減と生産の柔軟性の向上を追求するため，トヨタは TNGA，VW は MQB とい
うプラットフォーム相次いて開発している。 
（1） モジュール化に伴い，部品の共通化，部品点数の削減などのトレンドで，日本
で系列であるデンソーにとって，どんな影響を与えられていますか？またグロ
ーバル展開にどんな巨大な影響になりますか？ 
（2） モジュール化の進化においても，トヨタは品質に対して妥協することはないと
よく聞かれているものの，同じ車種は新興国に展開される際，「過剰な品質」
という指摘もありますが，デンソーはどう考えていますか？ 
4. 2012 年デンソーグループ全体の研究開発費は 3355 億円投入し，その内 12％は海
外セグメントが占めている。開発体制としては，国内はハイブリッド用インバー
ターなどのパワーエレクトロニクス製品の開発しつつ，海外は最適な製品を開発
して，米国＆欧州を中心として先進技術開発も強化していく。（デンソー2012 有
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価証券報告書により） 
（1） 各地域で開発現地化のレベルはどんな基準で評価されていますか？ 
（2） 各地域の開発現地化の進捗状況をお教えください。 
（3） 各地域の開発方式の相違点は何でしょうか？ 
5. 一般的に日本車のモデルライフは 4 年間という短いリードタイムの開発の慣行で
ある。それに対して，欧州車のライフは 5-10 年で，開発期間も日本と比べるとか
なり長いものとされています。 
（1） こう言った開発期間がより長い慣行において，欧州完成車メーカーと取引す
る場合，カーメーカーからの照会はモデルチェンジの何年前にくるパタンが
多いですか？ 
（2） どんな形式の照会ですか？（スペック提示？価格提示？） 
（3） サプライヤーの選定はどんなプロセスになりますか？受注先の決定はどう決
められますか？ 
（4） 受注されたら，どんな開発の仕組みで対応して，量産までの必要なステップ
を教えていただけますか？ 
（5） それらのビジネスは欧州で受注されたら，中国にフォローソーシングの際，
また同じプロセスを改めて行われますか？ 
6. 中国市場の重要性についてはどう思いますか？今年政治問題を巡って，日系車販
売にかなりマイナス影響を与えましたが，こういう環境において，デンソーにも
何か影響ありますか？ 
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２ 電装 (中国) 投資有限公司（2013 年 9 月） 
インタビュー先 DICH 
取材対象者と所属部署 常務副総経理 1 人，営業企画部部長 1 人，経営企画部
部長 1 人 
実施時期 2013 年 9 月 
場所 DICH 北京オフィス 
使用言語 日本語 
インタビュー形式 半構造化インタビュー 
 
インタビュー質問票： 
1. Q：デンソー中国の重要な位置づけをお聞かせください。 
2. 08 年アメリカのリーマンショックに悪影響されずに，持続成長していた中国市場
は 2011 年から市場の成長率が一桁に留まって成長の鈍化期に入ったという見方
があります。 
Q１：中国の自動車市場現状＆将来について，ご見解をいただくと思います。 
Q2：デンソー中国は現在＆将来はどのように事業を展開していくかをお教えくだ 
さい。 
3. Q：デンソー中国では，日系完成車メーカー向けの売上は全体の何割ぐらいに占め
ていますか？日系以外にアメリカや欧州完成車メーカー向け既存モデルのフォ
ローソーシングの販売は全体の何割ぐらい占めていますか？その他，まったく中
国で新規，或いは地場完成車メーカー向けはそれぞれ何割占めていますか？また
はこれから中国市場に対する見込みはどうなると思いますか？ 
4. Q：日系，他の外資系，地場系カーメーカーのそれぞれから受注する業務内容は異
なっているでしょうか。特に開発が必要になる割合の違い，必要な開発業務のレ
ベルの違いについてはいかがでしょうか？ 
5. Q：開発現地化の必要性，課題，問題点についてお教えください。 
注：2013 年末まで上海テクセンでは風洞などの大型評価設備を増やし，現地開発，
自主開発の体制を構築していこうと，または現地完成車メーカーから開発の要請
に対して，如何に製品価格の競争力向上させるために，72 億円の増資する見込み
とホームページに記載されています。 
Q：それは現地需要に応じる投資ですか？ 
6. 東京大学自動車研究に有名な丸川先生は「中国の自動車産業は垂直分裂な体制」
と示唆しました。例えば，基本的な認識ならエンジンのような重要部品は内製と
なるものの，中国ではそれらのコア部品すら外資から購入して社内組立だけのや
り方で依存する地場完成車メーカーの独特な取引方式が存在されています。 
 90 
Q１：そういう特徴である地場完成車メーカーは相手に，拡販に関する方針につい
てお聞かせください。 
Q２：地場完成車メーカーはサプライヤーをどのように選定しているでしょう
か？デンソーにとっての競争相手はどのようなサプライヤーでしょうか？
他の日系，外資系サプライヤーでしょうか？それとも地場系サプライヤーで
しょうか？ 
Q３：地場完成車メーカーとの取引では，価格と数量はどのように決定されてい
るでしょうか？ 
Q４：開発プロセスでのやり取りはどのように行われるでしょうか。 
Q５：それらに日本での取引との違いはあるでしょうか？ 
Q６：地場カーメーカー向けの独自のモジュール・部品開発はなされているでし
ょうか？或いは今後必要になってくるでしょうか 
7. 中国での事業展開においては，早く事業を推進できる体制を追求するために，欧
米系の部品メーカーは自動車メーカーや一次部品メーカー，2 次/3 次部品メーカ
ー，更に投資ファンドや商社などの周辺プレイヤーを巻き込みながら M&A や合弁
会社の設立，提携などの手段をよく使われていると言われてます。それに対して，
日系部品メーカーの展開は遅れているという指摘もあります。例えば，2010 年ま
で過去 20 年間で欧米系/日系部品メーカー上位企業の M&A と合弁事業の件数を比
較すると，Bosch は 102，Magna は 63，Continental は 57 に対して，デンソーは
19，アイシン精機は 17 に留まっている状況となっております。 
Q１：この点については，今後中国支社はどう考えていますか？ 
Q２：技術提携や合弁と言ったら，技術流出の話は必ず浮かんできますが，この問
題について，デンソーはどう考えていますか？ 
8. 部品産業育成政策，政府主導で新エネ車用コア部品の開発力を強化，カーエレク
トロニクス関連政策も相次いて発表され，また地方政府も独自の部品産業育成策
を発表している現状となっています。 
Q：デンソーはこう言った新技術，新エネルギー開発などの領域に部品産業の発展
をどうリードしていくおつもりでしょうか？ 
9. 中国の自動車市場では，新技術開発に対する一方，新興国向け低コスト製品の開
発も自動車消費市場アジアへのシフトに伴い，加速化されているとよく言われて
います。Q：こう言った新興国に特殊な市場需要に対する開発についてデンソー
中国はどう考えていますか？  
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３ DENSO AUTOMOTIVE Deutschland GmbH（2015 年 2 月） 
質問票調査先 DNDE 
取材対象者と所属部署 Sales Dept. Senior Director1 人 ， R&D Dept. 
Director1 人 
実施時期 2015 年 2 月 
調査方法 Email 
使用言語 英語 
インタビュー形式 構造化インタビュー 
 
調査用質問票： 
1. Please give an introduction about Denso Business in the EU and the 
importance of the EU Business for DN. 
2. Please give a description of the current and future status of R&D centers in 
the EU? What are the DN strategies for EU local development?  
3. Compare to German suppliers, what are the competitive advantages of DNDE? 
How does DNDE exert this superiority? 
4. What are the differences when DNDE deals with Japanese car makers (Toyota), 
German car makers (VW, BMW) and American car makers (Ford) in the EU?  
5. What factors should be concerned when base car models do follow-sourcing to 
other countries (e.g. to China), and what kind of support will be supplied from 
DNDE to followed countries? 
6. What kind of initiative structure exists between DNDE and DNJP 
headquarters? How do the authorities of development have been allocated 
between DNDE and DNJP? 
7. As a Japanese culture based global company, what does DNDE consider with 
culture conflicts in EU? What kind of efforts has DNDE done and will DNDE 
do for resolving such issues? 
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４ DENSO AUTOMOTIVE Deutschland GmbH（2015 年 3 月） 
インタビュー先 DNDE 
取材対象者の所属部署 Sales Dept. Senior Director1 人 ， Sales Dept. 
Executive Coordinator1 人，R&D Dept. Director1 人 
実施時期 2015 年 3 月 
場所 DNDE Eching Headquarters 
使用言語 日本語 
インタビュー形式 半構造化インタビュー 
 
インタビュー質問票： 
1. DNDE 拠点の概況と位置づけ，及び R&D センターの役割をお聞かせください。 
2. DNDE が AUTOSAR コンソーシアムに参画するのはどんな役割を果していますか。 
3. ドイツ自動車メーカーから受注を獲得するプロセスをお教えください。（日系自動車メーカ
ーと早期共同開発による受注と異なるプロセス） 
4. ドイツ自動車メーカーと取引する場合と日系自動車メーカーと取引する場合，異なるとこ
ろは何でしょうか。特に注意事項はありますか。（日系自動車メーカーとの取引は本国と
異なるところがあれば，ご教示ください。） 
5. 量産時に，ドイツ自動車メーカー向けの生産，納入は日本のような JIT システムを導入さ
れていますか。JIT でない場合，どのような方式で対応していますか。 
6. 日本のフォローソーシング事業においては，元日本の Tier2 部品メーカーは欧州で部品
生産がない場合，他の Tier2 部品メーカーに転注することがありますか。どのような事情
で新たな Tier2 部品に転注するのでしょうか。 
7. EU 東方拡大につれて，今後ヨーロッパでの事業展望はどのような見解をお持ちでしょう
か。 
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５ 株式会社デンソー（2015 年 7 月） 
インタビュー先 DNJP 
取材対象者と所属部署 営業部室長 1 人，営業部課長 1 人 
実施時期 2015 年 7 月 
場所 DNJP 本社 
使用言語 日本語 
インタビュー形式 半構造化インタビュー 
 
インタビュー質問票： 
1. （確認）デンソーにとって，「先行開発」という言葉は，完成車メーカーの「先行開発」を指
し，そこにデンソーが関与するという意味で用いられるのでしょうか。それとも完成車メーカ
ーの「先行開発」とデンソー自身の「先行開発」がそれぞれ存在するという意味で用いら
れるのでしょうか。後者の場合，どちらも「先行開発」と呼ばれるのでしょうか。別の名称，
たとえば「先取研究・開発」のような名称はあるのでしょうか。 
2. 日本では，先行開発の段階において，DNJPはどのように関与していますか。先行開発の
関与と量産サプライヤーの選定はどう関連しているのでしょうか。 
3. 欧米の完成車メーカーが相手の場合，デンソーはどのように先行開発に関与しています
か。量産との関連性は日本の完成車メーカーとはどのように異なるのでしょうか。 
4. デンソーが欧米自動車メーカーの先行開発へ関与する重要性と難点は何だと思
いますか？ 
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６ DENSO KOREA CORPORATION（2016 年 5 月） 
インタビュー先 DIKR 
取材対象者の所属部署 営業部課長 2 人 
実施時期 2016 年 5 月 
場所 DNJP 東京支店 
使用言語 日本語 
インタビュー形式 半構造化インタビュー 
 
インタビュー質問票： 
1. デンソー韓国の位置づけと取引概況をご紹介御願いします。  
（1） デンソー韓国拠点は四つがあり，それぞれの設立経緯と機能，生産量，売上
高，出資関係など。 
（2） 受注先の構成と自動車関係の主要取引先  
（3） 主要取引先との取引が承認図方式 or 貸与図方式 or 委託図方式ですか。 
2. デンソー韓国は，どのような開発機能を持っていますか。韓国 OEMs とどのよう
な先行開発を行っていますか。（韓国 OEMs の先行開発，設計から量産開始まで
のプロセスは日本 OEMs と異なるでしょうか。それとも大体同じでしょうか。）  
3. 韓国 OEMs の調達政策はどうなっていますか。それに応じて，デンソーはどのよ
うに取り組んでいますか。（デンソーにとって競争相手と競争上の焦点は何でし
ょうか。） 
4. デンソー韓国で用いる部品は，現地調達部品ですか，それとも日本からの輸入部
品ですか。 
5. デンソーは Hyundai と本国の取引が，Hyundai 海外展開にも維持できますか。
どのような移転方式（図面の移転）ですか？  
6. 今後デンソーの韓国事業の政策と展望を伺います  
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７ DENSO KOREA CORPORATION（2016 年 10 月） 
インタビュー先 DIKR 
取材対象者と所属部署 理事長 1 人 
実施時期 2016 年 10 月 
場所 DIKR オフィス 
使用言語 日本語 
インタビュー形式 半構造化インタビュー 
 
インタビュー質問票： 
1. DIKR はどのような開発能力を持っていますか。Hyundai に対して，どのように
取り組んでいますか。  
2. 70 年代からデンソーが豊星に資本参入した後に，豊星の開発/設計能力をどのよ
うに活用してきましたか。  
3. 豊星設計の製品はどんな製品ですか。（量産品でしょうか？補給品でしょうか？）
豊星スペックの製品は，デンソー品（例えば DNJP）のスペックと何が異なりま
すか。どちらの開発/設計は Hyundai に求められるものでしょうか。  
4. DIKR 開発/設計の仕様は DIKR のみに帰属しますか。DNJP はそれを活用可能で
しょうか。 
5. Hyundai 本国で採用された量産仕様は，海外にも展開する場合どのように海外の
拠点/工場に移転しますか。その場合，DIKR はどんな技術サポートしていますか。 
6. DIKR 製品は，海外の他メーカー品に比べると優れていることは何でしょうか。  
7. DIKR 将来の狙いと位置づけをお教えください。  
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８ 電装 (中国) 投資有限公司（2017 年 7 月） 
インタビュー先 DICH 
取材対象者と所属部署 テクニカルセンター材料部主任 1 人  
実施時期 2017 年 7 月 
場所 DICH 上海テクニカルセンター 
使用言語 中国語 
インタビュー形式 非構造化インタビュー 
 
９ 電装 (中国) 投資有限公司（2017 年 8 月） 
質問票調査先 DICH 
取材対象者と所属部署 営業部部長 1 人 
実施時期 2017 年 8 月 
調査方法 Email 
使用言語 日本語 
インタビュー形式 構造化インタビュー 
 
調査用質問票： 
1. DICH は，フォローソーシングビジネスに対して，現地生産以外に現地開発 /設計
の部分がありますか。どのような状況においては，現地開発が求められています
か。 
2. 現地開発がある場合，どのような対応体制ですか。（例えば：DICH がいつからプ
ロジェクトに参与して，完成車メーカーとどのようにやり取りするのか）  
3. 既存モデルの手直しだけをする場合，DICH に発注されるのは元々ソーシング国
でデンソーが既に受注していた部品だけでしょうか。そうとも限りませんか。  
4. 既存モデルの手直しだけをする場合，設計図面の作成はどちらがどのように行い
ますか。日本などで元々使われていた図面が支給されるのでしょうか。  
5. DICH は，新規ビジネスへどのようなアプローチしていますか。フォローソーシ
ングと違って，その難点は何でしょうか。（例えば：地場完成車メーカーと）新規
開発を求めるパターンにはどのようなケースがありますか。  
6. 一般的に見れば，新規需要の情報はどこから得て，どのように受注へのアプロー
チを行いますか。 
7. 開発にどこから，どのように関与していますか。先行開発でしょうか，RFQ 以降
の設計開発でしょうか。  
8. 先行開発に関与する場合，契約はどのようになるでしょうか。開発成果を買い取
ってもらうのでしょうか。先行開発と設計開発が一体で，設計図面を買い取って
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もらうのでしょうか。先行開発と設計開発・量産が一体で，量産部品価格はでま
とめて対価をもらうのでしょうか。  
9. 先行開発へ関与したら，そのまま設計開発を，或いは設計開発と量産を受注する
ことが必ずできるでしょうか。必ずできるとは決まっていなくても有利にはなる
でしょうか。 
10. サプライヤーの選定は，開発コンペで行われるでしょうか。それとも，図面が提
示されて入札などの競争になるでしょうか。取引図面は承認図や貸与図と呼ばれ
るでしょうか。 
11. DICH がサプライヤーとして選定された時点で価格は確定するでしょうか。それ
とも，それから設計変更と原価低減を行って，量産開始直前に価格が決まるので
しょうか。その場合の原価低減の報酬はどのように取り決められているでしょう
か。 
12. 先行開発や設計開発への関与，量産発注の獲得において，日系以外のサプライヤ
ーの行動様式には，日系と異なる特徴があるでしょうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 98 
１０ 電装 (中国) 投資有限公司（2017 年 9 月） 
インタビュー先 DICH 
取材対象者と所属部署 副総経理 1 人 
実施時期 2017 年 9 月 
場所 DICH 上海オフィス 
使用言語 日本語 
インタビュー形式 半構造化インタビュー 
 
インタビュー質問票： 
1. 現地開発はどの程度まで整備されていますか。 
2. まだ次期型開発レベルになっていないが，新規開発に対応が可能でしょうか。 
3. 車両評価というのは，顧客の車両を DICH が変わりに評価することでしょうか。 
4. 顧客との開発は RFQ が出る前の段階のことを指すと思いますが， 
5. DICH は地場完成車メーカーと開発をやっているということですね。新規の開発も
対応できますか。 
6. DICH は，フォローソーシングビジネスに対して，現地生産以外に現地開発/設計
の部分がありますか。 
7. 地場系にとって，DN 品が高いと思われるでしょう。 
8. DICH は，地場系の成長がどう見ていますか？ 
9. 新規ビジネスへどのようなアプローチしていますか。契約がない段階でどのよう
に先行開発へ関与するでしょうか。 
10. 地場系と取引図面は承認図でしょうか。 
 
正誤表 
 
本論文を提出後に以下の誤りを発見しました。お詫びして訂正させていただきます。 
 
該当頁 誤 正 
p.3,図 1－1の出所と p.6,図 1－3の出所：日本自動
車工業会出版（2018a） 
日本自動車工業会出版
（2018a） 
日本自動車工業会
（2018） 
p.6,図 1－2と図 1－3の出所： 
日本自動車工業会出版（2018b） 
日本自動車工業会出版
（2018b） 
日刊自動車新聞社・日
本自動車会議所共編
（2018） 
p.7, 3)の第一段落の一行目： 
自動車産業も急激な変化に迎えている 
に を 
p.8,4)の第三段落の五行目： 
それに支える契約のあり方 
に を 
p.9, (1)の第二段落の四行目： 
はじめから本稿を検討する 
から 
を 
に 
で 
p.10,上から四行目： 
技術開発とを区別必要がある 
区別必要 区別する必要がある 
p.13, 上から七行目、八行目、九行目と二十一行
目；p.14,上から八行目；p.26,第三段落の四行目 
先取り 先取 
p.32, 上から 7行目：1970年代のトヨタ 1970年代 1950～1970年代 
p.32,上から 10行目： 
結果的にトヨタ 
結果的にトヨタ 結果的に 1970年代にト
ヨタ 
p.45 (4)製品・工程エンジニアリングと 
その項の第一段落の二行目：製品・工程エンジニア
リング 
製品・工程エンジニアリ
ング 
工程エンジニアリング 
p.49,2)第二段落の四行目： 
サプライヤーがそれを応じないと 
を に 
p.15,上から五行目：佐伯（2011a）； 
p.57,1)の第二段落の二行目：佐伯、2011a； 
p.83,上から十四行目：佐伯靖雄（2011a） 
2011a 2013 
p.38,2)の第一段落の九行目：佐伯、2011b； 
p.63,下から二行目：佐伯、2011b； 
p.67,注 41の三行目：佐伯（2011b）； 
p.83,上から十六行目：佐伯靖雄（2011b） 
2011b 2011 
p.74,表 4－1,④の VWの列： 
先行開発は独自契約 
先行開発は独自契約 先行開発の契約は独自
契約 
p.74,表 4－1,④の現代自動車グループの列： 
先行開発の関与が設計・製造受注につながりやす
い。 
先行開発の関与が設計・
製造受注につながりやす
い。 
先行開発の関与が設
計・製造受注につなが
りやすい 
p.84,上から 18行目： 
日本自動車工業会出版（2018a），『2018年版 日
本の自動車工業』，日本自動車工業会。 
日本自動車工業会出版
（2018a），『2018年版 
日本の自動車工業』  
日本自動車工業会
（2018），『日本の自
動車工業 2018』 
p.84,上から 19行目： 
日本自動車工業会出版（2018b），『自動車年鑑
（2018～2019）』，日本自動車工業会。 
日本自動車工業会出版
（2018b），『自動車年
鑑（2018～2019）』，日
本自動車工業会。 
日刊自動車新聞社・日
本自動車会議所共編
（2018），『自動車年
鑑 2018～2019年版』， 
日刊自動車新聞社。   
 
